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論文要旨

I.研究目的

本論は小売B2C電子商取引における持続可能な発展を実現するために､質的

研究(インタビュー調査)と量的研究(アンケート調査)を通して､企業と消

費者がB2C･ECサイトの採択に与える影響を解明し､特に消費者によるB2C･

ECサイトの採択に関する心理的メカニズムを明らかにすることを目的とする｡

小売B2C･ECサイトは､売り手の商品在庫､価格など販売情報と買い手のニー

ズ､支払いなど個人情報を活用し､より効率的な取引を実現するためのマーケ

ットプレイスである｡小売　B2C･EC　サイトの本質は一種の情報システムであ

り､消費者にとって､効率かつ経済的な購買プロセスを果たすために自分に適

合 し て い るB2C･EC サ イ ト の 採 択 は 非 常 に 重 要 で あ る(GefenandStraub,2000)0

そのため､本論は情報システム分野の諸理論を用いて中国消費者によるB2C･

ECサイトの採択を検討し､消費者が小売B2C･ECサイトを利用する際の心理

的メカニズムを明らかにした｡

これまでの消費者による小売B2C･ECサイトの採択に関する研究では､消費

者がネットショッピングをする際に感知した取引不確実性､B2C･ECサイト-

の 技 術 受 容 性 と い う 　2 つ の 視 点 か ら､ 多 く の 検 討 が 行 わ れ て い る(e.g.,

Faqih,2016; Kim,2008; Lee,2010; Tung,2011)｡ 既 存 研 究 の 問 題 点 は 以 下 の3 つ に

整理することができる｡第1に､多くの研究は技術受容性と取引不確実性とい

う　2つの視点から消費者によるB2C･ECサイトの採択を検討している｡例え

ばpavlou and Fygenson (2006) とGefen et al. (2003b) は 小 売82C 電 子 商 取 引 と 伝

統的電子商取引を比較し､消費者によるB2C･ECサイトという新たな情報技術

-の適応､及びオンライン取引による不確実性-の対処は､ B2C･ECサイトの

採択に重要な影響を与えることを指摘している｡しかし､それらの研究は主に

技術受容性の視点に集中しており､技術受容性と取引不確実性との関係に関す

る検討が欠けている｡第2に､消費者による小売B2C･ECサイト-の技術受容

性 に 関 す る 検 討 に つ い て､ 多 く の 研 究(e.g.,carlosRocaeta1.,2009;Pavlou,2003)

は 組 織 コ ン テ キ ス ト 向 け の 技 術 受 容 理 論(e.g.,TAM､ mM2､ UTAUT) を 引 用

して検討しているため､価格､娯楽､習慣など消費者使用コンテキストに関す



る要因-の検討が十分に行われていない｡第3に､技術受容性と取引不確実性

以 外 に､ 幾 つ か の 研 究(e.g., chaueta1., 2002; Yoonand Choi, 2009) は 国 の 文 化 に

焦点を当てて､消費者による小売B2C･ECサイトの採択を検討している｡しか

し､それらの研究の問題点としては､国の文化を考察する際に､文化の各要素

に関する各国の得点を用いており､こうした測定方法により生態学的誤謬が生

じることがある｡

上記の問題点を踏まえて､本論は技術受容性と取引不確実性の関係､消費者

使用コンテキストに関する技術受容理論､国の文化という3つの側面から中国

の消費者による小売B2C･ECサイトの採択を検討し､統合モデルを構築するこ

とを目的としている｡具体的には､まず｢技術受容性と取引不確実性との関係に

関する検討が欠けている｣という問題を明らかにするために､本論では

Venkatesh and Davis (2000) の 　TAM2､ Gefen et al. (2003b) の 　C-TRUST-TAM､

Mukherjee and Nath (2007) のR-CTT と い う3 つ の モ デ ル に 基 づ き､ 技 術 受 容 性

と取引不確実性を1つのモデルに統合した｡また､本論は過去の実証研究の統

計データを収集し､メタ分析の手法を通してそのモデルによる各変数間の関係

を検証した｡次に､ ｢技術受容性-の検討について､過去の研究は消費者使用コ

ンテキストに関する要因-の説明が不足｣しているという欠点を補足するため

に､本論は近年､新しく開発された消費者使用コンテキスト向けの技術受容理

論(i.e.,UTAUT2) を 用 い､ 実 証 研 究 を 行 っ た｡ 後 に､ ｢ 国 の 文 化- の 検 討 に

ついて､過去の研究は文化の各要素に関する各国の得点を用いており､こうし

た測定方法は生態学的誤謬が生じる｣という問題点を解決するために､本論は

実証研究を展開する際に､各調査対象における文化の各要素を測定した｡この

ような測定方法により､生態学的誤謬という問題を解決でき､測定の精微さを

向上させることができた｡

2.論文構成

第1章では､まず､マクロ的視点から電子商取引の定義､電子商取引の発展

に関する影響要因､電子商取引のフレームワークを検討し､小売B2C電子商取

引の位置づけを明確にする｡次に､小売B2C電子商取引の発展に関する歴史的

変遷をレビューする｡



第2 章 で は､ 企 業 に よ るB2C･EC サ イ ト の 事 業 展 開 に 焦 点 を 当 て､B2C･EC

サイトが企業のビジネス及び組織に導入されるプロセス､B2C･ECサイトの展

開に関する経営戦略をそれぞれ検討する｡導入プロセスに関する検討では､ビ

ジネスにおいて物理的経営プロセスからバーチャルな経営プロセス-の転換を

説明する｢プロセス仮想化理論｣､組織メンバーによるB2C･ECサイトのシステ

ム-の評価を説明する｢D&M情報システム成功モデル｣という　2つの理論に関

する先行研究をレビューする｡また､経営戦略に関する検討では､企業による

持続的な競争優位の獲得に関する経営資源及び経営能力を説明する｢資源ベー

ス理論｣､企業を取り巻く経営環境と新技術の導入の関係を説明する｢技術一組

織一環境フレームワーク｣という　2つの理論に関する先行研究をレビューする｡

さらに､具体的な経営戦略の実施について､本章では中国の小売B2C電子商取

引のトップ企業であるアリパパ社の事例を取り上げ説明する｡

第3章では､消費者によるB2C･ECサイトの採択に焦点を当て､技術受容性

と取引不確実性という2つの側面からアプローチし､メタ分析という手法を用

いて過去の実証研究を系統的にレビューすることで､消費者によるB2C･ECサ

イトの採択に関する心理的メカニズムを解明する｡過去の研究の問題点として

は､消費者による技術受容性に関する要因と取引不確実性に関する要因を各々

検討しているが､ B2C･ECサイトの採択-の説明力は十分とは言えない｡その

た め､ 本 章 はTAM2､ C-TRUST-TAM､ RICTT と い う3 つ の 理 論 に 基 づ き､ 技 術

受容性に関する要因と取引不確実性に関する要因をlつのモデルに統合し､メ

タ分析の手法を通して新たなモデルを検証したいと考えている｡

第4章では､消費者がB2C･ECサイトを採択する際の技術受容性に焦点を

当て､消費者使用コンテキストに関する要因を取り入れた技術受容理論を引用

して､第3章のモデルを拡張することを試みる｡具体的には､技術受容性-の

検 討 に お い て､ 過 去 の 技 術 受 容 モ デ ル(i.e.,TAM､ TAM2､ UTAUT) は 主 に 組 織

コンテキストにおいてユーザーによる新しい情報技術の受容性を説明していた

が､ 消 費 者 使 用 コ ン テ キ ス ト- の 説 明 力 が 不 足 し て い た｡ 近 年､ venkateshetal.

(2012) は 周 辺 分 野(e.g., 消 費 者 行 動) の 概 念 を 引 用 し､ UTAUT2 と い う 消 費 者

使用コンテキスト向けの技術受容モデルを開発した｡そのため､本章は前章の

研究成果を踏まえて､モデルの説明力を向上させるために消費者使用コンテキ



ストに関する要因を導入し､実証研究の手法を通して新しいモデルを作成して

いる｡

第5章では､国の文化が消費者によるB2C･ECサイトの採択に与える影響

を検討している｡文化の表現形式は多様であり､顕在的部分と潜在的部分の両

方が存在している｡このような複雑な概念を捉えるために､本章ではまず､文

化の定義及び文化生成のプロセスを検討し､文化の捉え方を明らかにする｡次

に､国の文化に関する先行研究をレビューし､国の文化に関する各構成概念を

それぞれ検討する｡さらに､文化の各構成概念と消費者によるB2C･ECサイト

の採択との関係を検討し､仮説モデルを構築する｡ 後に､実証研究を通して

仮説モデルを検証し､結論をまとめる｡

3.本論による学術的･実践的貢献

(1)学術的貢献

本論は､これまで消費者による小売B2C･ECサイトの採択に関する研究を整

理し､過去の研究の問題点として､ ①個別な要因だけに焦点を当て､体系的な

検討が行われていない､ ②消費者使用コンテキストからの検討が欠けている､

③国の文化を考察する際に､生態学的誤謬が生じる､という3つを挙げている｡

それらの問題を解決するために､本論は技術受容性と取引不確実性の関係､消

費者使用コンテキストに関する技術受容理論､国の文化という3つの側面から

消費者の小売B2C･ECサイトの採択を検討し､統合モデルを作成した｡具体的

には､技術受容性に関する検討において､本論は近年において開発された

UTAUT2モデルを引用し､消費者使用に関する要因(i.e.,価格価値､快楽的動

機､習慣)が小売B2C･ECサイトの採択に与える影響を明らかにした｡取引不

確実性に関する検討において､本論はオンライン取引に関する2要因(i.e.,伝

頼､セキュリティ)を取り上げ､技術受容性との関係を検討した｡国の文化に

関する検討において､本論はHofstede (2003)の5つの文化構成要素を用い､技

術受容性と取引不確実性-の調節効果を検討した｡

(2)実践的貢献

本論は中国における小売B2C･ECサイトの採択に焦点を当て､企業と消費者



の両面から､持続可能な発展の方向性を検討した｡この検討を通して､中国の

電子商取引企業の経営戦略及びマネジメントに示唆を与える可能性がある｡具

体的には､企業の経営戦略-の示唆として､以下の2点が挙げられる｡第1に､

企業のトップマネジメントは鋭い洞察力を通して､新たな商機を把握すること

が重要である｡現在中国の小売業界では､データ革命が進んでおり､企業はこ

のような変化に適応するために､企業側と消費者側の膨大なデータを処理する

経営資源を開発･導入することが必要である｡こうした経営資源の活用によっ

て､企業と消費者は様々な情報をリアルタイムで知ることができ､小売B2C･

ECサイトの採択率の向上に貢献するだろう｡第2に､電子商取引企業は十分な

経営資源や経営能力があるなら､自社のB2C･ECサイト以外に､事業の多角化

が重要である｡なぜなら､複数の事業を同時に展開すると､組織マネジメント

が複雑になり､他社はそれを模倣することが困難となるからである｡また､複

数事業が高度に融合することによって､相乗効果を発揮し､各事業における市

場シェアの拡大に貢献できるだろう｡

企業のマネジメント-の示唆に関しては､以下の2点が挙げられる｡第1に､

本論の研究結果によれば､中国の消費者の利用習慣は小売B2C･ECサイトの採

択 に も 重 要 な 影 響 を 与 え る こ と が 明 ら か に さ れ た｡ verplanken and Orbell

(2003)によれば､消費者の習慣は単純に過去の行動と重複するだけではなく､

過去の良い経験を想起し､その良い経験を未来に実現したいという意向が反映

されると指摘されている｡また､消費者はlつの行動習慣が形成されると､そ

の行動に関する情報を再度､確認する意欲が低くなる(Verplanken,Aarts,andVan

Knippenberg, 1997)｡ そ の た め､ 電 子 商 取 引 企 業 は 自 社 のB2C･EC サ イ ト の 採

択率を向上させるために､中国の消費者に対して心地良いショッピング体験を

提供し､購買慣習を促進させることが も効率的な方法である｡第2に､本論

では､消費者による小売　B2C･ECサイト-のパフォーマンス期待､快楽的動

機､価格価値､促進条件という4つの要因が小売B2C･ECサイトの利用意図に

影響することが明らかにされた｡特に価格価値は小売B2C･ECサイトの利用意

図に も大きな影響を与えている｡したがって電子商取引企業は優先的に自社

B2C･ECサイトの商品価格を 大限に安価に設定し､その上でウェブサイトの

サービス､娯楽性､顧客-のサポートなどの機能を強化することが重要であろ
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そして各国における小売B2C電子商取引の売上高を見ると､中国､アメリカ､

イギリス､日本､ドイツが上位5ヶ国に位置付けられている｡図表ⅠⅠで示すよう

に､ 中 国 の 成 長 率 が 一 番 高 く､ 2014 年 ～2016 年 の2 年 間 で 小 売B2C 電 子 商 取

引の売上高が2倍ほど増加している｡また､ 2018年までに中国市場における小

売B2C電子商取引の売上高は1568.39億ドルになると予測され､これは第2位

のアメリカの4倍の規模となっている｡上記のデータから見ると､中国の小売

B2C電子商取引市場はこの5年間で急速に成長しており､小売B2C電子商取引

市場の高度発展期を迎えている｡また､中国の小売B2C電子商取引市場では､

アリパパ社のTmallサイトが51.3%の市場シェアを有しており､市場でトップ

と な っ て い る(eMarketer, 2017a)0

図表II.世界における小売B2C電子商取引の売上高トップ5 (国別)

1800
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1 1 1.33 　 　 　 　 　 　 　76.47

1 22.46 　 　 　 　 　 　 　82.58

l･2014 　p ■2015 　 日2016 　tTi2017 //2018

出 所) eMarketer(2016), p.12 を 参 考 に 筆 者 作 成

2.問題意識と研究目的

小売B2C電子商取引の展開において､ B2C･ECサイトは企業と消費者を結

び 付 け る 重 要 な マ ー ケ ッ ト プ レ イ ス と な っ て い る(SohaibandKang,2016)｡ 中 国

の小売B2C電子商取引の急成長は､ B2C･ECサイト利用者の増加と密接に関

連している｡現在､中国のB2C･ECサイトの利用者はインターネット利用者の

2
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図表Ⅴ.持続可能な成長と持続可能な発展との関係

出 所) Daly (1996),pp.ll-16 を 参 考 に 筆 者 作 成

持続可能な発展という概念は､経済､社会､環境という3つの要素で構成さ

れ て い る(Giddings, Hopwood, and 0-brien, 2002)｡ こ の3 つ の 要 素 の 中､ 新 し い

生産方式や技術が導入される企業が主導者と　して経済の発展を推進する

(schumpeter,2017)｡ そ し て 社 会 と 環 境 の 発 展 は､ 人 が 主 導 す る こ と に な る｡ な

ぜなら､人は社会と環境の一部の構成要素であり､社会と環境の発展に重要な

役 割 を 果 た し て い る か ら で あ る(Giddings et a1., 2002)｡ し た が っ て 本 論 文 は､

B2C･ECサイトの採択に関する持続可能な発展の方向を検討する際に､企業と

消費者という2つの側面からアプローチしたい｡

この2つの側面からの検討について､これまで中国の小売B2C電子商取引業

界では､企業によるビジネスの拡大や小売イノベーションの促進など経済的貢

献が注目されている｡一方､消費者の側面から､小売B2C電子商取引にどのよ

うな影響を与えているかについてはまだ不明瞭である(Soho, 2018)｡そのため､

本論は小売　B2C　電子商取引における持続可能な発展を実現するために､企業

(経済発展の主要貢献者)と消費者(社会と環境発展の主要貢献者)がB2C･

ECサイトの採択に与える影響を解明し､特に消費者によるB2C･ECサイトの

採択に関する心理的メカニズムを明らかにすることを目的とする｡具体的には､

企業側からのアプローチについて､本論ではB2C･ECサイトの事業展開に関す
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る諸理論をレビューし､企業の事例と合わせて検討する｡また､消費者側から

のアプローチについて､本論は技術受容性､取引の不確実性､文化という3つ

の要因が消費者によるB2C･ECサイトの採択に与える影響を検討し､実証研究

を通して､消費者によるB2C･ECサイトの採択に関する各理論を体系的に捉え

て消費者の心理的メカニズムを論じることにする｡

本論における議論の筋道は､図表Vlのように示される｡

図表Ⅵ.本論における議論の筋道

出 所) Giddingsetal. (2002), p.189 を 参 考 に 筆 者 作 成

3.論文の構成

第1章では､まず､マクロ的視点から電子商取引の定義､電子商取引の発展

に関する影響要因､電子商取引のフレームワークを検討し､小売B2C電子商取

引の位置づけを明確にする｡次に､小売B2C電子商取引の発展に関する歴史的

変遷をレビューする｡

第2 章 で は､ 企 業 に よ るB2C･EC サ イ ト の 事 業 展 開 に 焦 点 を 当 て､ B2C･EC
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サイトが企業のビジネス及び組織に導入されるプロセス､ B2C･ECサイトの展

開に関する経営戦略をそれぞれ検討する｡導入プロセスに関する検討では､ビ

ジネスにおいて物理的経営プロセスからバーチャルな経営プロセス-の転換を

説明する｢プロセス仮想化理論｣､組織メンバーによるB2C･ECサイトのシステ

ム-の評価を説明する｢D&M情報システム成功モデル｣という　2つの理論に関

する先行研究をレビューする｡また､経営戦略に関する検討では､企業による

持続的な競争優位の獲得に関する経営資源及び経営能力を説明する｢資源ベー

ス理論｣､企業を取り巻く経営環境と新技術の導入の関係を説明する｢技術一組

織一環境フレームワーク｣という2つの理論に関する先行研究をレビューする｡

さらに､具体的な経営戦略の実施について､本章では中国の小売B2C電子商取

引のトップ企業であるアリパパ社の事例を取り上げ説明する｡

第3章では､消費者によるB2C･ECサイトの採択に焦点を当て､技術受容性

と取引不確実性という2つの側面からアプローチし､メタ分析という手法を用

いて過去の実証研究を系統的にレビューすることで､消費者によるB2C･ECサ

イトの採択に関する心理的メカニズムを解明する｡過去の研究の問題点として

は､消費者による技術受容性に関する要因と取引不確実性に関する要因を部分

的に検討しているが､ B2C･ECサイトの採択-の説明力が不足していることで

あ る｡ そ の た め､ 本 章 はTAM2､ C-TRUST-TAM､ R-CTT と い う3 つ の 理 論 に 基

づき､技術受容性に関する要因と取引不確実性に関する要因を1つのモデルに

統合し､メタ分析の手法を通して新たなモデルを検証したいと考えている｡

第4章では､消費者がB2C･ECサイトを採択する際の技術受容性に焦点を

当て､消費者使用コンテキストに関する要因を取り入れた技術受容理論を引用

して､第3章のモデルを拡張することを試みる｡具体的には､技術受容性-の

検 討 に お い て､ 過 去 の 技 術 受 容 モ デ ル(i.e.,TAM､ TAM2､ UTAUT) は 主 に 組 織

コンテキストにおいてユーザーによる新しい情報技術の受容性を説明していた

が､ 消 費 者 使 用 コ ン テ キ ス ト- の 説 明 力 が 不 足 し て い た｡ 近 年､ venkateshetal.

(2012) は 周 辺 分 野(e.g., 消 費 者 行 動) の 概 念 を 引 用 し､ UTAUT2 と い う 消 費 者

使用コンテキスト向けの技術受容モデルを開発した｡そのため､本章は前章の

研究成果を踏まえて､モデルの説明力を向上させるために消費者使用コンテキ

ストに関する要因を導入し､実証研究の手法を通して新しいモデルを作成して
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いる｡

第5章では､国の文化が消費者によるB2C･ECサイトの採択に与える影響

を検討している｡文化の表現形式は多様であり､顕在的部分と潜在的部分の両

方が存在している｡このような複雑な概念を捉えるために､本章ではまず､文

化の定義及び文化生成のプロセスを検討し､文化の捉え方を明らかにする｡次

に､国の文化に関する先行研究をレビューし､国の文化に関する各構成概念を

それぞれ検討する｡さらに､文化の各構成概念と消費者によるB2C･ECサイト

の採択との関係を検討し､仮説モデルを構築する｡ 後に､実証研究を通して

仮説モデルを検証し､結論をまとめる｡

本論で用いている各理論及び理論間の関係は図表Vに示している｡
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図表Ⅶ.本論における理論的フレームワーク

香

磨
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出所)筆者作成



第1章　小売B2C電子商取引における歴史的変遷

1.電子商取引の定義

電子商取引の意味は文字通り､電子データの交換という方法で商取引を達成

しようというインターネットを利用した商業活動である｡現在､多くの有名な

組織や企業は電子商取引の定義について､それぞれの解釈を提出している｡各

組織の定義としては次のようなものがある｡国際標準化機構(ISO:International

0rganizationforStandardization) に よ る 電 子 商 取 引 の 定 義 と は､ 企 業 間､ ま た 企

業 と 消 費 者 間 の 情 報 交 換 行 動 の 集 合 で あ る( °in,2010)0 GIIC (Globallnformation

lnfrastructureCommittee) に よ る 電 子 商 取 引 の 定 義 と は､ 電 子 的 コ ミ ュ ニ ケ ー シ

ョ ン を 通 し て､ 人 々 が プ ロ ダ ク ト や 広 告 晶(advertisegoods)､ ソ リ ュ ー シ ョ ン

(settle) を 獲 得 で き るl つ の 商 業 活 動 で あ る( °in, 2010)0 IJEC (International

Journal ofElectronic Commerce) の 編 集 主 任 で あ るZwass (1999) に よ れ ば､ 電 子

商取引は通信ネットワークを通して､企業がビジネスの情報をシェアしたり､

ビジネス関係を維持したり､ビジネス取引を行うことであると定義している｡

ま た､ searchCIO(2016) に よ れ ば､ 電 子 商 取 引 は イ ン タ ー ネ ッ ト や コ ン ピ ュ ー タ

ネットワークを通して製品､サービス､情報を売買することであるという｡

企 業 の 例 と し て､Intel 社 は､ 電 子 商 取 引(E-commerce) - 電 子 化 市 場(electronic

market) + 電 子 化 取 引(electronic trade) + 電 子 化 サ ー ビ ス(electronic service)

と 定 義 づ け て い る｡ IBM 社 は､ 電 子 商 取 引(E-commerce) -IT 技 術(information

technology) + イ ン タ ー ネ ッ ト(web) + ビ ジ ネ ス(business) と 定 義 し て い る｡

HP社によれば､電子商取引は電子化の手段を用いて､ビジネス業務を成し遂げ

る こ と で あ る と い う(Qin,2010).

多くの研究者も電子商取引の定義を提出している｡例えば､Turban,King,Lee,

and Viehland (2002) に よ れ ば､ 電 子 商 取 引 は テ レ コ ム ネ ッ ト ワ ー ク

(telecommunications networks)､ 特 に イ ン タ ー ネ ッ ト を 通 し て ビ ジ ネ ス 取 引 を

行 う こ と で あ る と 述 べ て い る｡ ま た､ Li (2003) は､ 電 子 商 取 引 は 電 子 化 さ れ

たビジネスであると定義している｡

以上の定義を参考に､電子商取引とは､企業が通信ネットワークを通して取
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引相手(政府､企業､消費者が含む)に対して各種のビジネス(商取引､情報

の伝達､パートナー関係の維持など)を行うことであると定義づけることがで

きる｡

2.電子商取引の発展に関する主要因

Tassabehji(2003)は､電子商取引の発展に関する主要因について､技術的要因

(Technological factors)､ 政 策 的 要 因(Political factors)､ 社 会 的 要 因(Social

factors)､ 経 済 的 要 因(Economic factors) の4 つ を 挙 げ て い る. 技 術 的 要 因 と は､

企業の経営者と消費者に新技術-のアクセスを提供する通信インフラの推進度

合いである｡政策的要因とは､法律の制定､投資など政府が行う電子商取引と

IT技術-のサポートである｡社会的要因は､電子商取引の従業者と消費者にlT

技術の使用を理解させるための教育資源の集合である｡経済的要因とは､国が

行う財産の拡大､商業の発展に貢献する各要素である｡以上の各主要因の内容

は､ 図 表1-1 に 示 す こ と が で き る｡

図表1-1.電子商取引の発展に関する核心要因とその内容

主 要 因   v R Ā Ā Ā

技 術 的 要 因 ﾉ,ｩﾘ48987H8ĀĀĀ

通信インフラ施設 

業界参入者と競争 

価格 

インターネットサービスのプロバイダー 

各種の接続サービス 

通信インフラの持ち主 

●新技術-のアクセス 

●通信のバンド幅 

●業界による新技術利用の実現のスピード 

政策的要因 ﾉﾙWｸ*ｩhｵｨﾘ,ﾈ5H7ﾈｸ6rĀĀĀĀĀĀ
●電子データ交換に関する法律の制定 

●公共政策の制定(e.g.,税金政策) 

社会的要因 ﾈｼh,ﾈ5ﾈ8ｲĀĀĀĀĀ
●インターネットのユーザー数 

●パソコンの保有率 

●ⅠT技術に関する教育のレベル 

●社会の新技術受容度 
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経 済 的 要 因 ﾄtE 轌UrĀĀĀ

●国民の平均収入 

●技術使用のコスト 

●通信インフラ-の接続費用 

● 商 業 イ ン フ ラ の 普 及(e.g., 決 済 シ ス テ ム) 

●革新的なビジネスモデル 

出 所) Tassabehji (2003), p.9 を 参 考 に 筆 者 作 成

3.電子商取引のフレームワーク

電 子 商 取 引 の 類 型 は､ 概 し てB2B､ B2C､ C2C と い う3 つ に 分 け る こ と が で

き る｡ B2B と は､ 事 業 体(businessentities) 間 に お け る 製 品､ サ ー ビ ス､ 情 報 の

交換である｡ B2B電子商取引には､ビジネスパートナー間による販売及びサポ

ート､インターネットを通した取引内容の調達､企業に関する情報の提供とい

う3つの内容が含まれている｡ B2Cとは､小売業界における事業体と消費者間

の 製 品､ サ ー ビ ス､ 情 報 の 交 換 で あ る｡ こ の｢C｣ は､ 消 費 者(consumer) と 顧 客

(customer) の 両 方 を 意 味 し て い る｡ C2C 　 と は､ 消 費 者 間 の イ ン タ ー ア ク シ ョ

ンである｡このインターアクションには､専門知識と企業の商品が含まれてい

る｡以上の3つの類型以外に､政府と政府との間の取引(G2G)､企業と政府間

の 取 引(B2G)､ 企 業 と 従 業 員 間 の 取 引(B2E) も 挙 げ ら れ る(Tassabehji, 2003;

Turban, King, Lee, Liang, and Turban, 2015)｡

電子商取引の構成要素に関しては､人､公共政策､マーケテイングと広告､

サポートサービス､ビジネスパートナーという5つがある｡人には､売り手､

買い手､仲介業者､インフォメーション･システム､技術の専門家､他の雇用

者､他の参加者が含まれている｡公共政策とは､政府が決定したプライバシー

保護､課税など法律的政策である｡マーケテイングと広告の要素は､電子商取

引の実行をサポートしている要素である｡サポートサービスとは､商品の登録

や決済などサービスを指す｡ビジネスパートナーとは､合弁会社､サプライヤ

ー､ 消 費 者､ 他 の パ ー ト ナ ー を 指 す(Turbaneta1.,2015)｡ 以 上 の5 つ の 要 素 で 構

成された電子商取引のフレームワークは図表1-2のように示す｡
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図表1-2.電子商取引のフレームワーク

電子商取引の応用

ダ イ レ ク ト マ ー ケ テ ィ ン グ･ 検 索･ ネ ッ ト 銀 行･ オ ン ラ イ ン 政 府･ オ ン

ラ イ ン 決 済B2B 取 引･C- コ マ ー ス･ ソ ー シ ャ ル コ マ ー ス･ オ ン ラ イ ン 教

育･ Moble- コ マ ー ス

人

買い手

売り手

仲介業者
サービス業者

投資家
経営者

マーケテイング&

広告
マ ー ケ テ イ ン グ･

リサーチ

プロモーション

ウェブコンテンツ

タ-ゲテイング

( 1 ) 　 　 　 　 　 　 　 　 ( 2 )

インフラ

ビジネスパートナー

合弁会社
会社間の提携
取引相手

E- マ ー ケ ッ ト

サプライヤー

消費者

(3) ( 4 ) 　 　 　 　 　 ( 5 )

ビ ジ ネ ス サ ー ビ ス の 提 　 情 報 の 伝 達 に 関 　 マ ル チ メ デ ィ ア･ コ ン テ 　 ネ ッ ト ワ ー ク に 　 イ ン タ ー フ ェ ー ス

供に関するインフラ　　するインフラ　　ンツに関するインフラ　　関するインフラ　に関するインフラ

出 所) Turban etal. (2015), p.10

マネジメント

4.小売B2C電子商取引の歴史

(1) 1990年代以前の出来事

1960　年代中頃､アメリカにおいて､企業間で商品の受発注や見積り､決済､

出入荷などに関するデータを電子的に交換する　EDIシステム(EDI: electronic

datainterchange)が初めて現れ､電子商取引の時代を迎えた｡ 1970年代中頃に

なると､ EDIシステムは企業間の情報交換の指定システムとして業界委員会

(industryrepresentatives) に 認 可 さ れ た｡ 特 に 自 動 車 産 業 や 化 学 産 業 で は､ EDI

の利用率が急増した｡しかしながら､企業がそのシステムを利用するには高額

な費用が必要であり､技術上の問題点も存在していたので､電子商取引-の応

用 範 囲 は 限 ら れ て い る 状 況 で あ っ た(M. L. Markus, Steinfield, andWigand, 2006)0

13



1990年代末までに､ 1%以下のアメリカとヨーロッパの企業がEDIシステムを

利 用 し て い た(Becker, 2007)0

1980年代になると､一般消費者向けの電子商取引ネットワークが形成された｡

こ の ネ ッ ト ワ ー ク は ビ デ オ テ ッ ク ス(videotex) と 呼 ば れ､ ヨ ー ロ ッ パ や ア メ リ

カで幅広く応用された｡その中でも､フランスの　Minitel　というビデオテック

ス･システムは も成功していた｡1983年から､フランスの電話加入者はMinitel

というシステムを使用することによって､大量の企業情報を得ることができ､

それを利用してチケットの予約や生活用晶の注文などができるようになった｡

ビデオテックスは企業と消費者間の商取引に便益を提供したが､企業や消費者

はこのシステムを無料で利用できたわけではなかった｡例えば､フランステレ

コ ム(France Telecom) はMinitel を 利 用 し た い 各 企 業 に 対 し て｢billing and

collection｣ と い う サ ー ビ ス を 提 供 し､Minitel の 利 用 料 金 を 徴 収 し て い た｡Minitel

を利用する消費者も電話料金という形でフランステレコムに　Minitelの利用料

金 を 支 払 わ な け れ ば な ら な か っ た(steinfield, Mahler, and Bauer, 1999)0

電子商取引の普及は､インターネットの発展とも関連している｡インターネ

ッ ト の 起 源 は､1960 年 代 に ア メ リ カ で 設 立 さ れ たARPANET(AdvancedResearch

Projects Agency Computer Network) で あ る｡ ARPANET の ノ ー ド は1969 年 の4

個 か ら1983 年 の213 個 に 増 え て い る が､ 当 時 のARPANET は 情 報 リ サ ー チ の 用

途で高技術領域だけに使用されていた(Anthes,1994)0 1980年代末までは､イン

ターネットの使用には高水準のコンピュータ技術が要求されていたので､イン

ターネットの利用者は主に科学者や技術者であった｡そのため､インターネッ

トの商業上-の応用はまだ展開されていなかった(Eccleson, 1999)0

(2) 1990年代の出来事

1991 年 に 商 用 イ ン タ ー ネ ッ ト が 解 禁 さ れ､ ア メ リ カ の 　ANS 社(Advanced

NetworkandService) とMeritNetwork 社 が 優 先 的 に 電 子 商 取 引 を 展 開 し て い た

(Becker,2007)0 1993 年 に､ モ ザ イ ク(Mosaic) と い う 世 界 初 の イ ン タ ー ネ ッ ト･

ブラウザーが開発された｡このインターネット閲覧ソフトウェアはグラフィッ

クなインターフェースを有していたので､以前のソフトウェアより使いやすく

なった｡モザイクのおかげで多くの企業や消費者がインターネットにアクセス
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できるようになった｡また､インターネットをベースとする電子商取引の利点

としては､ ①巨大な潜在市場を持つこと､ ②商品の在庫､調達などコストが節

約できること､ ⑨仲介業者-の依頼が減少していること､ ④市場の変化に迅速

かつ柔軟に対応できること､⑤取引の自動化やデータマイニングができること､

である｡そのため､電子商取引は黄金時代を迎えることになった(steinfieldeta1.,

1999)0

1990年代後半はB2C電子商取引の黄金時代と言われ､例えば1995年の世界

大 の オ ン ラ イ ン 書 店Amazon.com､ 1996 年 の 世 界 初 の オ ー ク シ ョ ン サ イ ト で

あるe-Bay､同年のパーソナルコンピュータ販売のDELL社など電子商取引会

社が相次いで設立された｡この時期の電子商取引発展の特徴は､各企業が-撹

千金目当てでインターネット上にオンライン店舗を開設したことである｡その

例 と し て､ Amazon.com は1996 年 か ら2000 年 の 間 に､ 125 億 ド ル を 超 え る 公 募

資 金(IPO) を 獲 得 し た(Bidgoli,2007)0 1998 年10 月 か ら2000 年4 月 ま で に､

300を超えるインターネット企業が公募資金を獲得している(Cassidy,2002)｡こ

れらの企業の多くが成功を収めている｡例えば､ 1996年から1999年までに､

Amazon.com の 売 上 高 は1.6 億 ド ル か ら30 億 ド ル- 増 加 し､ DELL 社 は こ の3

年 間 で 毎 日 の 売 上 高 が100 万 ド ル か ら4 億 ド ル と な っ た(DaCosta,2003)0

1990年代のB2C電子商取引の発展は､インターネットの商業化とも密接な

関係がある｡ 1980年代中頃から1995年まで､インターネットの主要提供者は

米 国 科 学 財 団(NationalScienceFoundation) が 創 立 し たNSFnet で あ る｡ 1995 年

頃 に､ イ ン タ ー ネ ッ ト が 徹 底 的 に 商 業 化 し､NSF は 自 分 のNSFnet を 解 散 し､ IP

番号とドメイン名システムの管理権をアメリカの情報科学研究所(Information

Scienceslnstitute) と 　NetSol 社(NetworkSolutions,Inc.) に 引 き 渡 し た｡ し か し

な が ら､ 1996 年 頃 の ド メ イ ン 名 シ ス テ ム(DNS:DomainNameSystem) は 公 衆

の共有財産と見なされていたにも関わらず､ NetSol社がその独占権を獲得しよ

う と し た｡ そ の た め､NSF はNetSol 社 と の 契 約 を 解 除 し た｡ そ し て1998 年 に､

ア メ リ カ の 商 務 省 の 指 令 に 従 い､ ド メ イ ン 名 シ ス テ ム はICANN (Internet

Corporation fbrAssignedNames andNumbers) と い う 非 営 利 団 体 に 管 理 さ れ る よ

うになった｡ICANN社はインターネットのドメイン名による各企業間の競争を

調停し､当時の電子商取引の発展に影響を与えた(K.E.Fuller,2001)0

15



(3)2000年代の出来事

1990年代には､ゴールドラッシュを目的としたB2C電子商取引の急発展に

よって､ドットコムバブルが形成されたが､ 2000年から2001年の間にこのバ

ブ ル が 弾 け た｡2000 年3 月10 日 か ら4 月14 日 ま で に､ ナ ス ダ ッ ク(NASDAq)

の ハ イ テ ク 株(high-techstock) は34.2% 下 落 し､ ダ ウ･ ジ ョ ー ン ズ の イ ン タ ー

ネ ッ ト 総 合 指 数(DowJonescompositelnternetlndex) も53.6% 下 落 し た｡ ま た､

インターネット株価をリードしていた20社の株価はすべて下落した｡例えば､

Amazon.com は29.9%､ eBay は27.9%､ イ ン タ ー ネ ッ ト キ ャ ピ タ ル は72.1%､ べ

リ サ イ ン(Verisign) は59.2% 下 落 し た｡ ド ッ ト コ ム バ ブ ル が 弾 け た こ と に よ っ

て､電子商取引の成長に大きな衝撃を与えた｡多くの電子商取引会社が倒産し､

電子商取引やインターネットに対する社会の不信も増加した(Becker,2007)｡そ

のため､ 2000年から2001年におけるアメリカの電子商取引売上高の成長率は

19.3% で あ り､ 1999 年 か ら2000 年 の82.7% よ り 下 回 っ て い る(Census,2016)0

2001年以後も電子商取引は引き続き成長している｡特に､ 2000年と2001年

のドットコムバブルを生き残った多くの電子商取引企業は成功し続けている｡

その例として､ Amazon.comはアメリカの小売業の顧客満足度で第1位となっ

たし､ eBay　は電子商取引を通して中古車の販売で抜群の業績を収めた

(Economist,2004)｡しかしながら､電子商取引の市場シェアはまだ低い状況であ

り､ 2004年の電子商取引の売上高は小売業総売上高の2%となった｡その理由

と し て は､ ユ ニ バ ー サ ル ア ク セ ス(universalaccess)､ プ ラ イ バ シ ー と セ キ ュ リ

ティ-の関心､インターネットによる詐欺の頻発などが挙げられている(Becker,

2007)｡したがって､電子商取引を利用する消費者の保護や個人情報利用の許諾､

取引契約の管理､プライバシー保護などの課題が浮き彫りになった(FBst6s and

L6pez, 2004).

2008 年 に は､ 世 界 的 規 模 の 金 融 危 機 が 発 生 し た｡Tam, Worthen, andGuth(2008)

によれば､金融危機が発生して以来､需要側によるニーズの減少や供給側によ

るコストの削減によってハイテク産業は氷河期を迎えた｡特に､この時期にク

レジットカードの使用が制限されたため､消費者の購買力が非常に低迷したと

指 摘 さ れ て い る(Ghadami, Aghaie, and Mohammadkhan, 2010)0
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(4)2010年代の出来事

2010年から､多くの　B2C電子商取引企業は伝統的企業に代わって､市場の

トップとなっている｡例えば､ 2010年に､アパレル市場のヴィクトリアズシー

ク レ ッ ト(Victoria's Secret)､ 図 書･ 音 楽･ ビ デ オ 市 場 の ネ ッ ト フ リ ッ ク ス

(Netflix)､ パ ソ コ ン･ 電 子 機 器 市 場 の ア ッ プ ル(Apple) な ど 電 子 商 取 引 企 業

は､市場シェアにおいてトップに立っている｡そして2012年になると､スマホ

やsNSの普及が､従来のECサイトの代わりにB2C電子商取引の成長の も重

要な要因となっている｡この時期のアメリカでは､スマホやsNSによるネット

ショッピングが日常化しており､多くの高齢者や低所得者も従来の店頭購買か

らネットショッピングにシフトしている｡ B2C電子商取引による商品販売状況

で は､ デ ジ タ ル コ ン テ ン ツ･ ア ン ド･ サ ブ ス ク リ プ シ ョ ン サ ー ビ ス(Digital

ContentandSubscriptions) と い う カ テ ゴ リ ー で､ 販 売 量 の 成 長 率 が30% (2011

年の成長率､前年比)となり､全カテゴリーのなかで一番高くなっている(Ystats,

2012)0

2013年に入ると､アメリカにおける82C電子商取引の売上高は328.4億ドル

となり､市場規模は世界第1位となっている｡ 2013年以後のB2C電子商取引

の新しい動向としては､オンライン･タッチポイントとサービスの改善という

2　点が挙げられている｡オンライン･タッチポイントにおいては､ウェブルー

ミング(webィ00ming)が現れ､消費者がリアル店舗に来る前に､事前に店舗の

ウェブサイトで商品の情報を確認することができるようになった｡このような

オンライン･タッチポイントにより､従来のリアル店舗の強みである対面的コ

ミュニケーション機能を発揮することができるようになった｡また､サービス

の改善においては､ B2C電子商取引に関する技術が日々更新されており､中小

企業が大手企業と競り合うために､技術の革新よりもサービスの品質が決め手

となる｡したがって､ B2C電子商取引におけるサービスの品質を高めるために

は､顧客データを活用することによるカスタマイズされたサービスの提供が重

要 で あ る と 考 え ら れ る(EcommerceFoundation, 2014)0

2014年のアメリカにおけるB2C電子商取引の売上高は483億ドルであり､

顕著な成長が見られたが､その市場規模においては､中国が538億ドルに達し

ており､アメリカに代わって世界のトップとなっている｡この時期におけるB2C
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電子商取引の動向としては､各国によるインターネット-の制限が次第になく

なることによって､越境E-コマースの重要性がますます高まっている点が注目

される｡しかしながら､各国による法律､関税規則が異なるため､ B2C電子商

取引のグローバルな展開は依然として複雑である｡そしてB2C電子商取引チャ

ネルの発展状況においては､オンライン･タッチポイントの増設に伴い､マル

チチャネルによる商品の購買が普及してきた｡ 60%以上の消費者がマルチチャ

ネルによる商品の購買に満足を示している｡ 2014年以後B2C電子商取引にお

ける新たな挑戦において､各企業はこのように日々複雑化された購買環境に対

して､如何に消費者の期待に沿ったより良い購買プロセスを提供するのかとい

う 課 題､ い わ ゆ る 購 買 者 の 利 便 性- の 期 待(shoppers'convenience expectation)

に 直 面 し て い る(EcommerceFoundation, 2015)0

2015年以後､B2C電子商取引の新たな発展方向は物流システムの進展である｡

従来の物流システムの問題として､高層マンションや団地など住宅地では大型

郵便ボックスの数が限られていたため､商品の配達が不便であるという点が挙

げられた｡ 2015年以後､このような住宅地の周辺に配達ボックスが増設され､

商 品 の 受 け 取 り は さ ら に 便 利 に な っ て い る(EcommerceFqundation, 2016)0

以上のように､小売B2C電子商取引の歴史的変遷を整理すれば､図表ト3の

ように示される｡

図表1-3.小売B2C電子商取引の歴史的変遷

時 期 $96H ⅸ 竧 処,ﾉ: 靠ﾂĀĀĀ

1960 年 代 乃HuH5h5X8*ｨ､ｩJﾒĀĀĀ

1970 年 代 乃HuH5h5X8,ﾈ 諍w*ｨｷﾙﾒĀĀĀĀĀ

1980 年 代 兔HﾙH,X,ﾚH7(6h4X6(4w*(.$96H ⅸ 竧 処6ﾈ6(6x8ĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀ

クが形成 

1991 年 傅Iw48985ｸ6ﾈ6(6x*ｨｽh+8.ｪI(､YLﾘ 鈷,ﾄ#$96H ⅸ 竧 処*ｩgｸｦĀĀĀĀĀĀĀ

に展開 

1993 年 (5X484ﾉ&h,h,,JH 自LｨN(,ﾘｬ,8985ｸ6ﾈ6(6x/ 諍wĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀ

1990 年 代 後 半 $96H ⅸ 竧 初Jﾙ5x,ﾈ 囗ｾ 鳬:DﾖｦFT& 咼FS,y6H ⅸ 竧 盾ĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀ

企業が急成長 

2000 年 (6x5(86X8ｸ,ﾉ_hĀĀĀĀĀĀ

2000年代前半 (6x5(86X8ｸ,Yh*ｸ,+ﾘｮ仂h,ﾙﾈﾏx/-ⅴ#$96Hⅸ竧初xĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀ

界が回復 
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2008 年 (､YLﾘ 鈷,ﾈｾuｨｮｸｴ*ｩJﾙh+ZHN(,ﾈﾗyH9|ﾘ,ﾙ.lĀĀĀĀĀĀĀĀĀ

2009 年 (688ｸ5h8x6(78984ｩXｷZD#$96H ⅸ 竧 処,ﾉﾉ+x,ﾘﾂĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀ

2013 年 X4h7X8ｸｸ784ｨﾋｸ.ｪD#$96H ⅸ 竧 処ｼh､X,X,ﾘ5Hｸ7(5ｨﾏﾈ2ĀĀĀĀĀĀĀĀĀ

2014 年 88892(67ﾈ48986x,ﾉﾘ,h,,JH7ﾘ8ｸ66886ﾈ8ｸ,h.ĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀ

商品の購買が日常化 

2015 年 兒 越ﾈ5h5X8*ｩｸ+8.ｪH 韵ﾉ]8,ﾉGｩ$(7ｸ6(4ｩﾙﾒĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀ

出所)筆者作成

5.中国における小売B2C電子商取引の歴史

(I)2010年代以前の出来事

1990 年 に､ 国 連 は 企 業 間 の 電 子 デ ー タ 交 換(EDI) の 基 準(UN/EDI-FACT)

を公表した｡この基準の公表によって電子商取引は､世界的規模で展開されて

きた｡中国政府も専門部門を設けて国連のEDIシステム基準を研究した｡ 1993

年9月頃に中国の国務院は電子商取引の発展を促進させるために｢3金｣という

プロジェクトを実施し､これを機に中国の電子商取引ビジネスが本格的に展開

されるようになった｡

1994年9月に､中国郵政はCHINANETを立ち上げることで中国にもインタ

ーネットが導入された｡ 1995年1月から､中国電信という会社が一般消費者向

けにインターネットの接続サービスを提供することで､中国にもインターネッ

トが普及するようになった｡そしてインターネットをベースにした電子商取引

企業も相次いで現れた｡例えば当時､｢中国イエローページ｣という企業があり､

インターネットを通して中国本土の企業と海外の企業との橋渡しをするなど､

国際貿易の紹介サービスを提供していた(伊,栄,韓,張,2016)0

ま た､ 中 国 電 子 商 務 研 究 中 心(2009) に よ れ ば､ 1997 年 か ら2009 年 ま で の

中国における電子商取引の発展段階は｢萌芽期(1997-1999年)｣､ ｢調整期(2000-

2002 年) ｣､ ｢ 回 復 期(2003-2005 年) ｣､ ｢ 高 度 発 展 期(2006-2007 年) ｣､ ｢ 転 換

期(2008-2009 年) ｣ と い う 　5 つ の 時 期 に 分 類 さ れ る と い う｡ 1997 年 か ら1999

年までは電子商取引の｢萌芽期｣と呼ばれ､この時期に､ ｢meetchina｣ (B2B企業)､

｢chemNet｣ (B2B 企 業)､ ｢8848｣ (B2C 企 業)､ ｢ ア リ パ パ｣ (B2B 企 業)､ ｢eachnet｣

(C2C 企 業)､ ｢DangDang｣ (B2C 企 業) な ど 中 国 の 代 表 的 な 電 子 商 取 引 企 業 が

設立された｡
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2000年から2002年の｢調整期｣では､ドットコムバブルの崩壊が原因で中国

の電子商取引業界は不況期を迎えた｡特に海外企業との貿易に依存する中国本

土の電子商取引企業はその影響を強く受けている｡

また2003年頃の中国は､大規模な重症急性呼吸器症候群(SARS)が発生し､

一般民衆の外出が控えられる状況となった｡そのため､インターネット関連の

B2B､B2C電子商取引企業は売上が上昇､電子商取引業界は｢回復期｣に入った｡

そ の 例 と し て､ 2003 年4 月 か ら､ eachnet ､ 卓 越 な どC2C のEC サ イ ト に よ る

商品の販売額が著しく増加している｡ B2B電子商取引業界を見ると､アリパパ

が2003年5月27日に公表した企業間の取引情報(海外の企業も含む)は16,000

件を超えて､2001年と2002年頃毎日平均の3,000件より5倍ほど増加した(孫･

王,2003)0

2006-2007 年 に 入 る と､ イ ン タ ー ネ ッ ト の 接 続 環 境 が 改 善 さ れ､ 各EC サ イ

トの利用者数が増加し､電子商取引業界は｢高度発展期｣に入った｡特に2007年

頃､中国の国務院による電子商取引発展の｢十一五｣計画の公表とアリパパ社が

16.9億ドルの融資を獲得するという　2つの事件が電子商取引の発展を促進し､

電子商取引企業とECサイトの数が急速に増加した｡しかし2008年には､世界

金融危機の影響で､国際貿易に強く依存する多くのB28電子商取引の成長が停

滞した｡

一方､ B2C電子商取引は成長が続いている｡中国の電子商取引研究中心の調

査 に よ れ ば､ 2008 年 と2009 年 の2 年 間 で75.4% のEC サ イ ト がB2C 業 務 に 移

行した｡この時期はまさに電子商取引の｢転換期｣と言える｡上記の5つの時期

における中国の電子商取引の経過をまとめれば図表1-4のように示される｡

図表ト4.1997年から2009年における中国の電子商取引の出来事

時   期   倬 隴 B 出 来 事   Ā

萌 芽 期 涛yD(ﾈ 中 国 初 のB2B.EC サ イ ト､ChemNet が 開 設 ĀĀĀ
1998 年10 月 磐VWF6,ﾘ､8､x,ﾉuｨ/ｦﾉ;ZH-H､8､8ｨ/､ｩĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀ

1998 年12 月 8ｨ77,ﾘ5487ﾘ988x,YﾉzrĀĀĀĀĀĀĀĀĀ

1999 年5 月 塔 イﾘ,ﾓ#ciﾈ6ｸ,ﾉuｨ/ｦﾉ;ZI(hﾙ,ﾄ#$2 腟85H486rĀĀĀĀĀĀĀĀĀ

が誕生 
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1999 年8 月 hﾙ,ﾄ3$2 腟85H486x,X*. 坊6WH*ｩﾉzrĀĀĀĀĀĀĀĀ

1999年9月 傴Xⅸｾ(ﾗ8/跖-ⅸ6ﾈ6(6xｾ(ﾗ85Hｸ7(5ｩgｸｦx､｢ĀĀĀĀĀĀĀ

調 整 D 綛ﾈ 中 国 早 期 のB2C.EC サ イ ト で あ るJoyo が 成 立 ĀĀĀĀĀ
2000 年12 月 8ｨ77,ﾙ?ｩgｸ,ﾈ5ﾈ7H6x684 竟*s#Siﾈ6ｸ,ﾉ8ｨｧｨ/ĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀ

期   刳 l 得  

2002 年3 月 傍& 倆,ﾓ3iﾈ6ｸ,ﾈ 廁ｦVV6WH,ﾃ32X,ﾈｩH/ﾗy?ﾂĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀ

回 復 期 9D 綛ﾈ ア リ パ パ 社 は1400 万 ド ル を 使 っ てTaobao を 設 立 さ せ､C2C 業 務 ĀĀĀĀ

を展開 

2003 年6 月 傍& 倆 綛 壓6ｸ,ﾈ 廁ｦVV6WH,ﾈh,ﾃcrX,ﾈｩH/ﾗy?ﾂĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀ

2003 年10 月 8ｨ77,ﾆﾆｩ6ｨ+ZH8(688ｸﾈ 緯8ｨ, 偬ĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀ

2004 年 8ｨ77,ﾘuF 蹤Vﾈ,iﾆx+ZI(hﾙ,ﾈ8(688ｲ 腟85H486x/ĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀ

設立 

2004 年8 月 ﾖｦ,ﾓsSiﾈ6ｸ,ﾈ 廁ｦTｦ/H8ĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀ

2005 年8 月  8ｨ7 7 ,ﾕ ﾉ(hﾙ 檍 ,hﾘy[ ZE * s 墺

ドルの投資額も獲得 

高 皮 iD(ﾈeBay 社 とTOM 社 は 合 弁 会 社 を 設 立 ĀĀĀĀĀ
2007 年8 月 筈H6(6x5(8,ﾓiﾈ6ｸ,ﾉ8ｨｧｨ/ｦﾉ;ZH 彿6Hｼh､X,ﾄ#$2ĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀ

発 展 期 剴d 子 商 取 引 業 務 が 発 足 

2007年11月 8ｨ77,ﾘﾘﾖ,ﾈｩHｨ,X8ｨ+ZCb纔壓6ｸ,ﾉuｨｧｨ/ｦﾂĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀ

得 

転 換 吋 綛ﾈeachnet は 出 店 の 手 数 料 を 免 除 と い う 政 策 を 公 開 し､C2C 電 子 商 ĀĀĀĀ

取引企業間の競争が白熱化 

2008 年 $)6H ⅸ 竧 処ｨ,ﾉHH8ﾘ(,ﾓC3 壓6ｸ,(+ZD#$8ｨ,ﾒĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀ

217億ドルに到達 

2009 年1 月 筈H6(6x5(8,ﾓ#iﾈ6ｹ8ｨｧｨ,ﾈｦﾉ; 跖- ⅹ(hﾙ#$96H6ĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀ

期  剌､ 取 引 の 景 気 は 好 調 

2009 年5 月 8ｨ77,ﾄT85H486x,ﾕ45Hｸ7(5/ｹZE4,i6H ⅸ 神ĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀ

引が初めて連動 

2009 年6 月 陞iGｩﾘ5H486uGVFG 薮VｷX,ﾗFiﾆx+ZH4888987"ĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀ

デオを基にした電子商取引を提供 

出所)中国電子商務研究中心(2009),pp.7-11を参考に筆者作成

(2)2010年代の出来事

2010年の中国における電子商取引市場の総売上高は6500億ドルであり､2009

年の5070億ドルより　22%増加した｡そしてB2C､ C2C電子商取引の企業数は

15,800 社 で あ り､ 2009 年 の6540 社 よ り 　58.6% 増 加 し た｡ 82C 電 子 商 取 引 企 業

の 市 場 シ ェ ア に 関 し て､ JD ド ッ ト コ ム が32.5% で 市 場 シ ェ ア 第1 位 と な り､

Amazon とDangDang は そ れ ぞ れ9.2% と8.9% で 市 場 シ ェ ア 第2 位 と3 位 と な

っている｡ C2C電子商取引市場では､アリパパ社のTaobaoが85.4%の市場シェ
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アで第1位となっている(中国電子商務研究中心,2011)0

2010年のB2C電子商取引市場の特徴について､以下の6点が挙げられる｡

第1に､多くのB2C電子商取引企業が成功した一方､失敗した企業も多数存在

する｡第2に､ B2C電子商取引企業ではサプライチェーンマネジメントが不足

している｡第3に､多くのECサイトにおいて商品配送システムやサービスの

質などが強化されることによって､中国のB2C電子商取引市場は成熟期に入っ

た｡第4に､ B2C電子商取引はC2C電子商取引と比較すると､商品の質､保証

サービス､返品対応などの側面で優れているため､ B2C電子商取引がC2C電子

商取引に代わって､電子商取引市場を主導すると見られる｡第5に､各B2C電

子商取引企業の発展は資本市場からの投資額に強く依存する｡第6に､ 2011年

はB2C電子商取引企業間の競争がさらに激化すると予測されるため､各企業が

提供する商品やサービスの差別化が課題であった(中国電子商務研究中心,

2011)0

2011年には､中国の電子商取引市場の総売上高が8700億ドルとなり､ 2010

年の6500億ドルより　33%増加した｡そしてB2C､ C2C電子商取引の企業数は

20750 社 で あ り､ 2009 年 の15800 社 よ り43.1% の 増 加 が 見 ら れ る｡ 特 に､ 中 国

の ネ ッ ト シ ョ ッ ピ ン グ 利 用 者 数 は 　2.03 億 人 に 達 し､ 2010 年 の1.45 億 人 よ り

28.5%と増加した(中国電子商務研究中心,2012)0

2011年のB2C電子商取引市場の特徴について以下の6点が挙げられる｡第1

に､ B2C電子商取引企業はSNS媒体との連携が強化されている｡例えばJDド

ッ ト コ ム は 中 国 大 のSNS 媒 体 で あ るweibo と 連 携 し､ weibo の ウ ェ ブ ペ ー ジ

に店舗の窓口を開設した｡第2に､伝統的なリアル店舗をベースとした小売企

業においてオンライン事業-の展開が進んでいる｡これらの企業は自前のオン

ライン店舗を開設し､あるいは他のECサイトを買収することによって市場シ

ェアを拡大しようとしている｡第3に､ B2C電子商取引業界では垂直的･水平

的 統 合 が 行 わ れ て い る｡2011 年 に ア リ パ パ 社 のTaobao サ イ ト は38 社 の82C 電

子商取引企業のオンライン店舗を取り込み､垂直的統合を遂行している｡また､

商品のサプライヤー､ B2C電子商取引企業､物流会社間の協力関係が深化し､

B2C電子商取引業界の水平的統合が強化されている｡第4に､ B2C電子商取引

企業間の競争の焦点は商品からサービス-と移行している｡第5に､中国の商

22



務部はB2C電子商取引の発展を重視し､今後は企業間の公平な競争を促すため

に法令の制定を計画している｡第6に､競争激化が原因で多くのB2C電子商取

引企業が倒産し､資本市場はB2C電子商取引-の投資額を減少させる傾向があ

る(中国電子商務研究中心,2012)0

2012年には､中国のB2C電子商取引市場の総売上高は1927億ドルであり､

2011 年 の680 億 ド ル よ り 　64.7% 増 加 し､ 小 売 市 場 の 総 売 上 高 の6.3% を 占 め て

いる｡B2C電子商取引企業の市場シェアに関して､アリパパ社の｢天猫｣が52.1%

の市場シェアで第1位となっている｡ JDドットコムと蘇寧易購はそれぞれ

22.3%と3.6%の市場シェアで第2位と第3位になっている(中国電子商務研究

中 心,2013)0

2012年のB2C電子商取引市場の特徴について以下の4点が挙げられる｡第1

に､ B2C電子商取引業界では会社間の合併や事業の統合などの現象がさらに普

遍化している｡第2に､ B2C電子商取引企業の経営戦略に関しては､国内事業

の開拓だけではなく､国際的事業も展開されている｡第3に､モバイルデバイ

スの普及によって多くの企業はモバイル･コマースの事業に進出している｡第

4に､B2C電子商取引業界ではオンラインとオフライン事業の融合が進み､020

業務-の展開が今後の発展方向である(中国電子商務研究中心,2013)0

2013年には､中国のB2C電子商取引市場の総売上高は2750億ドルであり､

2012 年 の1927 億 ド ル よ り 　42.8% 増 加 し､ 小 売 市 場 の 総 売 上 高 の8.04% を 占 め

ている｡B2C電子商取引企業の市場シェアに関して､アリパパ社の｢天猫｣とJD

ドットコムはそれぞれ50.1%と22.4%の市場シェアを持ち､上位2社となって

いる｡ 2013年の中国における　B2C電子商取引市場の新たな動向としては､越

境E-コマースの出現が挙げられる｡特に2013年8月に中国の商務部は本国の

小売商品の海外-の輸出を促進させるために､税関の審査プロセスを改善させ

た｡また､中国の上海､重慶､杭州､寧波という4つの都市で越境E-コマース

の物流センターが設立された(中国電子商務研究中心,2014)0

2014年には､中国のB2C電子商取引市場の総売上高は4116億ドルであり､

2013年の2750億ドルより　49.7%増加し､小売市場の総売上高の10.6%を占め

ている｡ B2C電子商取引企業の市場シェアに関して､アリパパ社の｢天猫｣はさ

ら に 拡 大 し､ 59.3% の 市 場 シ ェ ア で ト ッ プ と な っ て い る｡ 一 方､ JD ド ッ ト コ ム
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の市場シェアは20.2%であり､前年より減少したが､依然として市場シェアで

第2位となっている(中国電子商務研究中心,2015)0

2014年のB2C電子商取引市場の特徴について以下の5点が挙げられる｡第1

に､都市におけるB2C電子商取引の発展はもはや飽和状態となり､多くのB2C

電子商取引企業は都市以外の地域で市場の開拓や物流センターの設立などを通

して､地方の市場に浸透を図っている｡第2に､ 2013年から発足した越境E-コ

マース事業は2014年に急発展を遂げている｡また､JDドットコム､蘇寧易購､

JUMEIなど中国では有名な82C電子商取引企業が相次いて越境E-コマース業

務を展開し､越境E-コマースに関する競争が激烈になっている｡第3に､ B2C

電子商取引企業は各モバイルデバイスのユーザーを奪い合うなど､モバイル･

コマースを重要な戦略として展開している｡第4に､ 020戦略の実行に関して

は各企業間の提携が強化され､戦略の実行が着実に進んでいる｡第5に､ B2C

電子商取引はビッグデータ技術を導入し､各消費者のカスタマイズされた購買

意思決定に貢献している(中国電子商務研究中心,2015)0

2015年には､中国のB2C電子商取引市場の総売上高は5587億ドルであり､

2014 年 の4116 億 ド ル よ り 　35.7% 増 加 し､ 小 売 市 場 の 総 売 上 高 の12.7% を 占 め

るようになった｡B2C電子商取引企業の市場シェアについて､アリパパ社の｢天

猫｣とJDドットコムはそれぞれ57.4%と23.4%の市場シェアで市場の上位2社

となっている｡また､ VIPドットコムは蘇寧易購を超えて市場の第3位になっ

た｡ 2015年のB2C電子商取引市場の特徴について以下の3点が挙げられる｡

第1に､ B2C電子商取引業界は｢成熟期｣に入り､早期の急成長をしていた時期

と異なり､売上高の成長率は緩やかになっている｡第2に､電子商取引業界で

はB2B,B2C,C2C業種の境界線が無くなり､多業種経営している企業も多く存在

している｡第3に､海外向けの越境E-コマース事業と国内向けでは地方のB2C

電子商取引の2つが急速に発展している(中国電子商務研究中心,2016)0

2016年上半期のB2C電子商取引の総売上高は3377億ドルであり､前年同期

の1911 億 ド ル と 比 べ て43.4% 増 加 し て い る｡ そ し てB2C 電 子 商 取 引 の 総 売 上

高は小売市場の総売上高の14.8%を占めており､ 2015年より　3.4%増加してい

る｡B2C電子商取引企業の市場シェアについては､アリパパ社の｢天猫｣とJDド

ットコムはそれぞれ53.2%と24.8%の市場シェアで市場の上位2社となってい
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る｡ 2016年上半期におけるB2C電子商取引発展の特徴として以下の4点があ

る(中国電子商務研究中心, 2016)｡第1に､多くのB2C電子商取引企業はネ

ット上の生配信企業と連携し､有名な配信者のプログラムを通して商品の販売

を拡大させている｡第2に､ B2C電子商取引企業間の合併が増加し､特に大手

企業による中小企業-の買収が頻繁になっている｡第3に､多くのB2C電子商

取引企業は国際市場からの投資を獲得したが､企業自身のビジネスモデルにお

けるイノベーションが不足している｡第4に､越境E-コマースに関して､中国

の税金政策には変動があり､各企業はその政策に適応している(中国電子商務研

究 中 心, 2017a)0

6. 小 括

本章では､歴史的な視点からB2C電子商取引の発展プロセスを検討した｡特

に､現在82C電子商取引の市場規模において 大である中国を取り上げ､ B2C

電子商取引の歴史的変遷を整理し､各時期におけるB2C電子商取引の特徴をそ

れぞれレビューした｡こうした検討を通して､今後中国のB2C電子商取引の発

展は､企業による小売イノベーションの普及と､消費者による多様なニーズ-

の対応という2点が も重要な課題であることを明らかにした｡

次章からは､企業と消費者という2つの側面から､中国における持続可能な

小売B2C電子商取引の発展に関する諸課題を検討する｡具体的には､第2章に

おいて､企業の組織マネジメントの視点から､小売B2C･ECサイトの事業展開

を考察する｡第3章から第5章では､消費者行動の視点から､小売B2C･ECサ

イトの採択に関する中国の消費者の心理的メカニズムを解明する｡
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第2章　組織マネジメントの視点から小売B2C･ECサイトの事業展開

国際的なビジネス環境がよりダイナミックかつ複雑になるに伴い､企業間の

競 争 は 日 々 激 化 し て い る(Chanopas, Krairit, andBaKhang, 2006)｡ 特 に 近 年､ 情

報技術は企業の競争力を高める重要な要素となっており､多くの企業が情報技

術 を 通 し て 投 資 を 獲 得 し て い る(S.-M.Huang,Ou,Chen,andLin,2006)｡ し か し､

情報技術を企業組織に導入する際､多くの課題が存在している｡例えば､ Dutta

(2007)は製造業､金融業､小売業の経営者に対する調査の結果､ 77%の経営者は

情報技術の重要さを認識している｡一方､ 60%の経営者は情報技術の価値に対

する認知度が低く､さらに　50%以上の経営者は情報技術の金融資産価値

(financialvalue)への評価が低いとし､情報技術のビジネス価値を重視してい

るのは僅か10%の経営者であることを示した｡上記の調査結果から見ると､情

報技術による収益は定量的に測定することが困難であるため､従来の経営資源

(e.g., 人､ モ ノ､ カ ネ､ 情 報) と 比 べ て､ 組 織 パ フ ォ ー マ ン ス- の 影 響 は 複 雑

であると言える｡

したがって本章の目的は､情報技術の導入が小売企業の組織パフォーマンス

に与える複雑な影響を明らかにすることである｡具体的には､B2C･ECサイト

という情報技術に焦点を当て､情報技術の導入プロセスと企業の経営戦略とい

う2つの側面から検討する｡本章の構成は以下の通りである｡第2節と第3節

は､プロセス仮想化理論と　D&M情報システム成功モデルを引用し､小売企業

に よ るB2C･EC サ イ ト の 導 入 プ ロ セ ス を 説 明 す る｡ 第4 節 と 第5 節 は､ 資 源

ベース理論と技術一組織一環境モデルを用い､小売企業による　B2C･ECサイ

トの展開に関する経営戦略を検討する｡第6節は､中国のアリパパ社の事例

を取り上げ､第4節と第5節で検討された経営戦略の理論と関連させながら､

事例研究を行う｡

1.プロセス仮想化理論

近年､教育､小売､医療など様々などジネスが情報技術を利用し､経営環境

を従来の物理的環境からバーチャル環境-と変化させている｡例えば教育分野
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のビジネス環境では､従来の物理的教室から現在､ディスタンスラーニング

(distancelearning) - と 変 化 し て い る｡ 小 売 分 野 の ビ ジ ネ ス 環 境 で も､ 従 来 の

実店舗からバーチャル店舗-と拡張している｡医療分野でも同様に､従来の対

面 で の 検 診 か ら 遠 隔 医 療 シ ス テ ム(telemedicinesystems) - と 発 展 し て い る｡ こ

れまで多くのビジネスにおいてバーチャル化が進んでいるが､各ビジネスのバ

ーチャル化のプロセスは異なっている｡プロセス仮想化理論は､このような差

異を解釈する理論である｡具体的には､プロセス仮想化理論はビジネスバーチ

ャル化の仕組みを検討し､ビジネスが如何にバーチャル環境に適応するかにつ

い て 説 明 し て い る(Overby, 2008)0

(1)プロセス仮想化理論の定義

プロセスとは､目標を実現するための一連のステップを指す｡例えば患者は

治療を受ける際に､診療の予約､検診､治療､医療費の支払いなどのステップ

を経過している｡このプロセスには､物理的プロセスとバーチャルなプロセス

が含まれている｡物理的プロセスとは､人と人の間､或は人とオブジェクトの

間で物理的インターアクションをすることである｡例えば一般的に､患者と医

者のインターアクションは病院で行われているため､物理的プロセスと捉える

ことができる｡バーチャルなプロセスとは､本来の人と人の間､或は人とオブ

ジェクト間の物理的インターアクションからはかけ離れたプロセスである｡

ビジネスにおけるバーチャルなプロセスも物理的プロセスと区別されるが､

この概念を検討する際､物理的インターアクションを完全に切り離すことはで

きない｡なぜなら､バーチャルなプロセスを実現するためには､物理的デバイ

ス(e.g.,電話､コンピュータ)を利用することが必要だからである｡そしてプ

ロ セ ス 仮 想 化(process virtualization) と は､ ビ ジ ネ ス に お い て 物 理 的 プ ロ セ ス

からバーチャルなプロセスに転換することを指す｡

プロセス仮想化という概念は情報技術の出現によって生まれたものではなく､

昔から既に存在していたものである｡実際､ 初の遠距離教育の記録は1728年

3 月20 日 の ボ ス ト ン 新 聞(BostonGazette) に 掲 載 さ れ た1 つ の 広 告 で あ る｡ そ

の広告の内容は､ボストンで生活していないCalebPhillipsという教師が速記と

いうスキルを学びたい学生に対して､勉強用の教材を郵送するというものであ
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る(Holmberg,2005)｡情報技術に依存しないプロセス仮想化に関する他の事例と

しては､紙ベースのカタログを通して図書を購入することなどがある｡上記の

事例から見れば､プロセス仮想化の進行は必ずしも情報技術を利用しているわ

けではないと言える｡このように昔のプロセス仮想化の進行は情報技術の利用

と関係していないが､近年では､殆どのプロセス仮想化は情報技術の発展と関

わ っ て い る｡ Orlikowskiandlacono(2001) は こ う し た 問 題 を 認 識 し､ 情 報 技 術 の

発展とプロセス仮想化の進行との関係を明らかにすることを提唱した0

プロセス仮想化において､幾つかのステップは自動化されることがあるが､

全てのステップが自動化されるわけではない｡例えば､ 1つのプロセスは､タ

スク(プロセスに含まれる各ステップ)とアクター(各ステップを実行する人)

という　2つの部分から構成される｡ 1つのタスクがバーチャル化される際､自

動化される場合とされない場合の両方の可能性がある｡タスクが自動化される

と､物理的インターアクションは情報システムに代替される｡一方､タスクが

自動化されなければ､アクターがタスクを完成させることになる｡

(2)プロセス仮想化理論の各構成概念及び構成概念間の関係

各種のビジネスごとに､プロセスのバーチャル化の難易度が異なるという問

題がある｡例えば不動産販売のバーチャル化は､図書販売のバーチャル化より

難しいと考えられる｡プロセス仮想化理論はこうした問題点を明らかにするた

めに､理論的フレームワークを構築し､バーチャル化の成功に必要な条件を検

討している｡

プロセス仮想化理論のフレームワークの中､従属変数はプロセス仮想化であ

る｡この変数は人と人の間､或は人とオブジェクト間の物理的インターアクシ

ョンからかけ離れることの容易さを表している｡プロセス仮想化の測定方法は

主に2つの方法がある｡ 1つ目として､プロセス仮想化は利用されている程度

で測定することができる｡例えばE-メールが幅広く利用されることはコミュニ

ケーションのプロセス仮想化を表している｡ 2　つ目に､プロセス仮想化はアウ

トプットの品質で測定することができる｡例えば､図書販売に関して､書店の

販売効果(物理的インターアクション)とネット販売の効果(バーチャルなイ

ンターアクション)が同等であれば､プロセス仮想化の実現を表している
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(Overby, 2008)｡

プロセス仮想化理論のフレームワークの中､独立変数は(Dプロセスの特徴に

関する変数､ ②仮想化のメカニズムに関する変数という2つのカテゴリーに分

け ら れ て い る｡ プ ロ セ ス の 特 徴 に 関 す る 変 数 に は 感 覚 の 需 要(sensory

requirements) ､ 関 係 の 需 要(relationship requirements) ､ 同 時 性 の 需 要(synchronism

requirements) ､ 識 別 と コ ン ト ロ ー ル の 需 要(identificationandcontrol requirements)

が含まれる｡それらの変数は､プロセス仮想化にマイナスの影響を与えている｡

仮 想 化 の メ カ ニ ズ ム に 関 す る 変 数 に は､ 表 現(representation)､ リ ー チ(reach)､

モ ニ タ リ ン グ 能 力(monitoring capability) の3 つ が 含 ま れ る｡ こ の 中､ 表 現 と

リーチはプロセス仮想化にポジティブな影響を与えており､モニタリング能力

は調査のプロセスによって､プロセス仮想化にポジティブ或はネガティブな影

響を与えている｡また､この3つの変数はプロセス仮想化に直接的な影響を与

えるだけではなく､プロセスの特徴に関する変数(i.e,,感覚の需要､関係の需

要､同時性の需要､識別とコントロールの需要)を調節する効果を果たしてい

る｡以下においてプロセスの特徴に関する変数と仮想化のメカニズムに関する

変数をそれぞれ説明する｡

I)プロセスの特徴に関する変数

感覚の需要とは､プロセスの参加者がこのプロセスを経験する際に感知して

いる楽しさ､或は他の参加者とインターアクションする際に感知している楽し

さである｡プロセス仮想化は感覚の需要をシミュレーションしているが､全て

の感覚をシミュレーションすることはできない｡例えば惣菜や農産品など食品

販売において も重要視されている触覚､喚覚､味覚はプロセス仮想化におい

て 再 現 で き な い と い う 欠 点 が あ る(Ramus andAsgerNielsen, 2005)0

関係の需要とは､プロセスの参加者によるインターアクションである｡関係

の需要は､プロセス仮想化を通してシミュレーションすることができるが､

Jarvenpaaand Leidner(1999) とMeschandTalmud (2006) に よ れ ば､ プ ロ セ ス 仮 想

化でシミュレーションされる関係は実際の環境での関係より弱く､関係維持の

時間も短いと指摘されている｡

同時性の需要とは､バーチャルな各活動が延期されることなく､素早く実行
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される程度である｡物理的プロセスにおいては､参加者が同じ場所でインター

アクションするため､活動の延期は殆ど発生しない｡一方､バーチャルなプロ

セスにおいては､参加者が異なる場所でインターアクションするため､活動の

延期は物理的プロセスより発生しやすいと言える｡例えば多くの店舗がバーチ

ャルなプロセスを導入せず､物理的プロセスだけを採択する要因は､店舗の顧

客はネットで商品を注文するときのように郵送されるまで待つことなく､商品

を 直 ち に 入 手 し た い か ら で あ る(WigandandBenjamin, 1995)0

識別とコントロールの需要とは､プロセスの参加者による他の参加者を識別

したいという需要及び他の参加者をコントロールしたいという需要を指す｡バ

ーチャルなプロセスには､参加者が身分を偽ったり､義務を履行しないなどの

問題が存在しているため､参加者間で身分や義務の確認が必要となる｡例えば

アダルトサイトで身分確認機能が欠如すれば､未成年者がそのサイトを利用し

て 悲 惨 な 結 果 を 招 く こ と に な る(Dombrowski, LeMasney,Ahia, and Dickson, 2004)0

また､電子商取引の場合､日和見主義的な売り手は自分の評判を重視しないた

め､消費者に対して粗悪な商品を提供することがある(Dellarocas,2005)0

2)仮想化のメカニズムに関する変数

表現とは､物理プロセスの参加者とオブジェクトをシミュレーションする程

度､また参加者とオブジェクトとのインターアクションを再現する程度を指す｡

例えば多くのバーチャルなプロセスには､人の視覚や聴覚などが情報技術を通

し て 再 現 さ れ て い る(SuhandLee,2005)｡ リ ー チ と は､ バ ー チ ャ ル な プ ロ セ ス の

各アクターが情報技術を利用し､時間と空間の制限を越えてプロセスの活動に

参 加 す る こ と を 指 す(Broadbent, Weill, and St. Clair, 1999)0

モニタリング能力とは､情報技術を通してプロセス参加者の活動を追跡する

能 力 を 指 す(overby, 2008)｡ 例 え ば ユ ー ザ ー 名 と パ ス ワ ー ド の 組 み 合 わ せ

(ID/password combinations)､ デ ジ タ ル 証 明 書(digital certificates) な ど 認 証 シ

ステムはウェブサイト利用者の活動を追跡している｡

表現､リーチ､モニタリング能力はプロセス仮想化に直接的な影響を与えて

いる｡そのうち､表現とリーチはプロセス仮想化にポジティブな影響を与えて

いる｡それは､バーチャルなプロセスにおいて､表現の能力が強いプロセスは
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表現の能力が弱いプロセスより､バーチャル化の展開が容易だからである｡ま

た､リーチがプロセス仮想化に与える影響について､ 1つのバーチャルなプロ

セスのリーチが大きければ､プロセスの参加者が多くなり､そのバーチャルな

プ ロ セ ス の 普 及 に 役 立 っ て い る(Overby,2008)｡ 一 方､ モ ニ タ リ ン グ 能 力 は プ ロ

セス仮想化に対して､使用コンテキストによってポジティブな影響を与えるこ

ともあれば､ネガティブな影響を与える可能性もある｡例えば､ネット銀行の

ユーザーにとって､認証システムの設置はプロセス仮想化の安全性を強化する

と思われるため､このようなモニタリング能力はプロセス仮想化にポジティブ

な影響を与えると考えられる｡一方､検索ウェブサイトの利用者は､自分の検

索データがウェブサイトに記録されることに抵抗感があるため､このモニタリ

ング能力はプロセス仮想化にネガティブな影響を与えると考えられる0

仮 想 化 の メ カ ニ ズ ム に 関 す る3 つ の 変 数(i.e., 表 現､ リ ー チ､ モ ニ タ リ ン グ

能力)はプロセス仮想化に直接的な影響を与えるだけではなく､プロセスの特

徴に関する変数(i.e.,感覚の需要､関係の需要､同時性の需要､識別とコント

ロールの需要)とプロセス仮想化の関係を調節する効果がある｡具体的には､

感覚の需要と関係の需要がプロセス仮想化に与えるネガティブな影響において､

表現はそのネガティブな影響を減少させている｡なぜなら､ユーザーによる感

覚の需要と関係の需要はプロセス仮想化を通して満足させることは難しいが､

バーチャルなプロセスでは､豊富な感覚(e.g.,味覚､喚覚機能を提供する技術)

や関係(e.g.,詳細なユーザー･プロファイル)の表現があれば､感覚の需要と

関 係 の 需 要 を 満 足 さ せ や す い か ら で あ る(Hitsch, Horta9Su, and Ariely, 2010;

Overby, 2008)0

また､関係の需要と同時性の需要がプロセス仮想化に与えるネガティブな影

響において､リーチはそのネガティブな影響を減少させている｡なぜなら､バ

ーチャルなプロセスにおいて､リーチの増加は人と人のインターアクションを

拡 大 し､ 関 係 の 需 要 が 満 た さ れ や す い か ら で あ る(McKennaandBargh,2000)｡ 例

えばユーザーはデーテイングサイトを利用することによって､新しい関係-の

需要が満たされるようになる｡そしてリーチの拡大によって､各地の人が同時

に1つのバーチャルなプロセスに参加することで､同時性の需要が満たされる

(Alavi,Wheeler,andValacich,1995)｡ 例 え ば ソ ー シ ャ ル･ ネ ッ ト ワ ー ク･ サ ー ビ
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スはインスタントメッセージ機能を設置することによって､各地のユーザーが

同じ時に互いにコミュニケーションすることができる｡

さらに､識別とコントロールの需要がプロセス仮想化に与えるネガティブな

影響に対して､モニタリング能力はそのネガティブな影響を減少させている｡

例えばネット銀行は認証システムを通して各ユーザーの身分を識別し､権限管

理 シ ス テ ム(rightsmanagementsystems) を 通 し て ユ ー ザ ー の 活 動 を 監 視 し て い

る｡こうしたモニタリング能力は､ユーザーによる識別とコントロールの需要

を満足させることで､プロセス仮想化を促進している｡

上記の各変数間の関係は図表2-1のように示される｡

図表2-1プロセス仮想化理論のフレームワーク

感覚の需要

関係の需要

同時性の需要

識別とコント
ロールの需要

注: + : ポ ジ テ ィ ブ な 影 響､ -

ネガティブな影響が同時に存在
ネガティブな影響､ +/-:ポジティブな影響と

出 所) williams, Rand, and Dwivedi (2012), p.114.

(3)プロセス仮想化理論とB2C･ECサイトに関する研究

情報システム分野において､多くの研究者はプロセス仮想化理論に基づいて
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B2C･ECサイトに関する諸課題を検討している｡つまり､多くの研究では企業

のビジネスにおける実店舗からバーチャル店舗-の拡張に焦点を当て､取引コ

スト､商品の価格､商品の陳列､商品情報の展示､顧客との信頼関係の構築が

どのように変化しているかについて検討している｡以下､上記の5つの変化を

踏まえて､それぞれに関する代表的な研究を取り上げてレビューしていく｡

B2C･EC サ イ ト が 取 引 コ ス ト に 与 え る 影 響 に 関 し て､Bakos(1997) に よ れ ば､

差 別 化 さ れ た 市 場(differentiatedmarkets) で は､ B2C･ EC サ イ ト の 出 現 に よ っ

て検索コストが減少し､消費者が短時間で商品の価格を比較することができる

ため､商品の売り手の利益が減少することになる｡検索コストが非常に低い場

合､消費者による商品検索範囲が拡大する傾向があり､商品の売り手の利益は

さらに減少するようになる｡一方､検索コストが非常に高い場合､検索の効率

が減少し､ 終的にB2C･ECサイトの発展を阻害することになる｡また､Malone,

Yates, and Benjamin (1987) は､ B2C ･ EC サ イ ト は 消 費 者 に 便 益 を 与 え る だ け で

はなく､企業はB2C･ECサイトによりサプライヤーとのビジネスが柔軟になっ

ているため､コストも節約できるようになると指摘している｡

82C ･ EC サ イ ト が 商 品 の 価 格 に 与 え る 影 響 に つ い て､ BrynjolfssonandSmith

(2000)は書籍･cD販売に焦点を当て､ B2C･ECサイトと実店舗による商品価格

の差異を比較した｡その結果は2つにまとめられる､ ①B2C･ECサイトは実店

舗と比べ､メニュー･コスト(e.g.,カタログの改訂費や営業部門-の情報伝達

普)が低いため､価格変動は実店舗より容易である､ ②B2C･ECサイトは実店

舗より､価格設定の多様性が低下している｡その原因は一部著名なB2C･ECサ

イトが価格設定を主導するからである｡

B2C･ EC サ イ ト が 商 品 の 陳 列 に 与 え る 影 響 に つ い て､ Brynjolfsson, Hu, and

Smith(2003)によれば､実店舗での商品陳列は店舗スペースが原因で品揃えが制

限されることから､B2C･ECサイトと比べて消費者が気になる商品を素早く発

見することが困難であることを指摘している｡

B2C ･ EC サ イ ト が 商 品 情 報 の 展 示 に 与 え る 影 響 に つ い て､ JiangandBenbasat

(2007)によれば､ B2C･ECサイトは消費者に商品情報をわかりやすく理解させ

るために､静態的な画像を通して商品を展示するよりも､ビデオのほうが有効

であることを指摘している｡
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B2C･EC 　 サ イ ト が 顧 客 と の 信 頼 関 係 に 与 え る 影 響 に つ い て､ Ba and Pavlou

(2002)によれば､消費者によるB2C･ECサイトに対する信頼の形成は､他の消

費者による　B2C･EC　サイト-のフィードバックに影響されるだけではなく､

B2C･ECサイトで販売している商品の属性(e.g.,商品の価格)にも影響されて

いる｡また､企業が初めて82C･ECサイトを開設する際､商品に関する情報の

非 対 称 性(informationasymmetry) がB2C ･ EC サ イ ト の 成 功 に 影 響 し て い る た

め､企業は自社サイトの商品の情報や知識を提供し､消費者はそれらを考慮し

て商品を購入するため､企業は商品の情報や知識を提供することが重要である｡

しかしながら､消費者はB2C･ECサイト-の信頼が形成されると､そのサイト

に対する商品情報の非対称性-の関心が低くなる｡すなわち､消費者がB2C･

ECサイトを良いと判断すれば､商品情報に対する理解が低くても､ ｢リスクが

低い｣という理由でそのサイトの商品を購入する｡さらに､消費者によるB2C･

EC　サイトに対する悪い評価は良い評価よりも､サイトの評価への影響が大き

い｡したがってB2C･ECサイトの経営者は､消費者によるマイナスなフィード

バックを慎重に処理することが重要である｡

2.D&M情報システム成功モデル

(1)理論誕生の背景

1980年以前の情報システム分野においては､基礎理論が欠如していたことか

ら､当時の研究者はユーザー満足度や使用時間など代理変数を用いて情報シス

テ ム の 研 究 を 展 開 し て い た｡ そ の た め､ Keen(1980) は､ 経 営 情 報 シ ス テ ム

(managementinformationsystem) に 影 響 す る 要 因 を 再 検 討 す る こ と を 提 唱 し た｡

その後､多くの研究者は経営情報システムの成功要因を幅広く検討したが､

DeLoneandMcLean(1992) は 初 め て そ れ ら の 研 究 成 果 を 整 理 し､ D&M 情 報 シ ス

テ ム 成 功 モ デ ル(DeLoneandMcLeanISSuccessModel) を 提 出 し た｡ 以 下､ D 良M

情報システム成功モデルの発展プロセスを説明する｡

ま ず､ 情 報 シ ス テ ム の 捉 え 方 に つ い て､ ShannonandWeaver(1949) の｢ コ ミ ュ

ニ ケ ー シ ョ ン の 数 学 的 理 論(the mathematical theory of communication)｣ に よ れ

ば､ 情 報 シ ス テ ム の 測 定 レ ベ ル に は 技 術 的 レ ベ ル(technicallevel)､ セ マ ン テ ィ

ッ ク レ ベ ル(semantic level)､ 有 効 性 或 は 影 響 レ ベ ル(effectiveness or influence
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level) の3 つ が あ る と さ れ る｡ Mason(1978) は､ ShannonandWeaver(1949) に よ

る3つの情報システムの測定レベルを踏まえて､各レベルにおける具体的な測

定対象を検討した｡技術的レベルでは､情報システムの製品(production)を測

定し､セマンティツクレベルでは情報システムの産出(product)を測定すると

した｡そして 後の有効性或は影響レベルでは､効果レベルを影響レベルに統

合している｡このレベルは､情報システムの受取側による影響を表している｡

影 響 レ ベ ル に は 受 取(receipt)､ 受 取 者 に 対 す る 影 響(influence on recipient)､

シ ス テ ム に 対 す る 影 響(influenceonsystem) と い う3 つ の 測 定 対 象 が 含 ま れ る.

DeLone and McLean (1992) は､ Shannon and Weaver (1949) とMason (1978) の 成 果

をさらに発展させ､情報システムの成功に関する6つの変数を提出した｡それ

は シ ス テ ム 品 質(systemquality)､ 情 報 品 質(infbrmationquality)､ 使 用(use)､

ユ ー ザ ー 満 足 度(user satisfaction)､ 個 人 に 対 す る 影 響(individual impact)､ 組

織 に 対 す る 影 響(organizationalimpact) で あ る( 図 表2-2 参 照)0

次 に､ DeLone and McLean (1992) は 図 表2-2 の フ レ ー ム ワ ー ク を ベ ー ス に､

1981年1月から1988年1月までの情報システムにおける代表的な研究を精査

し､上記の6つの次元の合理性を検証して､変数間の関係を表している　D&M

情報システム成功モデルを提出した(図表2-3参照) 0 D&M情報システム成功

モデルには幾つかの欠点が存在しているが､そのモデル自体は簡潔かつわかり

やすいという特徴があるため､情報システム額域において も有力な分析フレ

ー ム ワ ー ク と な っ て い る(P.-H. Hu, 2003; Urbach, Smolnik, and Riempp, 2009)0
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図表2-2　D&M情報システム成功モデルの発展プロセス

Shannon

and Weaver

(1949)

Mason

(1978)

DeLone and

McLean

(1992)
十_-- I__-:-----I_::T- _一二If-二二

出 所) DeLone and McLean (1992), p.62

図表2-3　D&M情報システム成功モデル

出 所) DeLone and McLean (1992), p.87

個人に対
する影響

組続に対
する影響

10 年 後､ DeLone and McLean (2002) は 過 去 のD&M 情 報 シ ス テ ム 成 功 モ デ ル

を用いた研究を総合的に評価し､修正されたD&M情報システム成功モデルを

提出した｡本来のD&M情報システム成功モデルと比べて､修正されたD&M情

報システム成功モデルの新たな点は以下の3つにまとめられる｡第1に､情報

システムのプロバイダーがユーザーに提供しているインフォメーションの品質

を 表 す サ ー ビ ス 品 質(servicequality) と い う 変 数 を 新 た に 加 え た｡ 第2 に､ 修

正されたD&M情報システム成功モデルでは､ユーザーによる情報システムに

対する態度を測定するために､従来の｢使用｣という変数を｢使用意図(intention
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touse) ｣に変えた｡第3に､元々のモデルにおける｢個人に対する影響｣と｢組織

に対する影響｣を｢純利益(netbenefits) ｣という変数に統合した｡このように従

来のD&M情報システム成功モデルの変数はシステム品質､情報品質､サービ

ス品質､使用意図､ユーザー満足度､純利益に修正された｡この6つの変数間

の関係は､図表2-4のように示される｡以下､それぞれの変数について詳しく

説明する｡

図表2-4修正されたD&M情報システム成功モデル

出 所) DeLone and McLean (2002), p.2974

(2)モデルの各構成概念に関する説明

システム品質は､情報システム自体の様々な特徴を評価する変数である｡具

体的な測定尺度としては､システム使用の便利さ(convenience)､使いやすさ

(ease of use)､ 効 率 性(emciency) な ど が 挙 げ ら れ る(Gable, Sedera, and °han,

2008; McKinney, Yoon, and Zahedi, 2002).

情報品質は､情報システムから出力される情報の特徴を評価する変数である｡

例えばB2C･EC　サイトの出店者はウェブサイトのコンピューティング技術を

利用し､毎日の販売情報を自動的に生成することができる｡したがって情報シ

ステムのユーザーにとって､情報品質は非常に重要なものだと考えられる｡情
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報 品 質 の 測 定 尺 度 に つ い て は､ シ ス テ ム の 精 度(accuracy)､ 適 切 性(adequacy)､

利 用 可 能 性(availability) な ど が 挙 げ ら れ る(Gable et a1., 2008; McKinney et a1.,

2002)0

サービス品質とは､ユーザーが対象システムをスムーズに使うために､情報

システム部門やサポーターなど外部ソースから得られる各種のサービス(e.g.,

トレーニング､問い合わせ)の品質である｡情報システムのサービス品質に関

する測定尺度は､ SERVqUALの概念で提出された確実性(assurance)､有形性

(tangibles)､ 信 頼 性(reliability) ､ 共 感 性(empathy)､ 反 応 性(responsiveness)

と い う5 つ の 次 元 が も 用 い ら れ て い る(Pitt,Watson,andKavan, 1995)｡ そ の 他､

柔 軟 性(flexibility)､ 内 的 品 質(Intrinsicquality) な ど の 測 定 尺 度 も 挙 げ ら れ る

( C 血ang and King, 2005)0

使用意図は､ユーザーが情報システムを使用する態度やそのシステムの使用

状況を表している｡過去の研究では､主に客観的と主観的という2つの側面か

ら使用意図を測定している｡客観的側面からの測定は､ユーザーによる情報シ

ステムの実際の使用行動を測定している｡具体的には､接続時間(connecttime)､

利 用 さ れ た 機 能(functionsutilized)､ 使 用 の 頻 度(frequencyofuse) な ど が 挙 げ

ら れ る(Almutairi and Subramanian, 2005; Davis, 1989)｡ 一 方､ 主 観 的 側 面 か ら の

測定は､ユーザーが情報システムを利用する傾向を測定している｡例えば利用

意 図(intentiontouse) と い う 測 定 尺 度 が 挙 げ ら れ る(Davis, 1989)｡ ユ ー ザ ー の

使用意図には､情報システム利用に対する態度と実際の使用行動という2つの

測定方法が混在しているため､DeloneandMcLean(2003)はこの概念を細分化し､

使用意図と実際の使用をそれぞれ独立させることを提唱した｡

ユーザー満足度とは､ユーザーが情報システムを使用する際の満足度を表し

ている｡ユーザー満足度は情報システムの成功に重要な影響を与えており､特

に強制的に情報システムが使用される場合､システムの使用頻度や使用時間な

どの測定方法だけではユーザーのシステムに対する態度を正確に予測できない

ため､ユーザー満足度という概念の重要度が一層高くなる｡ユーザー満足度の

測定について､幾つかの研究では情報システム､インフォメーション､サービ

スの品質などユーザー満足度に影響する要因を測定することによって､ユーザ

ー 満 足 度 を 間 接 的 に 測 っ て い る(e.g., Doll, Deng, Raghunathan, Torkzadeh, and Xia,
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2004; Ives, 01son, and Baroudi, 1983)｡ 直 接､ ユ ー ザ ー 満 足 度 を 測 定 す る 尺 度 と

し て は､ 楽 し み(enjoyment)､ 全 体 満 足 度(overallsatisfaction) な ど が 挙 げ ら れ

る(Almutairi and Subramanian, 2005; Gable et a1., 2008)0

純利益とは､情報システムの使用が各ステークホルダーの利益にどれほど貢

献 で き る か と い う こ と で あ る｡ 過 去 の 研 究(e.g.,AlmutairiandSubramanian,2005;

Sabherwal,1999) か ら 見 れ ば､ 純 利 益 と い う 概 念 に は､ 個 人､ 組 織､ ワ ー ク グ ル

ープ､社会など様々な対象に対する影響が含まれている｡具体的にどの対象の

純利益を検討するかに関して､各研究テーマや目的によって対象の選択が異な

る｡そして純利益の測定尺度について､多くの研究はD&M情報システム成功

モデルの｢個人に対する影響｣と｢組織に対する影響｣の分類法に従い､それぞれ

の測定尺度を開発した｡具体的にいうと､ ｢個人に対する影響｣の測定尺度とし

て は､ 仕 事 の 効 力(jobeffectiveness)､ 仕 事 パ フ ォ ー マ ン ス(jobperformance)､

個 人 の 生 産 力(individual productivity) な ど が 挙 げ ら れ る(Davis, Bagozzi, and

Warshaw, 1989;Gableeta1.,2008)0 ｢ 組 織 に 対 す る 影 響｣ の 測 定 尺 度 と し て は､

ビ ジ ネ ス･ プ ロ セ ス の 変 革(business process change)､ コ ス ト の 減 少(cost

reduction)､ コ ミ ュ ニ ケ ー シ ョ ン と 協 力 の 強 化(enhancementofcommunicationand

collaboration) な ど が 挙 げ ら れ る(Almutairi and Subramanian, 2005; Gable et a1.,

2008)0

(3)モデルの各構成概念間の関係

D&M情報システム成功モデルが公表された後､情報システム分野の研究者

はモデルの各構成概念間の関係を検証するために､多くの実証研究を行なって

き た｡ pe †ter, DeLone, and McLean (2008) は1992 年 か ら2007 年 ま で の 実 証 研 究

を整理し､全面的にD&M情報システム成功モデルを評価した｡具体的に､彼

らは15組の構成概念間の関係に焦点を当て､過去の実証研究を参照し､各構成

概念間の因果関係を個人レベルと組織レベルという2つの側面から検討を行っ

た( 図 表2-5 参 照)0
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図表2-5D&M情報システム成功モデルの各構成概念間の関係

構 成 概 念 間 の 関 係 　 　 　 　 　 　 　 　 個 人 レ ベ ル 　 　 　 　 　 組 織 レ ベ ル

使用意図

システム品質一便用意図

情報品質→使用意図

サービス品質-使用意図

ユーザー満足度→使用意図

純利益→使用意図

ユーザー満足度

システム品質→ユーザー満足度

情報品質-ユーザー満足度

サービス品質→ユーザー満足度

使用意図→ユーザー満足度

純利益→ユーザー満足度

純利益

システム品質-→純利益

情報品質→純利益

サービス品質-純利益

使用意図ー純利益
ユーザー満足度→純利益

*

東

女

*

**

央

孤.S

孤.S

央

n.S

注: …- 強 く 支 持 す る(strong support)､ ★- 大 体 支 持 す る(moderate support)､

I- 混 在 の 結 果(mixedsupport)､ n. ～.- 不 明 な 結 果

出 所) Petter et aJ. (2008), pp.249-254

1)使用意図と他の構成概念との関係

個人レベルにおいて､システム品質､情報品質､サービス品質､ユーザー満

足度､純利益という5つの構成概念が､使用意図に与えるポジティブな影響の

検証結果では､混在の結果(一部､ポジティブな影響が検出)､不明な結果､大

体支持する結果が同時に存在している(図表2-5参照)｡具体的に見ると､シス

テム品質が使用意図に与える影響について､ Petteretal.(2008)は21本の研究を

精査した結果､僅か9本がポジティブな影響を示しており､残りの研究は全て

混在の結果あるいは不明な結果となっている｡情報品質が使用意図に与える影

響 に つ い て､ Petteretal.(2008) は6 本 の 研 究 を 精 査 し た が､ 3 本 だ け が ポ ジ テ ィ

ブな影響を示している｡したがってシステム品質と情報品質が使用意図に与え

る影響について､ Petteretal.(2008)は混在の結果が存在すると判断した｡また､

サービス品質が使用意図に与える影響については､既存研究が少なく､ポジテ
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イブな影響が殆ど検出されていないため､不明な結果となった｡一方､ユーザ

ー満足度と純利益が使用意図に与える影響について､ Petteret al. (2008)が収集

した研究では､半数以上がポジティブな影響を示しているため､大体支持する

という結果が得られた｡

また､組織レベルにおける検証結果では､殆ど不明な結果となった｡なぜな

ら､ Petteretal.(2008) が 収 集 し た 研 究 で は､ 組 織 レ ベ ル で の 検 討 が 少 な く､ 僅

かに検討された研究では､不一致な結果が現れているからである｡例えば､ユ

ーザー満足度が使用意図に与える影響について､組織レベルでの検討は皆無で

ある｡また､システム品質が使用意図に与える影響について､幾つの研究が組

織の視点で検討されたが､その検証結果にはポジティブな影響､ネガティブな

影響､顕著ではない影響が同時に存在するため､一致する結論が得られていな

い｡したがって､組織の視点でシステム品質､情報品質､サービス品質､ユー

ザー満足度､純利益が使用意図に与える影響をさらに検討することが必要であ

る｡

2)ユーザー満足度と他の構成概念との関係

個人レベルにおいて､システム品質､情報品質､サービス品質､使用意図､

純利益はユーザー満足度に対して､殆どポジティブな影響を与えることが確認

された｡具体的に述べると､システム品質と情報品質がユーザー満足度に与え

る影響については､37本の研究のうち､36本でポジティブな影響が確認された

ため､強く支持される結果となった｡サービス品質がユーザー満足度に与える

影響については､ 12本の研究のうち､ポジティブな影響を確認した研究は6本

だけであるため､混在の結果となった｡また､使用意図と純利益がユーザー満

足度に与えるポジティブな影響は大体支持するという結果が示された｡この中､

純利益は一方的にユーザー満足度に影響を与えるだけではなく､ユーザー満足

度 も 純 利 益 に 影 響 を 与 え て い る(e.g., Hsieh and Wang, 2007; Kulkarni, Ravindran,

and Freeze, 2006)0

組 織 レ ベ ル の 検 証 結 果 に つ い て､ 幾 つ か の 研 究(e.g., Benard and Satir, 1993;

Coombs,Doherty,andLoan-Clarke,2001) で は シ ス テ ム 品 質､ 情 報 品 質､ サ ー ビ ス

品質がユーザー満足度にポジティブな影響を示しているが､研究数が少ないた
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め､ petteretal. (2008) は ポ ジ テ ィ ブ な 影 響 が あ る と い う 点 に つ い て 不 支 持 と し

ている｡

3)純利益と他の構成概念との関係

純利益は､ D&M情報システム成功モデルの従属変数として重要な役割を果

たしている｡個人レベルでは純利益と他の構成概念との関係について､全てポ

ジティブな影響を与えることが確認された｡システム品質､情報品質､サービ

ス品質が純利益に与える影響について､ Petteretal. (2008)が収集した研究では

幾つかにおいて､その影響が顕著ではないという結果が示されたが､多くの研

究でポジティブな影響を持つという結果が出ているため､大体支持する結果と

な っ た｡ ま た､ ユ ー ザ ー 満 足 度 が 純 利 益 に 与 え る 影 響 に つ い て､ Fetter et al.

(2008)が収集した14本の研究は全てポジティブな影響を示したため､強く支持

する結果となった｡

組織レベルの検証結果については､多くの研究でシステム品質と使用意図が

純利益に与える影響が検証されたが､他の構成概念(i.e.,情報品質､サービス

品質､ユーザー満足度)が純利益に与える影響に関しては研究が少ないため､

不明な結果となった｡

(4)D&M情報システム成功モデルとB2C･ECサイトに関する研究

B2C･ECサイトは､インターネットを通して商品情報の提供や販売､購買､

配 達 な ど 様 々 な 機 能 を 提 供 し て い る(Molla and Licker, 2001)0 B2C･ EC サ イ ト

の各機能が､ユーザーに与える影響を考察するためにD&M情報システム成功

モデルを用いることができる｡なぜなら､ D&M情報システム成功モデルは､

Shannon and Weaver (1949) の コ ミ ュ ニ ケ ー シ ョ ン 理 論 か ら 発 展 し た モ デ ル で あ

り､ こ の モ デ ル とB2C･EC サ イ ト(1 つ の コ ミ ュ ニ ケ ー シ ョ ン の 媒 介) は 共 に

コ ミ ュ ニ ケ ー シ ョ ン 理 論 と 関 連 し､ 測 定 フ レ ー ム ワ ー ク(measurement framework)

が 一 致 し て い る か ら で あ る(DeloneandMclean, 2004)0

D&M情報システム成功モデルが公表された後､多くの研究者はこのモデル

を用いて　B2C･EC　サイトに対する研究を行った｡それらの研究は主にシステ

ム､ 個 人､ 組 織 と い う3 つ の 側 面 か らB2C･EC サ イ ト を 検 討 し て い る(Mollaand
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Licker, 2001)｡ 例 え ば､ シ ス テ ム 的 側 面 か ら の 検 討 で は､ Loiacono and Taylor

(1999) やvonDran,Zhang, andSmall(1999) がB2C ･ EC サ イ ト の 各 機 能 に 焦 点 を

当 て､ サ ー ビ ス の 品 質 を 検 討 し たo 一 方､zhang,Keeling,andPavur(2000) はB2C･

EC　サイトが提供している情報に焦点を当てて検討を行った｡個人的側面から

の 検 討 に つ い て は､ HanandNoh(1999) とwang(2008) が 消 費 者 を 対 象 と し て､

B2C･ EC サ イ ト の 使 用 に 関 す る 決 定 要 因 を 検 討 し た｡ JonesandKayworth(1999)

はB2C･EC サ イ ト の 開 発 者 を 対 象 と し て､ B2C･EC サ イ ト の パ フ ォ ー マ ン ス

と企業目標の実現との関係を検討した｡組織的側面からの検討について､B2C･

ECサイトによる各機能が組織パフォーマンスに与える影響を検討した(e.g.,

Kardaras and Karakostas, 1999; Schubert and Selz, 2001)0

上記の先行研究は､ D&M情報システム成功モデルを用いてB2C･ECサイト

に関する各課題を検討したが､それらの研究はD&M情報システム成功モデル

の構成概念を部分的に利用したものであり､全ての構成概念を取り上げて､モ

デリングの方法で各構成概念間の関係を説明しているわけではない｡そのため､

Delone and Mclean (2004) とwang (2008) は 過 去 の 研 究 を 整 理 し､ B2C ･ EC サ イ

トの使用に関するD&M情報システム成功モデルの測定尺度を開発した｡以下

は､ D&M情報システム成功モデルの6つの構成概念の測定尺度について説明

する｡

シ ス テ ム 品 質 の 測 定 尺 度 に つ い て､ DeloneandMclean(2004) はB2C･ EC サ イ

ト の カ ス タ マ イ ズ 化(customization)､ ナ ビ ゲ ー シ ョ ン の わ か り や す さ(easeof

navigation)､ プ ラ イ バ シ ー(privacy)､ セ キ ュ リ テ ィ(security) の4 つ を 挙 げ て

いる｡ Wang(2008)は､過去の情報システム研究における｢アクセス品質｣という

概念をB2C･ECサイトの使用環境と関連付けて､ B2C･ECサイトの使い勝手

(userfriendly) と 使 い や す さ(easytouse) と い う2 つ に 分 け て い る｡

情 報 品 質 の 測 定 尺 度 に つ い て､ Delone and Mclean (2004) は 主 に 関 連 性

(relevance)という過去の情報システム研究の測定尺度を引用し､さらにダイ

ナ ミ ッ ク･ コ ン テ ン ツ(dynamiccontent)､ コ ン テ ン ツ の パ ー ソ ナ ル 化(content

personalization)､ イ ン フ ォ メ ー シ ョ ン の 多 様 化(variety ofinfbrmation) と い う

3 つ の 測 定 尺 度 を 発 展 さ せ た｡ wang(2008) は､ DollandTorkzadeh(1988) の 測 定

尺 度 を 援 用 し､ B2C･EC サ イ ト が 提 供 し て い る 情 報 の コ ン テ ン ツ(content)､
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正 確 さ(accuracy)､ 適 時 性(timeliness) の3 つ を 挙 げ て い る｡

サ ー ビ ス 品 質 の 測 定 尺 度 に つ い て､ DeloneandMclean(2004) はChangLiuand

Arnett(2000) とMollaandLicker(2001) の 測 定 尺 度 を 援 用 し､ B2C ･ EC サ イ ト が

提 供 し て い る サ ー ビ ス の 有 効 性(effectiveness)､ 反 応 性(responsiveness)､ 保 証

(assurarlCe)､ 共 感(empathy)､ 追 跡 サ ー ビ ス(following-up service) の5 つ を

挙 げ て い る｡ Wang (2008) はWang and Tang (2003) のEC-SERVQUAL の 尺 度 を 援

用 し､ B2C･EC サ イ ト の サ ー ビ ス 品 質 を 測 定 し た｡

ユ ー ザ ー 満 足 度 の 測 定 尺 度 に つ い て､ DeloneandMclean(2004) は､ Reichheld

and Schefter (2000) のE- ロ イ ヤ ル テ ィ ー とKardaras and Karakostas (1999) の オ ン

ラインによる消費者満足という概念を参照し､B2C･ECサイトの情報サービス

とサポート･サービスという2つの側面からユーザー満足度を測定している｡

一 方､ wang(2008) は ユ ー ザ ー に よ るB2C･EC サ イ ト の シ ス テ ム 品 質､ 情 報 品

質､サービス品質それぞれに対する満足度をユーザー満足度の測定尺度として

設定している｡

使 用 意 図 の 測 定 尺 度 に つ い て､ DeloneandMclean(2004) は ユ ー ザ ー がB2C ･

EC サ イ ト を 使 用 す る 際 の 滞 在 時 間(lengthofstay)､ B2C･EC サ イ ト の 訪 問 回

数(numberofe-commercesitevisits)､ B2C ･ EC サ イ ト で の 購 買 回 数(numberof

purchases completed) の3 つ を 挙 げ て い る｡ Wang (2008) はHong, Thong, Wong,

andTam(2002) の 尺 度 を 援 用 し､ ユ ー ザ ー がB2C･EC サ イ ト を 再 利 用 す る 意 図

(intentiontoreuse) を 測 定 し て い る｡

純 利 益 の 測 定 尺 度 に つ い て､ DeloneandMclean(2004) は 個 人､ グ ル ー プ､ 組

織､業界による純利益の測定尺度をそれぞれ検討した｡個人による純利益の測

定 尺 度 と し て は､ 改 善 さ れ た 顧 客 の 使 用 体 験(improved customer experience)､

娯 楽(entertainment)､ 減 少 し た シ ョ ッ ピ ン グ の コ ス ト(reducedshoppingcost)､

リ ア ル タ イ ム･ マ ー ケ テ イ ン グ の 提 供(real-time marketingoffers) の4 つ が 挙

げられている｡グループによる純利益の測定尺度に関しては､販売チームの協

調(sellingteamcoordination) が 挙 げ ら れ て い る｡ 組 織 に よ る 純 利 益 に は､ グ ロ

ー バ ル･ リ ー チ(globalreach)､ 顧 客 の 囲 い 込 み(stickiness)､ 顧 客 ロ イ ヤ ル テ

ィ ー(customerloyalty)､ ブ ラ ン ド 認 知(brandawareness)､ 顧 客 応 答 性(customer

responsiveness)､ 市 場 の 反 応 性(market responsiveness)､ 顧 客 獲 得(customer
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acquisition)､ 顧 客 の 存 続 率(customerretention)､ ク リ ッ ク- 購 買 の 比 率(click-

to-buy ratio)が挙げられている｡業界による純利益の測定尺度には､サプライ

チ ェ ー ン の 効 率 性(supply-chainemciency)､ サ プ ラ イ チ ェ ー ン の 統 合(supply-

chainintegration)､ 改 善 さ れ た 取 引 パ ー ト ナ ー と の 関 係(Improvedtradingpartner

relationships) が 挙 げ ら れ て い る｡

3.資源ベース理論

Barney (1991) は 初 め て 企 業 の 経 営 資 源 と 持 続 的 な 競 争 優 位(sustained

competitiveadvantage)との関係を検討し､持続的な競争優位に貢献できる経営

資 源 の 特 徴 を ま と め た｡ そ れ ら は 価 値(value)､ 珍 し さ(rareness)､ 模 倣 可 能 性

(imitability) ､ 持 続 可 能 性(sustainability) で あ る｡ そ の 後､ MahoneyandPandian

(1992)は他の研究者による企業の経営資源に関する検討を整理し､資源ベース

理論を正式に提出した｡以下は､情報システム分野における資源ベース理論の

検討をレビューする｡

ClemonsandRow(1991) は､ 情 報 技 術 の 利 用 に よ っ て､ 直 接､ 企 業 の 持 続 的 な

競争優位に影響するのではなく､企業の様々な経営資源を活かすことによって

持続的な競争優位に貢献していることを指摘した｡

Mata,Fuerst,andBarney(1995) は､ 企 業 の 持 続 的 な 競 争 優 位 に 影 響 す る4 つ の

情報システムの資源をまとめた｡それらは資本調達(accesstocapital)､特許技

術(proprietarytechnology)､ 技 術 上 のIT ス キ ル(technicalITskills)､ 経 営 上 の

IT ス キ ル(managerialITskills) で あ る｡

Ross, Death, and Goodhue (1996) は､ 人 的 資 源(human resources)､ 技 術

(technology)､ 関 係(relationship) と い う3 つ のIT 資 産(ITassets) を 取 り 上

げ､この3つの資産を活用できれば､企業の持続的な競争優位に貢献できると

指摘した｡

Powell and Dent-Micallef (1997) は､ 情 報 技 術 が 企 業 の 持 続 的 な 競 争 優 位 に 与

え る 影 響 を 検 討 し た が､ 結 論 はClemons and Row(1991) に よ っ て 出 さ れ た も の

と類似している｡すなわち､情報技術は直接､企業の持続的な競争優位に影響

しないが､人的資源や事業の資源(businessresources)など他の経営資源を強化

することを通して持続的な競争優位の確立に貢献している｡
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Bharadwaj, Sambamurthy, and Zmud (1999) は ア メ リ カ の1120 社 の 企 業 の 経 営

者を対象として､企業にとって も重要なIT能力(IT capability)をアンケー

ト 実 施 に よ っ て 検 討 し た｡ そ れ ら のIT 　 能 力 はIT 　 業 務 提 携(IT business

partnerships)､ 外 部 のIT リ ン ク(external IT linkages)､ IT ビ ジ ネ ス に 関 す る 戦

略 的 な 考 え 方(business IT strategic thinking)､ IT ビ ジ ネ ス に 関 す る プ ロ セ ス の

統 合(ITbusinessprocessintegration)､ 汀 マ ネ ジ メ ン ト(ITmanagement)､ IT イ

ン フ ラ(ITinfrastructure) で あ る.

Jarvenpaa and Leidner (1998) は 発 展 途 上 国 の 企 業 に 焦 点 を 当 て､ 経 営 先 見 性

(managerial foresight)､ 外 部 ネ ッ ト ワ ー ク(external networks)､ 信 頼 性

(trustworthiness)､ 戦 略 上 の 柔 軟 性(strategic flexibility) と い う4 つ の 核 心 能

力を踏まえて､企業が持続的な競争優位を確立するために必要な経営資源を検

討した｡

Leidner, Pan, and Pan (2009)は企業の危機対応に必要な経営資源を検討し､企

業の経営者が危機に対応する際､ ITインフラ､リーダーシップ､協働ネットワ

ーク(collaborativenetworks)など既存の経営資源を活用することが非常に重要

であることを指摘した｡

これまでの資源ベース理論に関する研究の欠点として､以下の2つが挙げら

れる｡ 1つ目に､多くの研究は､企業の各経営資源の強みと弱みを評価するこ

と が 少 な い こ と で あ る(WadeandHulland,2004)｡ ま た､ wadeandHulland(2004)

によれば､過去の研究では､主要な経営資源が企業の競争優位に貢献している

点を強調したが､実際に企業が市場のトップになるためには､主要な経営資源

を強化するだけではなく､全ての経営資源を活用して､相乗効果を実現するこ

とが重要であると指摘している｡

多くの資源ベース理論に関する研究において､企業の重要な経営資源が競争

優位に与える影響を検討しているが､幾つかの研究は環境パフォーマンス

(environmental performance) ､ 収 益 性(profitability) ､ 戦 略 的 提 携(strategic

alliance)など競争優位以外の課題に着目し､企業の経営資源からの影響も検討

さ れ て い る(e.g., Das andTeng, 1998; Russo and Fouts, 1997)｡ 次 節 で は､ こ れ ま

で も多く検討されている企業の経営資源と競争優位の関係に焦点を当て､情

報システム分野における資源ベース理論に関する諸概念を検討する｡
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(1)情報システム分野における資源ベース理論の諸概念

情報システム分野では､企業の経営資源､組織パフォーマンス､競争優位に

関 す る 研 究 の 多 く は 資 源 ベ ー ス 理 論 を 引 用 し て い る(e.g., Montealegre, 2002;

wadeandHulland,2004)｡ 資 源 ベ ー ス 理 論 に よ れ ば､ 企 業 は 様 々 な 経 営 資 源 の 属

性を認識し､それを活用することで競争優位の確立に貢献することができる

(Barney, 1991)｡以下において資源ベース理論に関する諸概念をそれぞれ説明す

る｡

1)競争優位

競争優位とは､企業の組織環境や市場環境において価値があり､持続可能か

つ模倣困難な資源を指す(BirkinshawandGoddard,2009)｡企業は新興産業で支配

的地位を獲得することや､参入コストが非常に高く､競争相手がわずかである

業界-の参入を通して競争優位を確立している｡競争優位を確立する方法とし

ては､競合他社よりも低価格で提供することや顧客に対してユニークな価値を

提 供 す る 方 法 な ど が あ る(Birkinshaw and Goddard, 2009)0

企業の競争優位に関しては多くの経営戦略が挙げられている｡例えばPorter

etal.(1998)は､企業が特定の細分化された市場に対して､自社のニッチ(niche)

を認識し､差別化戦略或はコストリーダーシップ戦略を実施すれば競争優位が

獲 得 で き る と 指 摘 し た｡ ま た､ Porteretal.(1998) は､ 企 業 が 市 場 進 出 す る た め

の時期も非常に重要であることを指摘した｡つまり､企業は早期に目標市場に

進出すると､潜在的な市場参入者に対して参入障壁を設置することになり､新

市場でリーダーシップポジションを確保することができる｡これは先発優位

(first-mover advantage) と 呼 ば れ て い る｡

2)経営資源

企業の経営資源は企業資産と類似し､製品の開発や生産､サービスの提供な

どビジネスのプロセスにおいて有形或は無形のものである(Wade and Hulland,

2004)｡経営資源はそれぞれの特徴を有しており､企業は競争優位を獲得するた

めに､自社の各経営資源の属性を認識しなければならない｡具体的に､競争優
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位 の 獲 得 に 役 に 立 つ3 つ の 属 性 は 価 値(value)､ 希 少 性(rarity)､ 専 用 可 能 性

(appropriability)であり､競争優位の持続性を阻害する　3つの属性は模倣性

(imitability)､ 代 替 可 能 性(substitutability) ､ 流 動 性(mobility) で あ る(Wadeand

Hulland,2004)｡以下では､経営資源の各属性をそれぞれ説明する｡

①　価値

資源ベース理論によれば､企業がある経営資源を活用し､戦略を実行するこ

とによってビジネスの有効性と効率性が改善すると､その経営資源は価値があ

る と さ れ る(Barney, 1991)0

②　希少性

希少性とは､経営資源の供給不足により､多くの企業がその経営資源を同時

に利用できない状態をいう｡ l　つの経営資源の価値が高くても､市場からの供

給が大量にあれば､企業はその経営資源を如何に利用しようとも､競争優位に

導くことはできない｡例えば銀行にとって　ATM　という経営資源の重要度は高

いかもしれないが､この経営資源は珍しいものではないため､戦略的利点をも

た ら す こ と は 困 難 で あ る(Wade and Hulland, 2004)0

③　専有可能性

専有可能性とは､企業が価値､かつ希少な経営資源を使用し､利益を獲得す

ることを指す｡ 1つの経営資源の価値や希少性がいくら高くても､企業がその

経営資源を占有できない､或は資源の価値を生み出せないと､競争優位を獲得

す る こ と は 難 し い(Wade and Hulland, 2004)0

④　模倣性

企業は長期的に競争優位を維持するために､所有している経営資源が他の企

業に複製されることを制御することが必要である｡例えば､パーソナル･コン

ピュータ業界において､ --ドウェア技術は模倣されやすいので､ハードウェ

アのメーカーは短期間で新しい技術を開発しなければならない｡ Barney(1991)

によれば､経営資源が模倣されにくい条件としては､ユニークな企業の歴史

48



(unique firm history) ､ 因 果 関 係 不 明 性(causal ambiguity) ､ 社 会 的 複 雑 性(social

complexity)の3つが挙げられる｡ユニークな企業の歴史とは､企業が特定の時

期に貴重な経営資源を獲得したことを指す｡例えば企業がある時点で購入した

土地は､その後､価値が上昇するケースがある｡因果関係不明性とは､成功し

た企業が如何に経営資源を利用し､競争優位を獲得したかについて､他の企業

がその理由を読み取るのが難しいことを指す｡社会的複雑性とは､企業の経営

者が持つ株主､サプライヤー､顧客など主要な利害関係者との複雑な関係を指

す｡

⑤　代替可能性

企業は独自性のある経営資源に依存し､他の企業と競争する場合､その経営

資源が他の経営資源に代替されないように努力することが重要である｡なぜな

ら､重要な経営資源が他の資源に代替されると､その経営資源の価値が低減し､

企業の競争優位に対してネガティブな影響を与えるからである(Wade and

Hulland, 2004)0

⑥　流動性

ある企業がlつの経営資源によって市場で競争優位を確立すれば､競合企業

はその経営資源を大量に蓄積することによって競争優位を奪おうとする｡経営

資源は主に市場を通して流通している｡したがって企業は長期的な競争優位を

維持するために､重要な経営資源の流動性を控え､競合企業がその経営資源を

容易に入手できないような戦略を策定することが必要である｡経営資源の流動

性は､どんな種類の資源かによって異なっている｡例えば､流動性が高い経営

資源の例として､コンピュータのハードウェアやソフトウェアなどがある｡流

動性が低い経営資源の例として､企業の文化､ブランド資産(brandassets)な

ど が あ る(Wade and Hulland, 2004)0

以上､企業の経営資源において､競争優位の獲得に役立っ3つの属性(i.e.,

価値､希少性､専有可能性)と競争優位の獲得を阻害する3つの属性(i.e.,模

倣性､代替可能性､流動性)をそれぞれ検討したが､それらの属性の間には関
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連性が存在している｡例えば､経営資源の模倣性が高くなれば､資源の複製が

容易になり､希少性が低くなる｡また､経営資源の流動性が高くなると､各企

業は市場を通して資源を簡単に入手できるため､資源の希少性も低くなる｡そ

れに対して､経営資源の代替可能性は資源の希少性に影響するだけではなく､

資源の価値にも影響している｡

3)経営能力

資源ベース理論においては､経営資源以外に､経営能力の概念も幅広く検討

さ れ て い る(Williamseta1.,2012)｡ 経 営 能 力 と は､ 企 業 が イ ン プ ッ ト さ れ た 経 営

資 源 を よ り 高 い 価 値 で ア ウ ト プ ッ ト す る 能 力 を 指 す(wade and Hulland, 2004)0

Hoopes, Madsen, and Walker (2003) に よ れ ば､ 企 業 の 経 営 能 力 は 観 察 不 可 能 な も

のであり､組織のメンバーが長期的な実践を通して達成される能力であると指

摘した｡例えばDELL社の物流システムやウォルマートのドッキング･システ

ム(dockingsystem) な ど が あ る｡

経営能力と経営資源には異なる点が2つある｡まず､経営資源と比べて経営

能 力 の ほ う が 重 要 度 は 一 層 高 い｡ そ の 原 因 と し て､ AmitandSchoemaker(1993)

は､企業が組織ルーチン(企業の日常の作業)を通して自社の各経営資源を活

用していることを挙げている｡このようなプロセスを通して企業の経営能力が

生まれると指摘した｡もうlつとして､経営能力は経営資源のように組織間を

移 動 さ せ た り､ 市 場 で 購 入 す る こ と は で き な い と い う 点 が あ る(Amit and

Schoemaker, 1993; Zollo and Winter, 2002)0

(2)資源ベース理論とB2C･ECサイトに関する研究

経 営 資 源 と 企 業 パ フ ォ ー マ ン ス と の 関 係 に お い て､ ZhuangandLederer(2006)

はPowell and Dent-Micallef(1997) に よ る 伝 統 的 小 売 業 の 測 定 方 法 に 従 い､ ビ ジ

ネス資源､人的資源､ IT資源という　3つの側面からB2C電子商取引企業のパ

フォーマンスを測定した｡その中､ビジネス資源と人的資源は企業パフォーマ

ンスに強く関連しているが､ nl資源は企業パフォーマンス-の影響がそれほど

強くない｡なぜなら､ビジネス資源と人的資源は模倣性､代替可能性､流動性

が低く､このような経営資源は企業にとって価値が高い｡それに対して､ IT資

50



源は模倣性が高いので､ IT資源だけに依存して企業パフォーマンスを向上させ

る こ と は 困 難 で あ る(Clemons, 1991)｡ 以 下､ ZhuangandLederer(2006) の 測 定 方

法を引用し､ B2C電子商取引企業に関する経営資源の測定尺度をそれぞれ説明

する｡

まず､ビジネス資源には､パートナー･リレーションシップ(サプライヤー､

物流､金融など他の事業体との関係)､顧客リレーションシップ(顧客ニーズの

満足､顧客のプライバシーの保護､顧客との長期的な関係の構築)､ IT　ビジネ

ス･リレーションシップ(企業のマネジャーや一般従業員のIT技術に対する理

解)､プロセスの再設計(商品の販売､在庫管理など組織プロセスのB2C電子

商 取 引- の 適 応)､ ベ ン チ マ ー キ ン グ( 他 社 のB2C･EC サ イ ト の マ ネ ジ メ ン ト

を学び､自社の革新を行う)の5つが含まれる｡

次に､人的資源には､開放的な組織環境(組織メンバーの相互信頼､風通し

が良い上下関係)､開放的なコミュニケーション(企業の各部門間の迅速なコミ

ュ ニ ケ ー シ ョ ン)､ CEO の 約 束( 企 業 のCEO に よ るB2C･EC サ イ ト 事 業 の 重

視)､柔軟性(組織メンバーによる市場変化-の適応度)の4つが含まれる｡

後に､ IT資源には､資源のインタラクティブ性(各種IT技術を活用する

こ と に よ っ てB2C･EC サ イ ト の 機 能 を 実 現)､ パ ブ リ ッ シ ン グ･ ア プ リ ケ ー シ

ョン(企業がB2C･ECサイトを通して企業-の連絡方法､プライバシー政策な

ど の 情 報 を ユ ー ザ ー に 公 示 す る こ と)､ コ ミ ュ ニ テ ィ･ ア プ リ ケ ー シ ョ ン(B2C･

EC　サイトがユーザー間のコミュニケーションを促進するために提供されるチ

ャットや音声機能を有するアプリケーション)､カタログ･アプリケーション

(B2C･ECサイトによる豊富かつ迅速な商品検索機能のユーザー-の提供)､

取引アプリケーション(B2C･ECサイトによる商品の注文･支払い･追跡など

取引に関してユーザーに提供される機能)､ネットワーク･パフォーマンス

(B2C･EC サ イ ト が ユ ー ザ ー の 請 求 に 反 応 す る 速 度)､ ユ ー ザ ー･ イ ン タ ー フ

ェ ー ス(B2C･EC サ イ ト に よ る ユ ー ザ ー- の わ か り や す い イ ン タ ー フ ェ ー ス の

提供)の7つが含まれる｡

B2C電子商取引企業は､B2C･ECサイトのパフォーマンスを向上させるため

に､必要な経営資源を入手するだけでは不十分である｡その他に､それらの経

営資源を効率的に統合する企業の経営能力も重要である｡ B2C電子商取引企業
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の 経 営 能 力 に つ い て､ Montealegre (2002) はTeece, Pisano, and Shuen (1997) の ダ

イ ナ ミ ッ ク･ ケ イ パ ビ リ テ ィ･ ア プ ロ ー チ(dynamiccapabilitiesapproach) を 参

照し､ B2C電子商取引企業の経営能力の発展プロセスを検討した｡ダイナミッ

ク･ケイパビリティ･アプローチは資源ベース理論から発展した理論であり､

企業が如何に変化している市場や技術環境に適応して自社の経営能力を強化す

るかを説明している｡ダイナミック･ケイパビリティ･アプローチと伝統的な

経営能力の違いについて､伝統的な経営能力の観点では､企業は市場の機会を

把握し､企業の経営資源を活用することを検討している｡それに対して､ダイ

ナミックな経営能力の観点では､企業は市場の新しい機会を識別し､迅速に反

応するために､如何に新しい能力を開発するかを検討している｡

Montealegre(2002) の ダ イ ナ ミ ッ ク･ ケ イ パ ビ リ テ ィ･ ア プ ロ ー チ で は､ B2C

電子商取引企業の発展プロセスを発展方向の確立(establishingdirection)､戦略

開 発 に 注 力(focusing on strategy development) ､ 戦 略 の 制 度 化(institutionalizing

the strategy) と い う3 つ の 段 階 に 分 類 し て い る｡ ま た､ 各 段 階 に お い て 必 要 な

経営能力及び全ての段階において共通する経営能力をそれぞれ検討している｡

Montealegre(2002) の ダ イ ナ ミ ッ ク･ ケ イ パ ビ リ テ ィ･ ア プ ロ ー チ の メ カ ニ ズ ム

を図表2-6に示す｡
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図表2-6　ダイナミック･ケイパビリティ･アプローチのメカニズム

段階1
発展方向の確立

段階2
戦略開発に注力

段階3
戦略の制度化

戦略策定の能力

各段階に必要な能力

柔軟化の能力 資源統合と信用生成の
能力

グローバルなベンチマ
ークとトレーニング

過去の経験と歴史を学
ぶこと

組織トップは統一的に
知識を吸収すること

各段階に必要な行動

経営資源を核心業務に
整合すること

実験すること

経営資源を投資､活
用､共有すること

企業内部コミットメン
トを獲得すること

補足インフラに投資す
ること

外部関係の強化

リーダーシップ 組織文化

出 所) Montealegre (2002), p.523

情報技術

共通な経営能力

長期な視点
コ ミ ュ ニ テ ィ

ネットワーク

B2C電子商取引企業における発展の第1段階は､発展方向の確立である｡こ

の段階の主要な目標としては､企業が新しいイノベーションの応用により企業

の収益を転換させる方向を発見することである｡このような目標を達成するた

めに､企業には各業界､ビジネス､技術､デモグラフィックなど様々な領域-

の洞察力が要求される｡この洞察力は､戦略策定の能力と関連している(Hamel

and Prahalad, 1994)0

企業が戦略策定の能力を向上させるために必要な行動について､ Montealegre
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(2002)は､ ｢グローバルなベンチマークとトレーニング｣､ ｢過去の経験と歴史を

学ぶこと｣､ ｢組織トップが統一的に知識を吸収すること｣という　3　つを挙げて

い る｡ 具 体 的 に 述 べ る と､ oliver(1997) は､ グ ロ ー バ ル な ベ ン チ マ ー ク と ト レ ー

ニングが経営資源の獲得と経営資源の強化に役立っていると指摘している｡

Maidique and Zirger (1985) とMontealegre (2002) は､ 過 去 の 経 験 か ら 得 ら れ た 知

識は企業のこれからの成功にとって重要であるとしている｡また､過去の経験

と歴史に基づいて企業には独自の能力が形成されることになり､このような能

力は他社が模倣しにくいと指摘している｡ Montealegre(2002)は､各部門の部長

と企業の　CEO　が定期的に交流し､企業の経営戦略を策定することが重要であ

ると指摘している｡

B2C電子商取引企業における発展の第2段階は､戦略開発に注力することで

ある｡この段階では､企業の経営者は戦略の実行に集中している｡そのプロセ

スについて､企業の経営者はまず目標ドメインに対して初期的な計画を策定し､

戦略試行の結果を評価する｡次に､戦略試行の結果が良ければ､企業の経営者

は 大 量 の 経 営 資 源 を 投 入 し､ 戦 略 実 行 の 成 果 を 拡 大 す る(McGrath, Tsai,

Venkataraman, and MacMillan, 1996)｡ 戦 略 開 発 に 必 要 な 行 動 に つ い て､

Montealegre(2002)は､ ｢経営資源を核心業務に統合すること｣､ ｢実験すること｣､

｢ 経 営 資 源 を 投 資､ 活 用(leveraging)､ 共 有(C0-opting) す る こ と｣ と い う3 つ を

挙げている｡ Montealegre(2002)によれば､戦略を策定した後､企業の経営者は

戦略内容を着実に推進するために､各経営資源を調達し､戦略の実行をサポー

トすることが重要であると述べている｡また､戦略の実行において､実験的な

試みも必要である｡なぜなら､企業は試行錯誤しながらの実験(trial-and-error

experimentation) に よ っ て 業 績(taskperfbrmance) が 向 上 し､ 企 業 の 経 営 資 源 の

増 加 や 能 力 の 成 長 に 貢 献 で き る か ら で あ る(Dosi and Marengo, 1994)｡ さ ら に､

戦略計画の実現において企業が持っ既存の経営資源が不足している場合､企業

の経営者は自社の経営資源に対して投資を拡大するだけではなく､他社と提携

し､互いに経営資源を共有することも重要である｡

B2C電子商取引企業における発展の第3段階は､戦略の制度化である｡この

段階では､企業による資源統合と信用生成の能力が求められる｡つまり､企業

が経営戦略を実現させるためには､サービスの開発から提供まで社内組織から
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の サ ポ ー ト が 必 要 で あ る(Montealegre,2002)o ま た､ ス テ ー ク ホ ル ダ ー は 新 し い

ビジネスに対する信頼度が低いため､企業は過去の活動を踏まえて､一貫性が

ある戦略を実行することによって､ステークホルダーの信頼を獲得することが

重 要 で あ る(Teeceeta1., 1997)｡ 戦 略 の 制 度 化 に 必 要 な 行 動 に つ い て､Montealegre

(2002)は､ ｢企業内部のコミットメントを獲得すること｣､ ｢補足インフラに投資

すること｣､ ｢外部関係の強化｣という3つを挙げている｡まず､ ｢企業内部のコ

ミ ッ ト メ ン ト を 獲 得 す る こ と｣ に 関 し て､ Montealegre(2002) は､ 企 業 が 新 し く

獲得した経営能力が同社の管理層だけにしか存在していなければ､その能力に

よる価値の創造は限られることになる｡逆に､企業の経営能力を多くの従業員

に普及させ､経営能力に関する知識や具体的な業務を制度化すれば､経営能力

の価値が高くなると指摘している｡次に､ ｢補足インフラに投資すること｣であ

るが､ Miyazaki (1995)によれば､企業の経営能力は組織ルーチンに埋め込まれ

ているだけではなく､企業のインフラ(e.g.,データを収集･分析する電子機器)

に も 埋 め 込 ま れ て い る と 述 べ て い る｡ ま た､ Teeceetal.(1997) に よ れ ば､ 企 業 が

補足的な経営資源に投資すれば､今後の発展方向の確立に役立つと指摘してい

る｡したがって､企業が補足インフラに投資すれば､既存の経営能力の向上や

今後の戦略の確立に貢献できると考えられる｡ 後に､ ｢外部関係の強化｣につ

い て､ Montealegre(2002) に よ れ ば､ 企 業 の 経 営 能 力 の 発 展 は 外 部 関 係(e.g., 潤

費者､競争相手､政府)に強く影響されていると指摘している｡そのため､企

業は内部の能力を強化する一方､外部関係に対応することも重要であると言え

る｡

以上､ B2C電子商取引企業における発展の3段階を説明し､それぞれの段階

において必要な経営能力及び具体的な行動を検討した｡以下では､全ての段階

において共通する経営能力(i.e.,リーダーシップ､組織文化､情報技術､長期

的 な 視 点､ コ ミ ュ ニ テ ィ･ ネ ッ ト ワ ー ク) を 説 明 し て い く｡

リ ー ダ ー シ ッ プ- の 検 討 に つ い て､ PrahaladandHamel(2000) に よ れ ば､ 企 業

の経営戦略の策定は､企業のトップマネジメントによる業界環境の変化や発展

に対する洞察に強く依存すると述べている｡また､ Day(1994)によれば､企業の

トップマネジメントによるリーダーシップは､組織の各部門間の協働作業に重

要な影響を与えると指摘している｡
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組織文化-の検討について､ Oliver(1997)は､組織文化が経営能力の強化に重

要な影響を与えていると指摘している｡なぜなら､組織文化においては組織メ

ンバー間のインターアクションを日常･制度化し､このような組織ルーチンが

形 成 さ れ る と､ 他 社 が そ れ を 模 倣 し に く い か ら で あ る(Montealegre,2002)｡

情報技術-の検討について､ Clemons(1991)によれば､情報技術は企業の経営

資源のlつとして､それに対する投資が必要であるが､その情報技術の開発が

容易であると､競合企業はその技術を模倣しやすくなる｡したがって企業は長

期的な競争優位を維持するために､独自性があり､かつ代替不可能な情報技術

を開発することが重要である｡

長 期 的 な 視 点- の 検 討 に つ い て､ HamelandPrahalad(1991) に よ れ ば､ 企 業 は

経営戦略を策定する際に､長期的な視点を持つことが重要であると述べている｡

Miyazaki (1995)は日本とヨーロッパの企業を調査し､長期的な視点は経営資源

の増加と経営能力の発展に重要な役割を果たしていることを発見した0

コ ミ ュ ニ テ ィ･ ネ ッ ト ワ ー ク- の 検 討 に つ い て､ Eisenhardt and Schoonhoven

(1996)は､過去の資源ベース理論で も検討されている取引コスト､組織ルー

チン､効率性の課題をさらに拡張し､ソーシャル･ネットワークの構築という

新たな視点を提出した｡つまり､企業は自社の経営戦略と市場の機会によって､

自発的に戦略的同盟を形成するということである｡

4.技術一組織一環境フレームワーク

Tornatzky, Fleischer, and Chakrabarti (1990) は 技 術 イ ノ ベ ー シ ョ ン の プ ロ セ ス

を 検 討 す る 際 に､ 初 め て 技 術 一 組 織 一 環 境 フ レ ー ム ワ ー ク(technology-

organization-environment framework) を 提 出 し た｡ 技 術 一 組 織 一 環 境 フ レ ー ム ワ

ー ク は､ 企 業 コ ン テ キ ス ト(firmcontext) の 視 点 か ら イ ノ ベ ー シ ョ ン の 採 択 行

動を説明する理論である｡具体的に述べると､ Tornatzkyetal.(1990)は企業コン

テ キ ス ト を 技 術 コ ン テ キ ス ト(technologicalcontext)､ 組 織 コ ン テ キ ス ト

(organizational context)､ 環 境 コ ン テ キ ス ト(environmental context) の3 つ に

分類し､この3つのコンテキストが企業によるイノベーションの採択に影響を

与えていると示している｡以下､この3つのコンテキストをそれぞれ説明する｡
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(1)技術コンテキスト

技術コンテキストとは､企業に関するあらゆる技術を指す｡その中には､企

業が既に使用している技術(社内技術)と､市場で入手可能であるが現在使用

されていない技術(社外技術)が含まれている｡社内技術は､今後技術変化の

範囲や技術普及のプロセスに影響を与えるため､新技術導入のプロセスにおい

て 重 要 な 役 割 を 果 た し て い る(Collins, Hage, andHull, 1988)0

社 外 技 術 に は､ イ ン ク リ メ ン タ ル 創 造(createincremental)､ 統 合(synthetic)､

不 連 続 変 化(discontinuouschanges) と い う3 つ の 類 型 が あ る(TushmanandNadler,

1986)｡まず､インクリメンタル創造とは､既存の技術に新機能や新しいバージ

ョンを導入することを指す｡企業は新技術を導入する際に､インクリメンタル

創造を利用すれば､リスクが も低くなる｡例えば液晶モニターを生産する企

業が､新しいバーションの液晶技術を導入すれば､生産ラインを変更せずに､

技術の革新ができる｡次に､統合とは､市場において既に存在しているアイデ

アや技術を統合することを指す｡企業は統合の技術を採択して､緩やかな技術

革新を行っている｡例えば大学はインターネット技術とe-ラーニング技術を統

合し､学生に新しい授業方式を提供している｡ 後に､不連続変化とは､既存

の技術との関連性が低いことを指す｡企業にとって､不連続変化の技術を採択

す る こ と は 大 き な 冒 険 で あ る(Ettlie, Bridges, and OTkeefe, 1984)o 　 不 連 続 変 化 に

関する代表的な技術としては､ 1970年代の食品小売業に現れたバーコード技術､

1980年代に現れたパーソナル･コンピュータ､ 近ではクラウド･コンピュー

ティング技術がある｡

企業はインクリメンタル創造と統合の技術を導入すれば､技術発展の方向を

把握することが容易である｡それに対して､不連続変化の技術は予測不可能と

いう特徴があるため､企業はそれらの技術を導入する際､慎重に検討する必要

が あ る(Tushman and Anderson, 1986)0

(2)組織コンテキスト

組織コンテキストとは､組織構造､企業内部のコミュニケーション･プロセ

ス､ 企 業 の 規 模､ ス ラ ッ ク 資 源(slackresources) ( 企 業 の 経 営 目 標 を 達 成 す る た

めに必要な資源より多く蓄積されている余剰資源)など企業に関する要素を指
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す｡これまで組織コンテキストが企業の新技術採択に与える影響に関して､様々

な研究が行われている｡

TushmanandNadler(1986) に よ れ ば､ 企 業 は 内 部 の サ ブ ユ ニ ッ ト や 各 部 門 間 の

職能を活かしあうことで新技術の採択を促進することができると指摘している｡

例 え ば 組 織 の プ ロ ダ ク ト･ チ ャ ン ピ オ ン(product champion) ( 製 品 ア イ デ ア を

事 業 化 さ せ る 責 任 者)､ バ ウ ン ダ リ ー ス バ ナ ー(boundaryspanner) ( 企 業 の 各 部

門間の境界を超えて動く人)､ゲートキーパー(gatekeeper) (組織や企業の境界

を越えて､その内部と外部を情報面からつなぎ合わせる人)が連携することで､

新技術の導入を促進できる｡新技術の採択(adoption)段階において､多くの研

究(e.g.,Burnsand Stalker, 1961;DaftandBecker, 1978) は 上 記 の よ う な 有 機･ 分 権

的 組 織 構 造(Organic and decentralized organizational structure) を 提 唱 す る が､

新技術の実行(implementation)段階においては､有機･分権的組織構造より､

機 械 的 組 織 構 造(mechanistic organizational structure) の ほ う が 有 効 で あ る｡ な

ぜなら､機械的組織構造では､集中的な意思決定や各組織メンバーの役割が固

定されているという組織的特徴が技術の実行に適合するからである(Zaltman,

Duncan, and Holbek, 1973)0

組織構造以外に､組織のコミュニケーション･プロセス､組織の規模及びス

ラック資源も新技術の採択に影響を与えている｡例えば､ Tushman and Nadler

(1986)によれば､企業のトップマネジメントは組織メンバーに対して､技術革

新の重要性を強調することや､技術革新に関する企業の歴史及び未来の魅力的

なビジョンを伝えるというコミュニケーション･プロセスを通して､企業の技

術 革 新 を 促 進 し て い る と さ れ て い る｡ ま た､ CyertandMarch(2003) に よ れ ば､

企業の規模が大きければ大きいほど､技術革新がしやすいと指摘している｡さ

らに､ Tornatzkyetal.(1990)によれば､企業は技術革新に関する資源が足りない

時こそ､技術革新のモチベーションが高くなるとしている｡したがって､過去

の研究ではスラック資源の技術革新に対する重要性が強調されたが(e.g.,

Rogers, 1983)､この資源を蓄積するだけでは､技術革新の発生に必ずしも有効

ではないと言える｡

(3)環境コンテキスト
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環境コンテキストには､産業環境､技術インフラの環境､政策環境などが含

ま れ て い る(Tornatzky et a1., 1990)｡ 産 業 環 境 に 関 す る 検 討 に つ い て､ Mansfield

(1977)は､激しい競争環境の産業では企業の技術革新が促進されると述べてい

る｡ KamathandLiker(1994) に よ れ ば､ 産 業 の バ リ ュ ー チ ェ ー ン に お い て 支 配 的

地位を有する企業の活動は､パートナー企業の技術革新に影響を与えていると

指摘されている｡また､産業のライフサイクルと技術革新との関係について､

成長期の企業が常に技術革新を行っていることは一般的に認識されているが､

実際､成熟期と衰退期の企業はコスト削減､効率性の向上､新しいビジネスの

展開などの手段を通して､技術革新を行うケースも存在している(Tornatzky et

a1.,1990)0

技術インフラも技術革新と関連している｡具体的に､企業の技術インフラが

充実すれば､熟練労働者や他のサプライヤーからの支援が豊富であるため､技

術 革 新 を 促 進 す る(Rees,Briggs,andHicks, 1984)｡ 一 方､ 技 術 イ ン フ ラ が 充 実 し

ていない場合､企業は市場から高価格な熟練労働者を雇用する費用を省けるこ

と か ら､ 労 力 節 約(labor-saving) に 関 す る 技 術 革 新 を 行 っ て い る(Levin,Levin,

and Meisel, 1987)0

政府の政策は､技術革新にポジティブ､またはネガティブな影響を与えてい

る｡例えば､政府がエネルギー企業に対して､環境汚染の軽減を要請する場合､

企業はその規制を履行するために､必要な技術革新を行わなければならない｡

このような技術革新は一般的にコストが高いため､財力が充実している大手企

業は､技術革新を促進させるが(政府が特定の技術革新に対して､政策上のサ

ポートをする)､中小企業にとっては､金銭上の負担が大きいため､その政策が

企業の技術革新を抑制する(政府の規制を履行するために､他の技術に投資す

る余裕がない)0

以上､技術コンテキスト､組織コンテキスト､環境コンテキストという3つ

の側面から企業による技術革新-の影響を検討したが､この3つのコンテキス

トが技術一組織一環境フレームワークの核心要素であり､それらの要素と技術

革新の意思決定との関係は図表2-7のように表される｡つまり､技術コンテキ

スト､組織コンテキスト､環境コンテキストは相互に影響しあっており､この

3つのコンテキストが技術革新の意思決定に直接的な影響を与えている｡
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図表2-7技術一組織一環境フレームワーク

出 所) Tornat2:ky et al. (1990), p.154

(4) 技 術 一 組 織- 環 境 フ レ ー ム ワ ー ク とB2C･EC サ イ ト に 関 す る 研 究

企業によるB2C･ECサイトの採択について､多くの研究は技術一組織一環境

フレームワークを用いて､B2C･ECサイトの展開に関する促進要因と抑制要因

を検討している｡以下､代表的な研究をレビューする｡

Xu, Zhu, and Gibbs (2004) は 技 術 一 組 織 一 環 境 フ レ ー ム ワ ー ク を 用 い て､ 企

業 がB2C･EC サ イ ト 事 業 を 展 開 す る 際 の 幅(breadth) と 深 さ(depth) を 検 討

した｡ B2C･ECサイト事業を展開する際の幅とは､企業がどのくらいバリュー

チェーンの活動を行っているかということであり､深さとは､企業がバリュー
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チェーンのある活動に対して､その価値を開発する程度であるo　技術､組織､

環 境 と い う3 つ の コ ン テ キ ス ト に お い て､ Xu et al.(2004) は 企 業 に よ る82C･

EC　サイトの展開の幅と深さを検討し､各コンテキストに関する代表的な要素

を整理した｡

ま ず､ 技 術 コ ン テ キ ス ト で は､ 技 術 競 争 力(technologycompetence) と い う 要

素 が 挙 げ ら れ て い る｡ Zhu,Kraemer,andXu(2003) に よ れ ば､ 企 業 はE- ビ ジ ネ ス

に関する技術(e.g.,技術インフラ､インターネットスキル､ノウハウ)の競争

力が強ければ強いほど､ E-ビジネス事業を展開する傾向が高くなると指摘して

いる｡

次 に､ 組 織 コ ン テ キ ス ト で は､ 企 業 の 規 模(firmsize)､ グ ロ ー バ ル ス コ ー プ

(globalscope)､ 事 業 の 統 合(enterpriseintegration) と い う3 つ の 要 素 が 挙 げ ら

れ て い る｡ 企 業 の 規 模 と 　B2C･EC 　 サ イ ト 事 業 の 展 開 と の 関 係 に つ い て､

Schumpeter(2010)は､企業の規模が大きければ､スラック資源が大量に蓄積さ

れており､それが新しい技術の開発を促進すると指摘している｡一方､大手企

業は組織の柔軟性が中小企業より低いため､技術革新のコストが高くなる

(Gupta, Agarwal, Ioannidis, and Gopalakrishnan, 1999)｡ グ ロ ー バ ル ス コ ー プ と

B2C･EC サ イ ト の 事 業 展 開 と の 関 係 に つ い て､ GurbaxaniandWhang(1991) に よ

れば､企業はE-ビジネス事業を展開することによって､グローバル市場に進出

する際の取引コストを減少できるとされている｡事業の統合とB2C･ECサイト

事 業 の 展 開 と の 関 係 に つ い て､ ZhuandKraemer(2002) に よ れ ば､ 企 業 は 新 技 術

を開発するよりも､事業の統合を強化するほうが重要であるという｡なぜなら､

新技術は競合企業に模倣されやすいが､事業の統合は企業の戦略と関わってお

り､模倣されにくいからである｡

後 に､ 環 境 コ ン テ キ ス ト で は､ 競 争 の 強 度(competitionintensity) と 政 策 環

境(regulatoryenvironment) と い う2 つ の 要 素 が 挙 げ ら れ る｡ 競 争 の 強 度 と は､

競合他社の影響を受ける程度を指す(Xueta1.,2004)｡競争の強度とB2C･ ECサ

イ ト の 事 業 展 開 と の 関 係 に つ い て､ Sadowski,Maitland, andvanDongen(2002) に

よれば､インターネットの普及によって多くの小売企業がオンライン事業を展

開 し て い る｡ 伝 統 的 な 企 業 は こ の よ う な 外 部 プ レ ッ シ ャ ー(externalpressure)

を感じる時､自社のB2C･ECサイトを開設し､競争優位を獲得しようとしてい
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る｡ ZhuandKraemer(2002) は､ 競 争 の 強 度 と 技 術 革 新 の 関 係 を 分 析 し､ 企 業 は

技術革新を通して企業のポジショニングや業界の競争環境に影響を与えている

と指摘している｡そして環境コンテキストでは､政策環境は企業の技術革新に

も強く影響している(Xueta1.,2004)｡例えば政府は有利な法律や規制を公布

し､ 82C･EC サ イ ト 事 業 の 発 展 を 促 進 さ せ て い る｡

Gibbs and Kraemer (2004) はXu et al. (2004) と 類 似 し､ 技 術 一 組 織 一 環 境 フ レ

ームワークを用いて企業によるB2C･ECサイトの展開を説明したが､組織コン

テキストを検討する際に､新たな要素を取り入れた｡つまり､組織コンテキス

ト に､ 知 覚 さ れ た ベ ネ フ ィ ッ ト(perceivedbenefit) と 金 融 資 源(financialresource)

という2つの要素が加えられた｡知覚されたベネフィットとは､強い生産力､

先進的なマネジメント､低価格での商品提供など他社と比べて自社の相対的優

位 性 を 表 し て い る(Ramamurthy, Premkumar, and Crum, 1999)0 Gibbs and Kraemer

(2004)によれば､市場拡張､新市場-の進出､コスト削減など企業の知覚された

ベネフィットはB2C･ECサイトの展開に関連していると指摘されている｡金融

資 源 も 企 業 に よ る 　B2C･EC 　 サ イ ト の 展 開 に 重 要 な 影 響 を 与 え て い る

(Ramamurthyeta1., 1999)｡ な ぜ な ら､ 企 業 に よ る ハ ー ド ウ ェ ア､ ソ フ ト ウ ェ ア

など技術インフラ-の投資が､ B2C･EC　サイトの展開を促進するからである

(Gibbs and Kraemer, 2004)0

Zhu, Kraemer, and Xu(2006) は､ 各 国 の 企 業 がB2C ･ EC サ イ ト 事 業 を 展 開 す

る際のプロセスを明らかにするために､技術一組織一環境フレームワークを引

用 し て 検 討 を 行 っ た｡ そ の 中､ 組 織 コ ン テ キ ス ト に お い て､ Zhuetal.(2006) は

経 営 障 壁(managerialobstacles) と い う 新 た な 要 素 を 取 り 入 れ た｡ そ れ は､ 企 業

が82C･ECサイト事業を展開すれば､業務のデジタル化をサポートする物理的

プロセスを発展させることが必要だからである(Zhueta1.,2003)｡企業はこのよ

うな物理的プロセスを構築するために､組織構造-の調整も行っている

(chatterjee, Grewal, and Sambamurthy, 2002)｡ し か し､ 一 部 の 企 業 は､ 組 織 マ ネ

ジメントの能力やノウハウが欠如しているため､組織構造の変化にうまく適応

し て い な い(Roberts, Jarvenpaa, and Baxley, 2003)0 Zhu et al. (2006) は こ う し た 組

織マネジメントの問題を経営障害と命名したが､経営障害はB2C･ECサイトの

展開にネガティブな影響を与えている｡
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上記の技術一組織一環境フレームワークと　B2C･EC　サイトに関する研究の

成果を図表で表すと､図表2-8のように示される.

図表2-8　技術一組耗一環境フレームワークによるB2C･ECサイトの展開

企 業 に よ るB2C･EC の 展 開

技術コンテキスト

･技術競争力

範頼コンテキスト

･企業の規模

･グローバルスコープ

･事業の統合

･知覚されたベネフィット

･金融資源

･経営障害

環境コンテキスト

･競争の強度

･政策環境

出 所) xu, Zbu, and Gibbs (2004),p.15 とzhu, Kraemer, and Xu (2006),p.1560 を 参

考に筆者作成

5.企業によるB2C･ECサイトの展開について-アリパパ社の事例を中心に

(I)アリパパ社の概要

ア リ パ パ･ グ ル ー プ･ ホ ー ル デ ィ ン グ(AlibabaGroupHoldingLimited) は1999

年に中国漸江省杭州市で設立した｡アリパパ社はプラットフォーム型企業とし

て､ 様 々 な 業 務 を 展 開 し て い る｡ AlibabaGroup.(2018) に よ れ ば､ 現 在 の ア リ パ

パ社は以下の9つの業務がある､ ①Taobao.com (2003年創立､中国国内市場に

向 け る 　C2C･EC 　 サ イ ト)､ ②1688.com (1999 年 創 立､ 中 国 国 内 市 場 に 向 け る

B2B･EC サ イ ト)､ ⑨Alibaba.com (1999 年 創 立､ 国 際 市 場 に 向 け るB2B･EC サ

イ ト)､ ④Aliexpress.com (2010 年 創 立､ 国 際 市 場 に 向 け るB2C･EC サ イ ト)､

⑤Tmall.com(2008 年 創 立､ 中 国 国 内･ 国 際 市 場 両 方 に 向 け るB2C･EC サ イ ト)､

⑥アント･フィナンシャルサービス(2014年創立､小企業と一般消費者を対象

と す る 金 融 サ ー ビ ス)､ ⑦Alimama.com (2007 年 創 立､ ア リ パ パ 社 傘 下 の 各 サ イ

トに広告サービスを提供する広告プラットフォーム)､ ⑧菜鳥物流(2013　年創
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立､アリパパ社傘下の各サイトに物流サービスを提供する)､⑨Alibabacloud.com

(2009年創立､アリパパ社傘下の各企業にクラウド･コンピューティング技術

を 提 供 す る) (AlibabaGroup, 2018)｡ ア リ パ パ 社 の 歴 史 的 変 遷 や 主 な 出 来 事 は､

図表2-9で示される｡

図表2-9　アリパパ社の発展史

時 期   偬 磯 b Ā Ā

1998 年12 月 x886(4 粨7ﾒﾘ,cyﾈ,ﾉ 霈h8986ｸ*ｨﾕ 做(,Y(hﾙ,ﾉ6H ⅸ 竧 処5BĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀ
イト｢アリパパオンライン｣を開設o 

1999 年9 月 8ｨ776ﾈ6(6x8ｸ4 襍ｨtﾈﾌﾏh 譏/ﾕ 做(,ﾙzvĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀ

1999 年10 月 8ｨ77*｣Siﾈ6ｸ,ﾈ78688ｸ4ﾈ88785ｸ*y8ｨ/* 薬ĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀ

2000 年1 月 ﾈ7H6x684ｨ48ｨ77,iﾈ6ｹ8ｨĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀ

2001年12月 凉h*ｨ8*ｨ.域愉6陞YH*｣iﾉﾈ/<ｹFｦĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀ

2002年12月 凉h*ｨｪ8,俛X鬨,薬ĀĀĀĀĀ

2003 年5 月 亂9k9{ﾄ3$2 腟85H486zH54 着F6ﾙzvĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀ

2003 年10 月 c8 迚ZXｴｭjH48ｨ72 育 姥I_2ﾙzvĀĀĀĀĀĀĀĀĀ

2004 年2 月 hﾙ48985ｸ6ﾈ6(6x 讓8ﾜXﾘ(ｧｨ,ﾈﾙﾝｹ4ｨ/; 茶iﾈ6ｲ 薬ĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀ

2004 年7 月 8ｨ77*ｨ54 坪,ﾃ8 壞Siﾈﾋ8,ﾈﾜI8ｨ/JﾙUﾆĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀ

2004 年12 月 8ｨ72 育 姥I_2 佰h 譎<izvĀĀĀĀ

2005年1月 4ｨﾘﾖ,ﾉ6Hⅸ竧処ｨ,伜?ﾈ+ZJ(ﾘﾖ･/4ｸ7h96ĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀ

2005年4月 4iｸﾌ(hﾙtﾉkﾈ,ﾈｸ5ｸ5H486rｩﾙzｩ4仂ik/ﾆvĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀ
パ オ が 中 国 のC2C.EC サ イ ト で ト ッ プ にo 

2005 年8 8ｨ77*ｨ8H7Hｸ688486s 壓6ｸ,ﾉ8ｨ/; 薬ĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀ

2006年7月 ｩgｹ8ｨ鰄ｩH檍/ﾙzx+ZH5487ﾘ988x,I6ﾆĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀ

2007 年1 月 8ｨ774ｸｸ7h*ｨ8､8,(,H48ｨ775ﾈ7H6x4X4x4tﾈﾌﾏh 譏/ﾒĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀ
__L 

iL.o 

2007 月8 月 8ｨ78､8､9lｩ 偬ĀĀĀĀĀĀĀ

2007年10月 8ｨ77*ｩ(hﾙﾔ淫Hｾ(ﾗ8,hｺI:ｩJﾘ+X+ﾘ6ﾈ6(6x5h8x6(7iuｨ,ﾉhⅹVĀĀĀĀĀĀĀĀĀ
｢易融通｣をウェブ上で公開o 

2007年11月 8ｨ7748985ｸ6ﾈ6(6ytﾈﾌﾏh譏*ｨﾘﾖ伊H竧処,8ｦĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀ

2008年3月 8ｨ77*ｨ685ｨ99ﾘﾘx轌Hｷ685ｨ99zﾉ,ｨ轌H,ﾈﾕﾉﾉl[h,薬ĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀ

2009 年9 月 X6 り5(98788Xｸ6X4(984ﾄﾆ&6ﾆB/ﾙzvĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀ

2012 年3 月 ﾄ#$85H486z(54 傅H/)5iDﾂﾖﾆﾂ, 弌ﾈĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀ
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2012年9月 兔Hﾙ8H7Hｸ.h.,ﾈtﾈ+X,H*(+ﾘ48ｨ77ｩCCX,ﾈ*H+ﾉZｨ/H8*)mĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀ
すo 

2013 年5 月 x886(4 粨7ﾒﾔ4TｹD:IzI)ｸﾘﾈ 尨*､4T 做D2ĀĀĀĀĀ

2013年8月 8ｨ77,ﾈﾝﾙ&ﾘﾕ做)ﾉIｩ5ﾖĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀ

2014 年2 月 彦ﾖﾆﾈ,ﾘﾙﾝｸｨﾏﾈ*ﾊ)5iDﾈﾙﾝｺ8/ﾙzvĀĀĀĀĀĀĀĀĀ

2014 年7 月 8ｨ77,ﾘｾ)x4ｸｸ7h,i/ﾆx+ZC# 馼ｼh, 偬ｲĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀ

2014 年9 月 ｨ8Xｸ8ｸ4 伊H 竧 処,8ｦĀĀĀĀĀĀĀĀ

2014 年10 月 986rH4(685h888ｸ5Hｸ7(5 り4ｸｸ7h/ﾙzvĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀ

2015 年2 月 8ｨ77,ﾙj9hﾙtﾉkﾈ,ﾘ7ｨ8ｸ4ｨｲ 迭 纔 壓6ｸ/8ｨｲĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀ

2015 年5 月 8ｨ77,ﾘ 鈴,｢hﾙ,ﾉZ 越ﾈｮ 仂bｨĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀ

2015 年5 月 凛I)ｹT4TｹD:I*9tX*ｦ4T 做D6ĀĀĀĀĀ

2015 年6 月 8ｨ77,ﾘ5ﾈ7H6x684ﾘ7ｸ6X4(4CX 壓 鈴8ｨĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀ

2015 年7 月 8ｨ77,ﾔﾆ&6ﾆBﾘ,ﾉ8ｨﾘDEBFFV6 著 馼ｼh/5rĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀ
開o 

2015年8月 8ｨ77,i吋ｨ抱ⅸ&8,ﾙﾙzｩ4ﾆx/､ｨ跏ĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀ

2016 年6 月 8ｨ77,ﾘ 尨ｧ 唔ﾈ 斯H5ｸ8,x 馼ｼh/5x､ｨ+ZI8,x984ｸ6X4"ĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀ
ンメント業界に進出o 

2017年2月 8ｨ77,ﾙU9ﾈ&8,i/ﾆx+ZH8､8,X6ｨ8Xｸ8ｨ6Xｸ8ｹﾙzｨ/邯ĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀ

2017 年11 月 8ｨ77,ﾕ7V'E&WF 牝w&,ﾃ3bbX,ﾈｩH/ 靖;ZH6ｨ8Xｸ8ｨ6RﾒĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀ
ルの展開を計画o 

2018 年5 月 8ｨ77,ﾘ74ﾈ58,ﾉ6H ⅸ 竧 処 檍$F&ｪ8/H8ĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀ

出所)張著･永井訳(2014)を参考に筆者作成

(2)資源ベース理論に関する事例

資源ベース理論と企業の経営戦略との関係について､ Montealegre(2002)はダ

イナミック･ケイパビリティを提出した｡そこで､リーダーシップ､組織文化､

情報技術､長期的な視点､コミュニティ･ネットワークという5つの経営能力

は企業の各経営戦略に重要な影響を与えることが示されている｡以下は､上記

の5つの経営能力とアリパパ社の事例を合わせて説明していく｡

1) リ ー ダ ー シ ッ プ

アリパパの創業者であるジャック･マ-は､ 1964年に中国漸江省杭州市で生

まれた｡大学受験に2度失敗し､杭州師範学院(現在の杭州師範大学)に進学
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し､大学卒業後は､杭州電子工業大学(現在の杭州電子科技大学)の英語教師

に な っ た｡ ジ ャ ッ ク･ マ- は25 歳 か ら 大 学 で5 年 間 教 鞭 を 取 り､30 歳 の 時 に､

大学を辞職して｢海博翻訳社｣を設立した｡当時のジャック･マ-はインターネ

ットについて全く知らず､アメリカに行った時､初めてインターネットという

ものを知った｡

1995年､漸江省杭州市は､安微省阜陽(ふよう)市までの高速道路を建設し

ようとしていた｡その事業にはあるアメリカの投資会社が絡んでいたが､事業

開始から1年経っても､その会社はまだ契約で定められた投資額を支払ってい

なかった｡そこで､杭州市はジャック･マ一に連絡し､アメリカに行ってその

会社と交渉するよう依頼した｡当時､ジャック･マ-は創業したばかりで､ ｢海

博翻訳社｣にはまだあまり実績がなかったが､彼は杭州市で英語ができる人間

として政府側の交渉係となり､アメリカに派遣された｡しかし､アメリカに着

いて見ると､その会社は詐欺集団であるということがわかった｡空港で帰国便

のチケットを買う時に､ジャック･マ-は何もせずに帰るのはもったいないと

思い､自分の知り合いがシアトルでインターネット会社を経営していることを

思い出した｡インターネットというのは彼にとって全く新しい概念だったが､

ジャック･マ-の鋭いビジネス感覚はこれが彼にチャンスと転機をもたらすと

感じた｡彼はシアトルに行き､インターネットというものを目の当たりにした｡

ジャック･マ-は､インターネットで実に多くの情報を手に入れられると知

ったが､同時に中国に関する情報は全く見つけられないことに気づいた｡それ

はつまり､中国市場では､インターネットという業界が空自だということを意

味していた｡ジャック･マ-はこの発見に非常に興奮し､次に自分のやるべき

ことが見つかったと思った｡ジャック･マ-は帰国したその日の夜に､親交が

深かった友人24名を招き､インターネットについて語った｡当時インターネッ

トという言葉自体､耳にすることはなく､ 24人の中､それに可能性を感じたの

は1 人 だ け だ っ た が､ そ れ で も ジ ャ ッ ク･ マ- の 考 え は 変 わ ら な か っ た｡ 一 週

間後､彼は起業に必要な2万元をかき集め､妻と一緒にインターネット企業(中

国イエローページ)を設立した｡

中国イエローページを立ち上げてから3ケ月後に､中国電信から経営許可が

下り､中国イエローページは上海に中国では初となるインターネット回線を開
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通させた｡これによってジャック･マ-はダイヤル方式でインターネットに接

続し､顧客に自社のウェブサイトを見せることができるようになった｡しかし､

杭州電信が中国イエローページの成功からインターネット業界に将来性を見出

し､市場を占有しようとし始めた｡ 1年余りの競争を通し､資本不足が原因で

中国イエローページは杭州電信と合併し､ 30%の株を保有するだけとなった｡

合併してまもなく､ジャック･マ-と杭州電信の管理層の意見が衝突したが､

30%の株しか持たないジャック･マ-は基本的に発言権がなかった｡それがわ

か る と､ ジ ャ ッ ク･ マ- は 辞 任 し､ 次 の 起 業 を 行 っ た｡

1999年2月､教師時代に購入した杭州の湖畔花園にあるジャック･マ-のマ

ンションに､ 17人の創業スタッフが集まり､電子商取引創業の決起集会を開い

た｡ジャック･マ-が電子商取引を選んだのは一時の思いつきではない｡当時

の 中 国 市 場 は 新 浪(sina.com) と 捜 狐(sohu.com) が ト ッ プ2 と し て 競 り 合 い､

その他のインターネット企業も相次いで生まれていた｡ジャック･マ-がこの

業界を選んだのは､様々な交易会でアマゾンやイ-ベイなどの欧米の電子商取

引企業と交流し､中国にも自分たちのための成熟した電子商取引のビジネスモ

デルが必要だと考えたからである｡

そのビジネスモデルについて､ジャック･マ一には独自の考えがあった｡彼

がやろうとしていたのは､大企業向けではなく､中小企業向けのサービスであ

るo　ジャック･マ-の言葉を借りれば｢/トエビだけを捕まえる｣というものであ

る｡大企業は実力があり､独自のチャネルを持っているため規模が大きい｡し

かし中小企業にはそうした力がないため､大企業以上にインターネットを必要

としているはずだと考えたのである｡インターネットを用いると中小企業も多

くの注目を集められ､費用も低く抑えられる｡ジャック･マ-がやりたいのは

そういったインターネットビジネス､電子商取引であった｡

しかし､当時ジャック･マ-の経営チームは､資金不足という問題に直面し

て い た｡ ジ ャ ッ ク･ マ- は 率 先 し て 自 分 の 金 を 出 し､ ス タ ッ フ も ジ ャ ッ ク･ マ

-の堅実な性格に影響を受け､ポケットマネーを差し出した｡こうして集めら

れた50万元(日本円:約812万円)がアリパパの創業資金となった(王利芥･李

押,2015)0

上記の事例から見れば､アリパパの元リーダーであるジャック･マ-は､明
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確な目標と方向性を心に抱いており､その努力は理性的かつクリアであったた

め､苦労の末に進むべき理想の道を探し当てたと言える｡リーダーシップにお

いて､業界環境の変化や発展に対する強い洞察力と部下の協働作業をリードす

る 能 力 が 要 求 さ れ る(Day, 1994;PrahaladandHamel,2000)｡ ジ ャ ッ ク･ マ- は そ

の2つの能力を有しているからこそ､これからアリパパの成功の基盤になった

と推測される｡

2)組織文化

幼い頃から武侠小説､特に金庸(きんよう)の作品を愛していたジャック･

マ-は､ビジネス戦略や企業文化の構築において､金庸の小説から影響を受け

ていた｡例えば､会社の経営理念について､ ｢独孤九剣｣や｢六脈神剣｣といった

金庸の′J､説に出てくる必殺技の名前が使われていた｡ ｢独孤九剣｣はみんなで知

恵を出し力を合わせること､共に学んで成長すること､質の良さ､簡潔さ､情

熱､開放性､創造性､集中､サービス､それに相互の尊敬を指す｡ ｢六脈神剣｣

は顧客第一､チームワーク､変化に対する柔軟性､誠実さ､情熱､勤勉さを指

す｡

1999年､ジャック･マ-はインターネット業界の大物を杭州-呼び寄せる方

法について考えていた時に､金庸の小説に出てくる武術大会｢華山論剣｣にちな

んで､ ｢西湖論剣｣を開くことを思いついた｡当時のアリパパは知名度が低かっ

たため､ジャック･マ-は集客力を向上させるために､中国では有名な金唐の

武侠小説を用い､電子商取引のサミットを｢西湖論剣｣と名づけることで､多く

の出席者を集めた｡また､アリパパの事務所は全て｢光明頂｣､ ｢達磨(ダツマ)

院｣､ ｢桃花島｣など､金庸の作品内の武術の聖地を引用して名付けられた0

2000 年9 月､ 第1 回 の｢ 西 湖 論 剣｣ が 杭 州 で 開 か れ る こ と に な っ た｡ 当 時76

歳の金庸も西湖湖畔にやってきた｡金庸の影響力のお陰で､多くの参加者が集

まった｡参加者は､ 50社以上のグローバル企業の中国代表､新浪の王志東､捜

狐の張朝陽､網易の丁嘉などIT業界で知名度が高いCEO達､さらに在中カナ

ダ大使や英国上海総領事などであった｡このサミットの開催によって､ジャッ

ク･マ-は自身の中国IT業界での影響力を築いただけではなく､アリパパのブ

ランド価値も向上した｡
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金庸の武侠世界をアリパパの組織に用いている代表的な事例は､タオパオの

武侠文化である｡タオパオの企業文化の1つに従業員全員が､武侠文化小説中

の登場人物名を自分のニックネームにしているというものがある｡タオパオの

社員のニックネームには社員の職種や勤務年数の長さが反映されている｡例え

ばジャック･マ-のニックネームは｢風清揚｣ (金唐の小説の中で､主人公に秘

剣を伝授した老人)であり､タオパオの出店者は相互に｢小二｣ (武侠小説中で

飲食店や宿の店員を指す言葉)と名乗っている｡そしてアリパパ社での上級役

負-の研修は｢風清揚クラス｣と呼ばれ､ジャック･マ-がそのクラスを担当し

て い る( 王 利 芥･ 李 邦,2015)0

武侠文化は中国の独特な文化であり､この文化は中国における多くの大手IT

企業の創立者に影響を与えている｡なぜなら､中国のIT業界において 初の創

業者の殆どが1960年代生まれの文化大革命を経験した世代であり､海外の文

化に接触する機会が少なく､中国本土の武侠文化からの影響が特に大きいから

である｡例えば､捜狐の張朝陽､網易の丁露など｢西湖論剣｣に参加した中国IT

業界のエリート達は全て金庸のフアンであった｡ジャック･マ-は初めてこの

文化を活かして､同業界の人を引き寄せただけではなく､独特な組織文化を形

成したのである｡

3)情報技術

2013年､アリパパ社が主導して設立した､中国スマート物流ネットワーク･

システムが深センで正式に稼働を始めた｡アリパパ社は銀泰グループ､復星グ

ループ､富春グループ､順豊速運､申通エクスプレス､円通速逓､中通快逓､

韻達快運と提携し､ ｢菜鳥網絡科技有限公司｣を立ち上げた｡菜鳥の戦略目標は

以下の3つである｡第1に､中国のどこにでも24時間で商品が配達される

先端の物流ネットワークを構築すること､第2に､サプライチェーンの運営プ

ラットフォームを可視化すること､第3に､ビッグデータ分析によって物流シ

ステムにサプライチェーンの予測及び分配サービスを提供することである｡

菜鳥は中国の各地に倉庫設備のシステムを構築し､アリババクラウドコンピ

ューティングを用いて､物流データとアリパパのサービスを対応させることで､

オンライン事業とオフライン事業を効果的に結びつけた｡
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4)長期的な視点

ジャック･マ-が提唱した多くのアリパパの使命の中で､ 102年続く､3世紀

に跨る会社(アリパパは1999年設立)になるという使命を実現するためには､

組織制度の設定と経営戦略の策定において長期的な視点を持っことが欠かせな

い｡以下､組織制度と経営戦略という2つの側面からアリパパ社に関連する事

例を説明する｡まず､組織制度に関して､アリパパ社にはパートナー制度があ

る｡ 2010年､アリパパ社内部でパートナー制度の試行が始められた｡パートナ

ー制度とは､毎年取締役の者が､企業の従業員の中から新しい取締役を指名す

るという制度である｡この制度は他の企業のパートナー制度とは異なり､保有

株数の比率によって取締役の指名権が与えられないことである｡また､企業の

債務に対して連帯責任を負うのではなく､アリパパに5年以上勤め､優れたリ

ーダーシップを発揮し､企業文化に強く賛同していて､企業の発展に大きな貢

献をするなど､企業文化と使命の継承に全力を尽くせることが必須条件である｡

ジャック･マ-は､パートナーは会社の運営者､事業の建設者､文化の継承

者であり､株主として会社の使命と長期的利益を も重視し､顧客と従業員､

株主に長期的価値をもたらすものだと考えている｡ 2013年9月にジャック･マ

-はパートナー制度に対して以下の発言を行った｡ ｢パートナー制度は私たち

の使命､ビジョン､価値観を継承し､アリパパの絶え間ない革新を保証し､組

織がより完全に近づくようにするだろう｡未来の市場において､より活発でよ

り競争力をもつようにしてくれるだろう｡この制度は私たちの理想とする未来

を創造する力と自信を与えてくれる｡同時に私はアリパパのパートナー制度が

より透明性の高い基礎の上で､現在の資本市場の短期的利益を追求する傾向に

よる企業の長期的発展に対する弊害を取り除き､全ての株主により良い長期的

な収益をもたらすものであると期待している｣｡

次に､経営戦略の策定について､アリパパ社は多業種に亘るビジネスを展開

しており､｢全ての企業がどこでも簡単にビジネスをできるようにすること｣に

も大きな価値を置いている｡アリパパは､モノやサービスを買ってくれる一

般消費者だけでなく､それらを提供するブランドやサプライヤーも同じように

大切にしており､消費側と供給側が共にwin-winになる関係こそ社会的価値を

果たせるものと考えている｡特に､中小企業は大企業に劣らない優れた製品や
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アイデアを持っているが､販売ネットワーク構築や商品の見せ方などの販売力､

市場分析などの製品開発力､資金調達などの信用力など､障壁が多々存在する｡

アリパパはこのような中小企業に必要なあらゆるプラットフォームを提供する

ことが､商品販売による短期的な売上よりもずっと価値のあることだと考えて

おり､中小企業にとってもアリパパにとっても利益のあることだとしている｡

アリパパは､ 102　年続く企業でありたいという理念を持っており､社会構造の

一部になり得るインフラとして､こうしたサービスを提供し続けていきたいと

考えている｡

そ し て 今 後 の 戦 略 に つ い て､ ア リ パ パ は､ こ れ か ら の 社 会 がIT (Information

Technology) 時 代 か らDT (Data Technology) 時 代- と 進 化 す る こ と を 見 通 し､

｢ ニ ュ ー リ テ ー ル｣ 戦 略 を 計 画 し て い る｡ ニ ュ ー リ テ ー ル は､ ｢020｣､ ｢ オ ム ニ

チャネル｣の概念とは異なっている｡ ｢020｣とは､オンラインtoオフラインの

略称であり､企業はオンラインで消費者を発見し､オフラインのリアル店舗に

誘 引 す る こ と を 指 す(wangeta1.,2015)0 ｢ オ ム ニ チ ャ ネ ル｣ と は､ 顧 客 と の 接 点

になるリアル･ネットの販売チャネルすべてを､連携･融合させる仕組みであ

る( イ ン プ レ ス,2015)0 ｢020｣ と｢ オ ム ニ チ ャ ネ ル｣ は｢ ど こ で 売 る か｣ に 焦 点

を当てるが､ニューリテールは｢流通販売のあり方自体に 新技術で社会変革

を起こす｣ことを目指している｡具体的には､DT時代にあふれているビッグデ

ータを統合し人工知能が分析することで､今社会のどこで何が必要とされ､各

チャネルがどのような役割を持つべきか､そして 終的にどこに届けるべきか

に関して､アリパパがオンライン･オフライン･物流の3つの側面でリアルタ

イムに知ることができるというものである｡例えば､オンラインとオフライン

店舗の一体化が進んでいる｡従来のオンライン店舗の強みとしては､口コミや

ブランドストーリー､製品の詳細など､自分の欲しい情報が簡単に検索できる

ことが挙げられる｡一方､オフライン店舗の強みとしては､モノを実際に触り

体験できることが挙げられる｡現在､アリパパのTmallサイトは､オンライン

でモノを売るサイトから､｢個々の消費者に合わせてモノ･ブランドに関する情

報コンテンツを提供するメディア｣ -と変貌を遂げようと取り組んでおり､同

時にオフラインの実店舗とTmallサイトの統合も行っている｡また､アリパパ

は物流システムの変革も行っている｡オンライン･オフラインを問わず､どの
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店での注文も､自宅から も近いところにある商品が届けられる仕組みを菜鳥

の物流ネットワークに導入している｡

｢Tmallでモノを知り､都市の実店舗でモノを体験し､実店舗内でTmallを

使ってさらにモノを知り､自宅から一番近くの別の実店舗からモノが配送され

る｡｣このようなバリューチェーンの実現は､アリパパが目指しているニューリ

テールの社会である｡

5) コ ミ ュ ニ テ ィ･ ネ ッ ト ワ ー ク

企業は他社と提携し､コミュニティ･ネットワークを構築することによって､

利益が拡大できるようになる｡そのため､多くの企業家が提携先を探し､互い

に力を借り合うことで自分の目標を実現しようとする｡

2005 年､ ジ ャ ッ ク･ マ- は 捜 狐 と 提 携 を 結 ん だ｡ そ の 年 の4 月12 日､ ア リ

パパのタオパオサイトは捜狐との戦略的協力を発表した｡双方はそれぞれのユ

ーザーを共有し､オンライン及びオフラインで提携を結び､中国のネットショ

ッピングにおける互いの強みを組み合わせて､リソースの共有を実現した｡捜

狐の代表取締役兼　cEO　の張朝陽はタオパオとの提携を見極め､次のように述

べている｡ ｢捜狐とタオパオの提携により､捜狐の膨大なユーザーに対して､安

全かつ保証されたオンライン取引の場所が提供できるようになる｡これはネッ

トユーザーの両社に対するイメージと位置づけをより確かなものとするだけで

はなく､電子商取引の急速な発展を促進することにも繋がっていくだろう｡ま

た､中国の電子商取引において､支払い方法が大きな障害だったが､タオパオ

の決済サービス｢アリペイ(支付宝)｣の出現が､インターネット取引の安全性

に新しい解決法を提供した｡今後もユーザーたちはアリペイを使いたがるだろ

うし､今後､私たちはさらなる提携のチャンスを探っていくだろう｣0

タオパオと捜狐の提携は､win-winの提携だと言える｡当時中国で も知名度

の高かったインターネットブランドの1つが捜狐であり､捜狐は1000万のユ

ーザーと膨大なデータ通信量を持っていた｡タオパオは捜狐のウェブサイトを

借りて､捜狐の登録ユーザーをタオパオの登録-と呼び込んだ｡また､タオパ

オは､中国 大の個人商取引ネットワークとして､他のサイトにはないブラン

ドカと技術力があり､捜狐はタオパオの豊富なコンテンツを借りて､ユーザー
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により多くのサービスを提供できるようになった｡

タオパオと捜狐の提携後､タオパオの利益は莫大なものとなった｡ジャック･

マ-は｢タオパオは捜狐のポータルサイトにおける優位性及び強力な構造を見

極めたのだ｣と述べている｡このような大手サイトとの提携により､タオパオ

はさらに多くの潜在的ユーザーを獲得できた｡強者と強者の連合は､タオパオ

の今後の発展-の牽引力ともなった｡

(3)技術一組織一環境フレームワークに関する事例

Tornatzky et al. (1990) は､ 技 術 コ ン テ キ ス ト(technological context)､ 組 織 コ

ン テ キ ス ト(organizationalcontext)､ 環 境 コ ン テ キ ス ト(environmentalcontext)

という3つの側面から､企業による情報技術の採択を表す技術一組織一環境フ

レームワークを提出した｡以下では､上記の3つのコンテキストとアリパパ社

の事例を合わせて説明していく｡

1)技術コンテキスト

技術コンテキストでは､企業の技術競争力が重要な要素として挙げられてい

る｡アリパパ社は､アリペイという新たなオンライン決済システムを開発し､

paypalという有名な決済システムを代替することによって､中国の電子商取引

では不可欠な決済システムとなっている｡

2004年までに､中国のインターネットユーザーは1億人を突破したが､電子

商取引には信用問題があったため､電子商取引で買い物をする者は少数であっ

た｡その頃､世界 大の決済サービスを提供していた会社がpaypalであり､こ

の会社はクレジットカードのシステムの上に成り立っている｡しかし､当時の

中国では多くの人がクレジットカードを持っていなかったため､ paypalのシス

テムを導入しても､中国のユーザーには適さなかった｡アリパパ社は中国の状

況に合わせて､アリペイという決済システムを開発した｡

アリペイは単なる決済サービスを提供するだけではなく､タオパオでの取引

を保証するというサービスも提供している｡この難しい問題を乗り越えたこと

で､買い手と売り手の信頼問題を解決し､取引はより簡単になった｡具体的に

は､タオパオでアリペイを利用する際､アリペイは抵当保証のようなサービス
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を提供している｡アリペイは､売り手に支払う代金をアリペイが一時的に預か

り､買い手が商品を受け取り､間違いのないことを確認してから､支払いが完

了するというシステムである｡このような革新的な技術は電子商取引の売り手

に対してよりよい商品サービスを提供することを促した｡

2)組織コンテキスト

現在のアリパパ社は､幅広いサービスを提供している巨大な電子商取引の複

合体である｡アリパパ社は中国の新しい経済を支えるインフラとしての役割を

ますます強めており､ 1つの生態系が出来上がっている｡アリパパの生態系に

は､卸売りマーケットプレイス､小売りマーケットプレイス､生態系のサポー

トサービスという3つの類型がある｡以下､それぞれの要素に含まれる代表的

なビジネスを詳しく説明していく｡

(∋　卸売りマーケットプレイス

a. ア リ パ パ チ ャ イ ナ(1688.com)

アリパパチャイナは､中国に何百万とある中小製造業者や商社のオンライン･

コミュニティであり､中国 大の卸売りマーケットプレイスである｡アリパパ

チャイナの会員はサイト上に自社の商品を掲載して､チャットやメッセージ機

能で交渉を行っている｡ 近は､アリペイを使ってオンラインで決済する会員

も増えている｡アリパパチャイナのサービスは基本的には定期契約制であり､

会員は年会費を払えば､アリパパチャイナの全てのサービスを利用できる(e.g.,

検索順位を上位化､店舗のインプレッション数の増加)0

アリパパチャイナは､単なる売り買いのプラットフォームではなく､会員た

ちは掲示板に日常的にアドバイスを書き込んだり､オフラインで交流を深めた

り､商談を行ったりしている｡欧米では､数十年かけて築かれた事業者団体が

同業者を結ぶ役割を果たしているが､市場経済-の移行が急速に進んでいる中

国では､アリパパチャイナがその役割を担っている｡

タオパオの小売業者やアリパパチャイナの輸出業者の大部分の商品は､アリ

パパチャイナから供給されている｡このように､アリパパチャイナがアリパパ

の他のマーケットプレイスと緊密なっながりを持っていることは､会員がアリ
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パパの生態系に留まる理由になっている｡

b. ア リ パ パ イ ン タ ー ナ シ ョ ナ ル(Alibaba.com)

アリパパインターナショナルは国際的な卸売りマーケットプレイスであり､

240以上の国や地域の輸入業者と輸出業者をつないでいる｡アリパパインター

ナショナルの収益源としては､中国の製造業者と海外のバイヤーのビジネスだ

けではなく､あらゆる国の業者が参加していることによっている｡

(塾　小売りマーケットプレイス

a. タ オ パ オ(taobao.com)

タオパオ(taobaoは中国の漢字｢淘宝｣のピンインであり､宝探しという意味)

は､中国 大のC2Cマーケットプレイスである｡タオパオでは､衣服から､映

画のチケット､地元商店で売られている日用雑貨まで､あらゆる商品の注文に

利用されている｡そして 近は､スマホの普及とともに､モバイルアプリでの

売買も増えている｡

タオパオが誕生する前､中国の小売業界は､大規模な小売チェーンやデパー

トのほか､何百万もの中小の業者と家族経営の店で構成されていた｡タオパオ

はそれら中小の小売店にオンラインで商品の売り場を提供している｡またオフ

ラインでの買い物を支援するために､インスタントメッセージや店の評価シス

テムなど､利便性､コミュニケーション､信頼性に役立っ機能もサイトに盛り

込んでいる｡

タオパオには､欧米のECサイトと一線を画する大きな特徴がある｡それは

店の顧客がウェブページですぐに売り手と連絡を取って､チャットを姑められ

ることである｡店の人と親しくなってから商品を購入する習慣がある中国の消

費者にとって､このようなサービスの提供は欠かせないものである｡

b. Tmall (Tmall.com)

タオパオにおいて､多くの出店者は中小･個人事業者であり､大手企業より

も､中小･個人事業者のほうが､インターネットを利用してみようという意欲

が高い｡一方､大手企業の事業者の動きは遅かったが､タオパオが中国 大の

75



ショッピングサイトになったことで､大手のブランドや小売業者も電子商取引

に注目し始めた｡同時に､多くの消費者が､小さな商店のサービスのばらつき

を嫌がり､大手のブランドや小売業者から直接買うことを望み始めた｡すなわ

ち､消費者は大手の有名な小売業者から直接買えるのであれば､不良品をつか

まされるリスクのある小さな商店で買う必要が無いということである0

そこでアリパパが立ち上げたのが､大手のブランドや小売業者と消費者を直

接つなぐTmallである｡ Tmallは海外の有名なブランド品を求める中国の消費

者に､快適なショッピングを提供している｡露天商が大声を張り上げて商品を

売る蚤の市がタオパオだとすれば､ Tmallは､親切な販売員や顧客サービス係

を備えた豪華な店構えのショッピングモールである｡そしてTmallは大手のブ

ランドや小売業者に対して　5%の販売手数料を徴収している｡それらの事業者

にとって､販売や物流の設備に多額の費用がかからないオンラインの環境で､

何億人もの顧客を相手に商売ができることに比べたら､数パーセントの手数料

はかなり安いと言える｡

海外のブランドにとっては､ Tmallを通して中国での認知度を高めるととも

に､小売のインフラがまだ整備されていない内陸部の顧客に自社をアピールす

る絶好の手段となる｡例えばギャップ､リーバイス､レイバンなどのブランド

はTmallに開設した店舗を使って中国の消費者のニーズを掴んだり､中国市場

で売り上げを伸ばす方法を探ったりしている｡また､グローバル化がTmall事

業の大きなテーマであり､アリパパは海外ブランドの出店を増やすことに力を

入れている｡

C. ア リ エ ク ス プ レ ス(Aliexpress.com)

ア リ エ ク ス プ レ ス は､ ロ シ ア､ ア メ リ カ､ ブ ラ ジ ル､ ス ペ イ ン､ フ ラ ン ス､

イギリスなどグローバルな消費者に向けて､中国のメーカーやサプライヤーか

らの商品を販売するオンラインB2C･ECサイトである｡ 2010年4月に設立さ

れたアリエクスプレスは､中国の売り手と海外市場の消費者を直接つなごうと

するアリパパ初の試みである｡

③　生態系のサポートサービス
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a. ア ン ト･ フ ィ ナ ン シ ャ ル サ ー ビ ス(ant fin.com)

2014 年10 月､ ア リ パ パ 社 は ア ン ト･ フ ィ ナ ン シ ャ ル サ ー ビ ス 会 社 を 立 ち 上

げ､アリペイを始めとする金融やクレジットサービスなど様々なサービスを傘

下に置いた｡名称にある｢アント(蟻) ｣とは､このグループがサービスを提供

しようとしている小企業や零細企業を指す｡それらの小さな企業は､国有銀行

からの支援が少ないため､アント･フィナンシャルサービスがその穴を埋める

ために設立されたのである｡

アント･フィナンシャルサービスの中心事業は､世界 大の第3者オンライ

ン決済サービス会社アリペイである｡アリペイは直接及びエスクロ一方式によ

る決済サービスを､中国国内及び国際的取引に携わる購入者と販売者に提供し

ている｡アリパパ社のマーケットプレイスでの取引を支えるだけではなく､ア

リパパ社以外のオンライン決済(ら.g.,光熱費､携帯の料金)など､幅広い支払

いに対応している｡

また､アント･フィナンシャルサービス社は､積極的に金融投資サービスを

展 開 し て い る｡ 例 え ば､2013 年6 月､ ア ン ト･ フ ィ ナ ン シ ャ ル サ ー ビ ス 社 は｢ 余

額宝｣という金融投資サービスを提供し始め､銀行より金利が良かったことか

ら､多数の利用者を集めた｡

アリパパ社はアント･フィナンシャルサービス社との間に一定の距離を置い

た複雑な所有構造を設け､アント･フィナンシャルサービス社を｢関連会社｣と

位置づけることで､中国の厳しい金融規制に対応している｡有利な条件でアリ

ペイの事業を展開すると同時に､アリペイの所有権を保ち､その利益の一部が

アリパパ社に入っている｡

b. 菜 鳥 物 流(cainiao.com)

2013年以前､中国は物流の効率が悪く､全国でサービスを展開する物流業者

はいなかった｡アリパパ社はその課題に対処するため､速達サービスの主要　5

社(i.e., 順 豊 速 運､ 申 通 エ ク ス プ レ ス､ 円 通 速 逓､ 中 通 快 逓､ 韻 達 快 運) を 統

合し､アリパパが48%の株を持っ､菜鳥物流会社を設立した｡複数の物流業者

を連携させることで､商品の配送が遅れないようにすることが目標である｡

一方､菜鳥物流の 大の競争相手であるJDドットコム社のJDロジステイク
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スは､自前の流通網を持つことで､物流事業全般を自社で管理している｡菜鳥

物流の水平的ネットワークに対して､JDロジスティクスは垂直的に統合された

ネットワークである｡現在､両社は物流インフラだけではなく､デジタル分野

のインフラでも競い合っている｡

C. ア リ ク ラ ウ ド

2009年に創立されたアリクラウドは､アプリの開発者や販売者に対して､コ

ン ピ ュ ー タ 処 理 能 力 や ス ト レ ー ジ(storage) な ど､ 様 々 な ソ リ ュ ー シ ョ ン を 提

供するクラウドコンピューティング会社である｡具体的な内容は､図表2-10に

示している｡

図表2-10　業界別におけるアリクラウドのソリューション

業 界 ﾈ8ｨ8Xｸ5h8x92 内 容 ĀĀĀ

ⅠOT 騁 車 両 の 速 度､ 運 輸 路 線､ 周 辺 環 境 な ど の ĀĀĀ

データを収集し､運輸会社のコストの低 

減､運輸効率と安全性を向上させる 
物 流 ｸ5ｸyﾘ,ﾈﾏ 越hｷu 云iZﾉZｩGｨ/ĀĀĀĀĀĀĀĀĀ

改善し､倉庫の人的コストと効率を向上 
させる 

航 空 几xﾗ8 檍,X,JHﾗｿ8ﾉH,h7ｨ6X8ｸ,ﾉuﾂĀĀĀĀĀ
約システム､保険販売のソリューション 

を提供する 
空 港 儖(ﾗ8ｴ,ﾉJﾙ(ZHhﾗ 靉ｨｷ,ﾈｬyyﾘ,rĀĀĀĀĀ

金 融 兢ｸﾊ 保 険 の 受 発 注､ 電 子 保 険 証 の 管 理 な ど Ā

銀 行 仞(ﾗ8ｼik,ﾈ488898 峇ĀĀĀĀ
オンライン金融 88898ｾuｨ5Hｸ7(5ﾈ､ｩJﾘ.(ｬyyﾘ,ĀĀĀĀĀĀĀ

必要な技術を提供 
証 券 乘H 饑,ﾉ/ｹ(ｩH,ﾉHIH8, 亊h+x.ﾈ8ｨ8bĀĀĀĀĀĀ

- ン ′ ヨ ン ′ 

取 引 所 88898 竧 処,ﾈ7h8(6x7H4ｸ8//ĀĀĀĀĀĀĀĀĀ

供 

金融ビッグデータ 仞uｨ5Hｸ7(5謁駅,ﾉyZｨｦﾙDh.)ﾙwUﾒĀĀĀĀĀĀĀĀ
価､取引リスクの予測などのソリユーシ 
ヨンを提供 

エネルギー h4x6ﾈ8ｸ4ﾘｲ光熱発電所のデジタル化 ĀĀĀ

健 康 9|8ｴﾕﾂ 検 診 の 予 約､ 遠 距 離 検 診 な ど オ ン ラ イ ン ĀĀĀ

医療のソリューションを提供 

医 療 管 理 9|8ｴﾕﾈ,X,E62Gv&V6ĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀ

service)､ 医 療 情 報 シ ス テ ム(hospital 

informationsystem) を 提 供 

医 療 流 通 9|4#$*D#$:C#,ﾈ5ﾈ8ｨ8Xｸ5h8x92ĀĀĀĀĀ

を提供 

医 療 健 康 ﾘｸ6x6h685,ｨ+X,Hｫ8,ﾈﾉ(ﾔbĀĀĀĀĀĀĀĀĀ
一夕を収集 

遺 伝 子 科 学  )6 6h ｸ5 ｸ5 ﾉZｩ ﾚH X, YV
の予測.予防 
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行 政 佰,｢ 交 通 渋 滞 の 予 測､ 交 通 管 理 の ソ リ ユ ー シ ĀĀ
ヨンを提供 

公 共 安 全 8,ﾈｦY& 闔h, 豫H 雕4ｨ88ﾙ'RĀĀĀĀĀĀĀ

政 務 ﾙWｸ,ﾈｦYYInXｭH,ﾈ 饑,ﾈ5h4h48ｨ984ĀĀĀĀĀĀ
関するソリューション 

税 務 HYk,ﾈ5ﾈ8ｨ8Xｸ5h8x92ĀĀĀĀĀĀ

ゲ ー ム 侈Hｸh､ｩJﾒ ゲ ー ム の 開 発 に 関 す る ソ リ ュ ー シ ョ ン Ā

セ キ ュ リ テ ィ ｸ8,ﾈ5Hｸ6ｸ,x. 丿X 顗,ﾈﾕXﾈ(/ĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀ

防止 

広 告 ｸ847h8ｨ, 儘ﾈﾙ/ﾆhﾝｨ+x.,h,bĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀ

り､一部のデータ伝送費を無料にする 

製 造  儘 鮎h,ﾈ 齷: 陋ｲ メ ー カ ー に 対 し て､PaaS(Platformasa Ā

service) の ソ リ ュ ー シ ョ ン を 提 供 

ⅠoT 設 備 の 生 産 Fｵｨ/8ｸ4ｨｸ,ﾈ6ｨ8Xｸ64hｸ92ĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀ

に導入 

生 産 管 理 h 蝌, 亊h+x. 丿X6h5x5ｹﾙOX/ｬyyﾒĀĀĀĀĀ

媒 休 冲ﾉﾉmB 有 線 回 線 と 連 携 し､ ネ ッ ト テ レ ビ な ど の ĀĀ
デバイスを通して､消費者の興味に合わ 
せた内容を提供 

AⅠとビッグデータ 6h4(48hｸ5Xｸ,ﾈｦXﾗ9:hｸ5ｴﾂĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀ

録､加工､分析､応用することに関する 

技術を提供 
メディア資料管理 6h4(4,亊h+x.丿X{4X6Y]ｲĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀ

存 

内 容 生 産 X8ﾈ7(ｼx,iﾆx+ZIMIx,ﾉx゙ ﾈ, 亊h+x.ĀĀĀĀĀ
各技術を提供 

メ デ ィ ア 融 合 9ﾙ46h4(4,ﾈ 戊8ｻX/ 淤+ZH7bĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀ
ロモーションに関する様々な技術を提供 

新 媒 休 ｨ¥ｪH8hｸ5Xｸ,ﾈ7h8ﾘ7H4488ｸ6hｲĀĀĀĀĀĀĀĀ
タなど 新のメディア技術を提供 

生 物 iZ)6 生 物 遺 伝 子 デ ー タ の 保 存､ 分 析 に 関 す る  ĀĀĀĀ
クラウドサービスを提供 

混 合 ク ラ ウ ド DD8,ﾈ4X6ｲ 各 地 の ⅠDC(internetdatacenter) の デ ー ĀĀĀĀĀ

タをアリクラウドに導入 

多地域ネット回線 ﾈ6(6xﾈ,ﾈ48987H8+8.x,仄ﾘ嶌+ZBĀĀĀĀĀĀ
企業の通信能力を向上させる 

クラウド上とクラウ ド以外の融合 們5云ﾈ,X,H48ｨ4X6鮎ik/;?ﾂĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀ

デ ー タ 預 か り 舒 仂h,ﾈ6hｸ548ｨ4X6 况*BĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀ
- ビ ス 

オ フ ィ ス. オ ー ト メ 侘)ﾈ8hｸ5Xｸ,X,JH4H4(5 り4ｲĀĀĀĀĀĀĀĀ
- シ ヨ ン x8ﾘ5h88,ﾈ5Hｸ7(5/ｹĀĀĀĀĀĀĀĀ

管 理 サ ー ビ ス 俑ﾈﾘx4X6 亊h+x.ﾈ7H6x4X4x4//ĀĀĀĀĀĀĀĀ
供 

020 #5Hｸ7(5 ホ テ ル 管 理 シ ス テ ム､W ⅠF Ⅰ 使 用､pOS 支 ĀĀĀĀ

払いなど様々な020の使用シーンに関 

する技術のソリューションを提供 

ア ニ メ ﾈ985ｨ9845Hｲ 映 画､ 建 築 な ど ア ニ メ ー シ ョ ン の レ ン ダ ĀĀĀĀĀ

ビ ス ｨ984ｪﾈ+X+ﾘﾞﾉVﾈ*ｸ+R 亊bĀĀĀĀĀĀĀĀ

するサービスを提供 

出 所) ア リ ク ラ ウ ド の ホ ー ム ペ ー ジ(https://cn.aliyun.com/) を 参 考 し､ 筆 者 作 成

d. ア リ マ マ(Alimama.com)
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アリママはマ-ケタ一にビッグデータの分析サービスを提供しているデジタ

ル･プロモーションの会社である｡アリママが提供しているサービスの内容は､

図 表2-11 に 示 し て い る｡

図表2-11　アリママの各サービス

サ ー ビ ス vRĀĀĀ

Unidesk h5x5ｲh8ﾘ8(ｸ5h8x98,ﾈ5ﾈ8ｨ8Xｸ5h8x98//ｹX,H*(.ĀĀĀĀĀĀĀĀĀ

オンライン.タ-ゲテイング広告のプラットフォーム 

タオパオ直通車 8ｨ77岑,ﾈ54H486x,ﾈ5逸(,X,JHﾔﾈﾙ7h8ﾒĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀ
モーションのソリューションを提供 

智 鋳 88898ﾔﾈﾙ/LﾉHH+x.h8(6x7H4ｸ8ĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀ

タオパオ客 4H486x,ﾈ5逸(,X,JI5云ﾈ,ﾈ7h8ﾘ8(ｸ5h8x98ﾏĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀ

果を可視化するサービスを提供 
晶 鈴 宝 4H486x,ﾈ5 逸(,X,JH ⅹV 樓H4H,ydﾂĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀ

富な商品展示のサービスを提供 
達 磨 盤 4H486x,ﾈ5 逸(,X,JH5 籀56X48984ｨｷ/ﾖĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀ

つてプロモーションを行うサービスを提供 

出 所) ア リ マ マ の ホ ー ム ペ ー ジ(https://www.alimama.com/itldex.htm) を 参 考 し､ 筆

者作成

e.メディアとエンターテインメント

民俗芸能をしていた父親を持つジャック･マ-は元々ドラマチックなことを

好む傾向がある｡そのため､アリパパは積極的にメディアやェンタ-テインメ

ントの分野に進出し､動画共有サイト､優酷土豆(ヨウクトウドゥ)に出資し

たり､映画製作会社､アリパパピクチャーズを設立したりしている｡

アリパパが映画やェンタ-テインメント産業に進出する背景には､オンライ

ンで売買できる商品は何でもアリパパで扱って欲しいという中国の消費者の要

望がある｡すなわち､映画やビデオも､オンラインで売買できる商品である｡

従来の電子商取引のマーケットプレイスは､物理的な商品を扱っていたが､近

年では､電子書籍､映画､チケット､ビデオゲームなどバーチャルなアイテム

などもデジタル商品で扱うことが増えている｡アリパパはそれらの商品をオン

ラインで売ることに興味を示し､この分野に進出しているのである｡

3)環境コンテキスト

xu et al. (2004) に よ れ ば､ 技 術- 組 織 一 環 境 フ レ ー ム ワ ー ク の 環 境 コ ン テ キ
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ス ト と し て､ 競 争 の 強 度(competition intensity) と 政 策 環 境(regulatory

environment) と い う2 つ の 要 素 が 挙 げ ら れ て い る｡ ア リ パ パ 社 は 様 々 な ど ジ ネ

スを展開する際､市場からの競争プレッシャーを感じることが多い｡中でも

も注目されるのは､ 2003年～2006年の間に行われたイ-ベイとの戦いである｡

1995年にアメリカで誕生したイ-ベイは当時世界 大のC2C･ECサイトで

あ っ た｡ 2003 年3 月､ イ- ベ イ は 当 時 中 国 大 のC2C･EC サ イ ト で あ っ た｢ 易

趣｣の株を　33%買収し､正式に中国市場に進出した｡イ-ベイとの競争につい

て､2003 年4 月 に､ ジ ャ ッ ク･ マ- は 自 社 のC2C 事 業 と し て タ オ パ オ サ イ ト を

作り始めた｡タオパオが開設されたばかりの頃､出品する会員は継続的に増え

ていったが､取引成約数は少なく､活発ではなかった｡そのため､アリパパは

1億円を投じてタオパオを宣伝しようと試みた｡しかし､各大手ポータルサイ

トに広告を載せてくれるよう商談に向かったところ､すでにイ-ベイが先に契

約しており､その契約には同業他社の電子商取引サイトの広告を載せないとす

る条項があることがわかった｡

このような状況に対処するために､タオパオの広告活動は3つの段階に分け

て行われた｡第1段階は口コミである｡この方式でタオパオに第一陣のユーザ

ーたちがやってきた｡第2段階はいわゆる｢農村によって都市を包囲する｣戦術

である｡当時の状況として､大手ポータルサイト(都市)にはタオパオの広告

を載せることができなかったが､メールを主な手段としていた中小サイトや個

人サイト(農村)は､政府が規制を強めたことで､収入が落ち込んでいた｡タ

オパオはこの時期､こうした中小サイトに向けて大規模な広告活動を行ったの

で あ る｡ 第3 段 階 は､ 2003 年 末 か ら2004 年 の 初 め に か け て､ タ オ パ オ に 対 す

る業界の見方が劇的に変わったことである｡タオパオが捜狐､マイクロソフト

と相次いて提携を結んだことで､イ-ベイの独占状態が終わったのである｡

2003 年6 月､ イ- ベ イ は1.5 億 ド ル で 易 趣 の 残 り の 株67% を 買 い 占 め た｡

2004年2月､アリパパは当時中国のインターネット業界では 高額となる8200

万ドルの資金調達を完了した｡この資金に関する投資家グループには､ソフト

バ ン ク､ フ イ デ リ テ ィ･ イ ン ベ ス メ ン ツ(Fidelitylnvestments) な ど が 含 ま れ て い

た｡アリパパはこの資金を使ってイ-ベイに対抗しようとした｡

2004年9月､イ-ベイと易趣の電子商取引業務が正式に統合されたが､ビジ
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ネスが上手くいかず､多くの顧客が離れる結果となった｡主な原因として､イ

-ベイが用いたアメリカ式の支払い体系とクレジットカードシステムは中国の

消費者に適合しなかったことが挙げられる｡当時の中国はクレジットカードの

決済システムが確立されていなかったため､消費者がイ-ベイのECサイトで

5ドルくらいの買い物をすると､手数料が20ドルも取られるという結果を招い

た｡そのため大量の消費者がイ-ベイからタオパオに流れたのである｡また､

イ-ベイが出店者に対し､出品料と売買手数料を徴収していたのと違い､ジャ

ック･マ-はタオパオを3年間無料にするという方針を打ち出した｡この無料

の方針はタオパオがイ-ベイと戦う上での重要な対抗策であった｡ 2005　年10

月､ジャック･マ-は10億元の追加投資を発表し､無料方針をさらに3年間続

けるとした｡この方針のお陰で､タオパオの出店者は､利益を出さなければな

らないという圧力を感じることなく､余裕を持てたことで､消費者にとって使

いやすく便利なサイトを作ることができた｡ 3　年間の無料期間中､タオパオは

全ての出店者の努力を通して安全性と利便性の高いサイトになった｡

ジャック･マ-がこのような戦術を実行することによって､タオパオは電子

商取引の領域において巨大な競争力を持つようになった｡ 2006年､ジャック･

マ- は､ イ- ベ イ と の 戦 い は 終 了 す る と 宣 言 し た｡ 2006 年12 月､ イ- ベ イ は

TOMとの合弁会社の設立を発表した｡新会社の51%の株はTOMが保有し､経

営の主導権を　TOMに移転することによって､イ-ベイは正式に中国の電子商

取引市場を手放した｡

6. 小 括

本章では､組織マネジメントの視点から企業によるB2C･EC事業展開のプロ

セスを明らかにした｡具体的には､技術の導入プロセスと企業の経営戦略とい

う2つの側面からアプローチし､情報システム分野の代表的な理論を引用し､

先行研究をレビューした｡そしてアリパパ社の事例を取り上げ､具体的な経営

戦略の実施に関して詳しく検討した｡上記の検討を通して､アリパパ社の成功

要因は以下の2点にまとめることができる｡

1つ目は､アリパパ社のトップマネジメントによる強い戦略的意思決定であ

る｡例えばアリパパは設立の際､当時の中国の現状を判断した結果､中小企業
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に向けたサービスを提供することに意義があり､企業の使命を｢全ての企業が

どこでも簡単にビジネスをできるようにすること｣と設定した｡このような商

機を把握し､市場シェアの拡大に成功したのはトップマネジメントの鋭い洞察

力と深く関連している｡

2　つ目は､アリパパ社の事業展開は非常に複雑であり､他社はそれを模倣す

ることが非常に難しいことである｡なぜなら､現在のアリパパ社は9つの事業

を同時に展開しているが､それらの事業は高度に融合しているのである｡例え

ばアリパパの電子商取引サイトには､アリペイという金融サービスを導入して

おり､サイト利用者の増加によってアリペイの利用者も増えるようになる｡ま

た､アリママは中小企業に対して様々なプロモーション･サービスを提供する

ことで､それらの企業がネットで出店することを容易にし､アリパパの電子商

取引サイトの市場シェアを拡大させることに貢献している｡ 2017年に､アリパ

パ は｢5 新｣ と い う 新 た な 戦 略 を 提 出 し た｡ こ の｢ 新｣ に は､ ｢ 新 小 売 り｣ 以 外

に､ ｢新製造｣､ ｢新金融｣､ ｢新技術｣､ ｢新エネルギー｣の概念を提唱している｡

この｢5新｣の戦略的目標としては､資本調達･開発･製造･物流･在庫管理･

ブランディング･販売･購入後のサービス､全てをデータ技術(datatechnology)

によってシームレスにつなげ消費者と企業双方の価値を高められるサービスの

展開を目指している｡今後､アリパパ社はこの｢5新｣戦略の実行によって､ビ

ジネスの規模をさらに拡大すると思われる｡

*本章のアリパパ社の事例研究は､アリパパ社の経営研究所訪問(シニア･サ

ー ビ ス･ マ ネ ー ジ ャ ーEagleShe- の イ ン タ ビ ュ ー:2017 年9 月15 日) に 基 づ

く論稿である｡
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第3章　消費者によるB2C･ECサイトの採択行動に関するメタ分節

B2C電子商取引は伝統的商取引と比べて､小売業での普及率が毎年増加して

い る｡ eMarketer (2017C) の 資 料 に よ れ ば､ 2017 年 ま で に 世 界 の 小 売 業 のEC 売

上 高 は2 兆290 億 ド ル に 達 し､2016 年 よ り23.2% が 増 加 し た｡ ま た､2018 年 も

その市場規模は続けて増加し､売上高は　2　兆　774　億ドルと予測される｡

Vodanovich,Sundaram,andMyers(2010) は､ B2C ･ EC 企 業 に お い て は 如 何 に デ ジ

タルネイティブ(インターネットやパソコンのある生活環境の中で育ってきた

世代)を自社のECサイトに引き付けるか､如何にデジタル移民(デジタル機

器の操作が不慣れであり､使いこなせるようになろうと努力している人)を

B2C･ECサイトの取引方式に導かれるか､という2点は も重要な課題である

と指摘した.したがって′ト売企業にとっては､消費者によるB2C･ECサイトの

採択に関する心理的メカニズムを理解することが非常に重要であると考えられ

る｡

従来の商取引方式と比較すると､ B2C･ECサイトは主に以下の4つの特徴が

ある｡第1に､消費者と販売業者の間に空間や時間的距離があるため､商取引

の不確実性がより高くなる｡第2に､消費者の個人情報は第3者に収集された

り､ 加 工 さ れ た り､ 再 利 用 さ れ る 可 能 性 が あ る｡ 第3 に､ B2C･EC サ イ ト を 利

用する際に､消費者はある程度の情報技術(Informationtechnology)を理解する

ことが必要である｡第4に､消費者と販売業者はウェブサイトを介して商取引

を 行 う た め､ 消 費 者 が 　B2C･EC 　 サ イ ト- の 信 頼 が 重 要 で あ る(Pavlou and

Fygenson,2006). Gefenetal. (2003b) は､ ｢B2C ･ EC サ イ ト の 技 術 属 性｣ と｢ 取 引

先-の信頼｣はB2C･ECサイト採択の先決条件であると指摘した｡上記の研究

から見ると､消費者がB2C･ECサイトを採択することに影響する も重要な要

因は技術要因と信頼要因という2つにまとめられる｡したがって､本章は消費

者がB2C･ECサイトを利用する際の｢技術受容性｣と｢取引不確実性｣という2点

を中心として考察する｡

1 つ 目 の｢ 技 術 受 容 性(Technologyacceptance) ｣ に つ い て､GefenanStraub(2000)

とKoufaris(2002) は､ B2C･EC サ イ ト は 一 種 の 情 報 技 術 で あ る た め､ B2C･EC
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サイトの利用者は消費者だけではなく､情報技術のユーザーでもあると指摘し

た｡そのため､技術受容性という側面から､消費者によるB2C･ECサイトの採

択を考察することが妥当であると考えられる｡この視点からの検討について､

Davisetal. (1989) が 提 唱 し た 技 術 受 容 モ デ ル(TechnologyAcceptanceModel､ 以

下: TAM) が 多 く 引 用 さ れ て い る(e.g.,Gefen anStraub, 2000; Klopping and

McKinney,2004)｡TAMによれば､ユーザーが新技術を採択するか否かについて､

その技術-の知覚された有用性(perceivedusefulness)と知覚された使用容易性

(perceivedeaseofuse) は 行 動 意 図(Behaviorintention) に 影 響 す る も 重 要 な

2 要 因 で あ る と い う(Daviseta1., 1989). ま た､ venkateshandDavis(2000) のTAM2

はFishbein andAjzen (1975) の 合 理 的 行 動 理 論(theory orreasoned action, TRA)

による社会的影響(socialinfluence)という概念を引用し､情報技術の利用行動

-の影響も検討した｡

2 つ 目 の｢ 取 引 不 確 実 性(Uncertainty of transaction) ｣ に 関 し て､ Gefen et al.

(2003b)は､ B2C･ECサイトのような高不確実な取引環境において､消費者が敬

引先-の信頼は取引関係の基礎であると指摘した｡ pavlou (2003)によれば､消

費者がB2C･ECサイトを利用するか否かに関して､取引先-の信頼は非常に重

要 で あ る と 述 べ た｡ ま た､ Grabner-KrauterandKaluscha(2003) は､ 取 引 市 場 自 体

に よ る 内 生 的 影 響( 取 引 に よ る 不 確 実 性) と シ ス テ ム(e.g.,B2C･EC サ イ ト)

自体の欠陥や安全問題による外生的影響(システムによる不確実性)は信頼の

形成に妨害するため､セキュリティの強化はlつの解決策であると指摘した｡

これまで消費者によるB2C･ECサイトの採択行動に関する先行研究では､技

術受容性に関する3要因(知覚された有用性､知覚された使用容易性､社会的

影響)と取引不確実性に関する2要因(信頼､セキュリティ)が多く検討され

たが､それらの要因を1つのモデルに統合し､技術受容性と取引不確実性の関

係に関する検討が欠けている｡

したがって本章の目的は､消費者によるB2C･ECサイトの採択行動を検討し

た実証研究を収集し､メタ分析とパス解析の手法を通して技術受容性に関する

3　要因(知覚された有用性､知覚された使用容易性､社会的影響)と信頼に関

する2要因(信頼､セキュリティ)の関係に関する検証結果を統合し､消費者

による　B2C･EC　サイトの採択にどのような影響を与えるかを明らかにするこ
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とである｡

本章の構成は以下の通りである｡第2節では､技術受容性に関する理論的背

景をレビューする｡第3節では､取引不確実性に関する理論的背景をレビュー

する｡第4節では､過去の実証研究の結果を用い､技術受容性と取引不確実性

に関する各要因間の相関係数をメタ分析の方法で統合する｡そして各要因をパ

ス解析の手法で検証し､要因間の因果関係を明らかにする｡第5節では､モデ

ルの検証結果を整理し､その結果を検討する｡

I.技術受容性に関する理論的背景

消費者による情報技術の受容性に関しては､様々な研究が行われている

(AIwahaishi and SnAsel, 2013)o 　 こ の 中､ TAM は 多 く の 研 究 に お い て 適 応 性 が よ

く､ 有 効 な モ デ ル と し て 幅 広 く 用 い ら れ て い る(Gefeneta1.,2003b)｡ 初､ TAM

は仕事環境における新しい情報技術の採択行動を予測するモデルだったが､

Gefen(1997) が 初 め てTAM をB2C 電 子 商 取 引- 応 用 す る こ と を 提 唱 し た｡ そ の

後､多くの研究者は消費者による　B2C･ECサイトの採択行動を解釈するため

に､ TAM を 用 い て 実 証 研 究 を 行 っ た(e.g.,Al-Maghrabi and Dennis, 2011; Gefen

and Straub, 2000; Klopplng and Mckin れey, 2004; Ozen Seneler, Basoglu, and Daim,

2010; PereayMonsuw6, Dellaert, andDeRuyter, 2004; Tong, 2010)｡ し か し な が ら､

TAMは強制的な利用環境におけるユーザーの行動は説明できたが､自発的な情

報システムの利用行動に関する説明には不十分であった｡そのため　venkatesh

andDavis(2000)は､ユーザーによる自発的な情報システムの利用行動に関する

要因を整理し､ TAM2モデルを提出した｡ B2C･ECサイトの採択行動において

TAM2　を用いた研究はTAM　より少ないとはいえ､多くの研究が存在している

(e･g.,Bonera, 2011; Park, 2006; S 血ang, Chen, and Shen, 2005)｡ 以 下､ TAM に 関 す

る代表的な理論(i.e.,合理的行動理論､ TAM､ TAM2)をそれぞれレビューして

い く｡

(I)合理的行動理論

合理的行動理論は､人間の態度を解明するための理論である｡従来､態度に

関する研究において､態度は普遍的な概念として様々な研究分野で引用されて
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いる｡例えば人間による差別的な行為に関する研究では､差別的な態度の形成

に 関 し て ス テ オ タ イ プ(stereotype)､ 偏 見(prejudice)､ 自 民 族 中 心 主 義

(ethnocentrism) な ど の 説 明 概 念(explanatoryconcept) が あ る｡ 企 業 の 社 員 に

対する仕事のパフォーマンス､欠勤､転職に関する研究では､社員の態度の形

成に関して仕事満足度､士気(morale)などの解釈概念がある｡政治活動･選挙

に関する研究では､民衆の態度の形成に関してオピニオン､投票意向などの解

釈概念がある｡消費者行動に関する研究では､消費者の態度の形成に関して製

品の属性､ブランド･ロイヤルティ､ブランド･イメージなどの解釈概念があ

る｡人間関係に関する研究では､個人の相手に対する態度の形成に関して魅力

(attraction)､ 帰 属 傾 向(attributionofdispositions)､ 好 み(liking)､ 行 動 意 図 な

ど の 解 釈 概 念 が あ る(Fishbein andAjzen, 1975)0

上記の各解釈概念は｢態度｣という普遍的な概念だけで解釈されるため､態度

と い う 概 念 自 体､ 複 雑 か つ 混 乱 し て い る｡ 例 え ばFishbein andAjzen (1972) は

1968年から1970年の研究を精査し､態度の測定尺度が500以上あることを確

認した｡ Greenwald(1969)は態度の定義は多種多様であり､各定義間の差異が大

き い こ と を 指 摘 し た｡ McGuireandPapageorgis(1961) は､ 多 く の 研 究 に お い て 態

度には様々な測定尺度があり､それらの研究では各自の研究テーマに合った測

定尺度が用いられていると述べた｡そのため､多くの研究者は態度の定義を1

つにまとめるよりも､多様な定義を提出すべきであると提唱している(e.g.,

Campbell, 1963; Greenwald, 1968)0

これまで態度について､ ｢ある対象-の一貫した好き嫌いの評価に基づく学

習 さ れ た 傾 向｣ と い う 定 義 が 多 く 用 い ら れ た が､Kiesler,Collins,andMiller(1969)

は､この定義には複数の概念が存在しており､態度-の解釈が唆昧であると指

摘 し た｡ 態 度 の 定 義 を 明 確 に す る た め に､ FishbeinandAjzen(1975) は 従 来 の 定

義を踏まえて､その基本的な特徴を3つにまとめた､①態度には一貫性がある｡

(塾態度は行動の傾向を決める｡ @態度は学習されたものである｡以下ではこの

3つの基本的な特徴をそれぞれ検討していく｡
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図表3-1刺激一反応の一貫性

出所)筆者作成

まず､態度の一貫性の類型について見ると､主に3つある｡ 1つ目は｢刺激一

反 応 の 一 貫 性(stimulus-responseconsistency) ｣ と 呼 ば れ る も の で あ る( 図 表3-

1参照)｡これは個人が特定の刺激を受けると､その反応に一貫性があることを

意 味 す る｡ こ の 一 貫 性 は､ 個 人 の 態 度 に 反 映 さ れ る も の で あ る(Campbelland

Stanley, 1963)｡しかしながら､個人の反応は必ずしも態度によって決められる

のではなく､人間性､習慣､モチベーションなど他の要因からも影響されると

考えられる｡この間題を解決するために､反応では単に好き嫌いの程度を検討

し､ こ れ に よ っ て 各 要 因 が 態 度 に 集 結 す る こ と が で き る(Fishbein andAjzen,

1975)｡

図表3-2　反応一反応の一貫性

2 つ 目 は｢ 反 応 一 反 応 の 一 貫 性(response-responseconsistency) ｣ と 呼 ば れ る も

のである(図表3-2参照)｡これは刺激を受けた個人の各反応において､内的-
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貫性が有することを意味する｡過去の研究では｢反応一反応の一貫性｣を用いて

人 の 態 度 を 測 定 し た が(e.g.,DeFleurandWestie, 1958)､ こ の 測 定 方 法 に は 以 下 の

2つの問題点がある､①｢刺激一反応の一貫性｣と同じく､態度以外の要因(e.g.,

人間性､モチベーション)の存在｡ ②評価基準の変化によって､一貫性が維持

で き な い こ と で あ る｡ 例 え ば 創 業 者ElonMusk がpaypal､ SpaceX､ TeslaMotors

という3社を設立する理由について､理想の実現｢ElonMuskの理想は生命の意

義を追求し､目的､価値､万物の存在の意味､物事の目的を理解することであ

る(Logmi,2012)｣という評価基準から見れば一貫性があるが､企業マネジメント

の評価基準から見れば一貫性があるとは言えない｡したがって問題(むを解決す

るために､ ｢刺激一反応の一貫性｣の考察方法と同じく､個人による好き嫌いの

反応だけを考察する.問題②を解決するために､個人の各行動において一貫性

が表れるような適切な評価基準を選ぶことが必要である｡

3 つ 目 は｢ 評 価 的 一 貫 性(evaluativeconsistency) ｣ と 呼 ば れ る も の で あ る

(図表313参照)｡これは個人が特定の刺激を受けた後､個別の行動に基づい

て一貫性を考察するのではなく､個人による各時点の行動をトータルに参照

し､長期的な視点から行動の一貫性を考察する方法である｡多くの学者は､個

人による長期的な行動に基づいて人の態度を考察することを提唱している

(e.g.,Doob, 1947;Thurstone, 1931)｡ な ぜ な ら､ 個 人 に よ る 各 行 動 を 個 別 に 考 察

すると､行動間の差異が大きい可能性があるが､全ての行動を総合的に評価す

れ ば 一 貫 性 が あ る と 考 え ら れ る た め で あ る(FishbeinandAjzen, 1975)0

図表3-3評価的一貫性
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次 に､ 態 度 が 行 動 の 傾 向 を 決 定 す る こ と に つ い て､ FishbeinandAjzen(1975)

によれば､態度は観察不可能なものであり､一般的に人の行動によって推測さ

れると指摘した｡人の行動による態度の推測は､主に態度の一貫性を参照する

ことにより行われる｡具体的に見ると､ 1つ目の刺激一反応の一貫性では､個

人が特定の刺激を受けると､同じ行動(反応)を起こしている｡したがって刺

激一反応の一貫性では個人による特定の行動を参照することで､態度(その刺

激-の好き嫌い)を予測することができる｡ 2つ目の反応一反応の一貫性で

は､個人が特定の刺激を受けると､一連の行動(反応)が起こっている｡この

一連の行動は個人の好き嫌いと一致するため､これに基づいて個人の態度を予

測することが可能である｡刺激一反応の一貫性による態度の推測と比べると反

応一反応の一貫性による態度の推測の普遍性は高いが､推測の正確さは低い｡

なぜなら､反応一反応の一貫性による態度の推測は､個人による特定の行動

(反応)に限らず､刺激に対する一連の行動(反応)による好き嫌いの程度を

参照して人の態度を推測しているため､普遍性という点では刺激一反応の一貫

性による態度の推測より高くなる｡一方､反応一反応の一貫性による態度の推

測は､刺激に反応する行動間の一貫性を確認してから､個人の態度を推測する

ため､直接､刺激-の態度を反映する刺激一反応の一貫性より､推測の正確さ

が低いと考えられる｡ 3つ目の評価的一貫性は長期的な視点から人の態度を推

測するため､普遍性が も高いと考えられる｡しかしながら､評価的一貫性は

個人の刺激に対する一連の行動における好き嫌いと一致しないため､短時間の

行動だけを参照し､人の態度を予測することはほぼ不可能である｡上記の態度

の一貫性と態度の推測に関する内容をまとめると図表3-4のようになる｡

図表3-4　億度の一貫性と態度の推測

態度推測の普遍性 I7Iｨ,ﾉ8ｦﾘ+2ĀĀĀĀĀ

刺 激 - 反 応 の 一 貫 性   高   Ā Ā

反 応 - 反 応 の 一 貫 性  b 中  Ā Ā

評 価 的 一 貫 性   俘 " 低  Ā

出所)筆者作成
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後に､態度が学習されたものであるという解釈については､態度の起源と

深く関連している｡具体的にいうと､それぞれの人はユニークな経験を持って

お り､ こ う し た 経 験 は 人 の 行 動 に 影 響 を 与 え る(Fishbein and Ajzen, 1975)0

Campbell (1963)によれば､人間の行動は過去の一部の経験を直接反映し､反映

しない部分は態度を通して表れるという｡したがって態度は過去の経験から学

習されたものと考えられる｡

上記の3つの特徴から見れば､態度は主に人による好き嫌いという感情を表

し､ こ の 感 情 は2 極 次 元(bipolardimension) (i. ら., 好 き ⇔ 嫌 い) で 測 定 す る こ

と が で き る(FishbeinandAjzen, 1975;Thurstone, 1931)｡ し か し な が ら､ 態 度 の 内

容には人の感情以外に､オピニオン､満足､偏見､意図､価値観､信念など他

の 概 念 も 含 ま れ る｡ そ の た め､FishbeinandAjzen(1975) は､ 伝 統 的 な｢ 感 情(affect)

一 認 知(cognition) 一 試 行(conation) ｣ と い う 理 論 的 フ レ ー ム ワ ー ク を 用 い て

態度に関する諸概念を統合した｡この理論的フレームワークにおける各構成概

念の定義については以下のように説明される｡感情とは､ ｢個人による客体

(object)､人､話題､事件への感覚や評価｣である｡認知とは､ ｢個人による客

体への知識､オピニオン､信念､考え方｣などを指す｡試行とは､ ｢個人による

客体に対する行動意図及び実際の行動｣である｡ FishbeinandAjzen(1975)は､ ｢感

情一認知一試行｣フレームワークで態度の概念を解釈する際､態度は人の行動

意図と実際の行動-の影響が異なると指摘し､ 3段階のフレームワークを4段

階に拡張した｡この4段階は感情(感覚､評価)一認知(オピニオン､信念)

- 試 行( 行 動 意 図) - 行 動( 実 際 の 行 動) で あ る｡

上 記 の4 段 階 フ レ ー ム ワ ー ク を 踏 ま え て､ FishbeinandAjzen(1975) は､ 態 度

に関する理論的フレームワークを提出した｡図表3-5で示すように､信念(belief)

は態度フレームワークの核心概念である｡なぜなら､人は実際の行動･観察及

び外部の情報を通して客体-の信念を形成し､こうした信念は客体と各種の属

性を関連付ける(e.g.,北朝鮮-全体主義国家)｡人による客体の属性に対する

評価は客体-の好き嫌いを決める｡例えばアメリカの政治家は全体主義という

政治体制を否定的に評価するため､北朝鮮にネガティブな態度を持っことにな

る｡したがって情報処理･加工という視点から見れば信念は態度形成の基礎で

あると言える｡
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ま た､ FishbeinandAjzen(1975) に よ れ ば､ 信 念 は 人 の 態 度 を 決 定 す る が､ そ

の信念は客体に対する特定の信念ではなく､一連の信念の集合であるという｡

例えばある人が民主主義に持つ好ましい態度は｢民主主義は個人の自由な意志

を守る｣という単独の信念だけで形成されるのではなく､ ｢民主主義は個人の福

祉を重視する｣､ ｢民主主義は企業の寡占化に反対する｣など様々な信念によっ

て形成される｡

そして態度と行動意図の関係について､態度はlつの行動意図を決定するだ

け で は な く､ 複 数 の 行 動 意 図 に も 影 響 を 与 え る(FishbeinandAjzen,1975)｡ 例 え

ば､民主主義に対して好ましい態度を持つ人は､民主党(アメリカ)の候補着

に投票したい､民主党の選挙基金にお金を寄付したいなど様々な行動意図を起

こすことが可能である｡

後の行動意図と実際の行動との関係は､ 1対1の関係である｡すなわち､ 1

つの行動意図は､ l　つの実際の行動だけに対応する｡例えば民主党の候補者に

投票したいという行動意図は､実際の投票行動だけに関連付けられる0

図表3-5信念一億度一行動意図一実際の行動のフレームワーク

>　影響

一 一 一 一 ト 　 フ ィ ー ド バ ッ ク

出 所) Fishbein andAjzen (1975), p.15

上記の信念一態度一行動意図一実際の行動のフレームワークから見れば､個

人による実際の行動を予測するためには､個人の態度を参照するよりも､行動

意図を参照するほうが重要である｡そのため､個人の行動意図に影響する各要
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因 を 明 ら か に す る こ と が 必 要 だ と 考 え ら れ る｡ FishbeinandAjzen(1975) に よ れ

ば､行動意図は特定の信念として実際の行動に影響することが指摘されている｡

この信念は2つの部分で構成されている｡ 1つは､個人が行動を実行した結果

に対する評価･判断を行うもので､このような信念は態度と呼ばれる｡もう1

つは､個人が準拠集団の意見(周りの重要な他者が実際の行動をどのように評

価するか､またその行動を実行しようとする自分を支持するか)を参照しなが

ら行動の実行を決めることである｡このような準拠集団の意見は､個人の信念

を制御するという役割を果たしているため､個人が実際の行動を行う前に規範

的 プ レ ッ シ ャ ー(normative pressure) が 形 成 さ れ る｡ Fishbein andAjzen (1975)

は､この規範的プレッシャーによる主観的規範(subjectivenorm)という概念を

取り上げ､他の人間行動に関する諸概念(i,e.,信念､態度､行動意図､実際の行

動)との関係を解明する合理的行動理論を提出した(図表315参照)0

主 観 的 規 範 の 類 型 に つ い て 　Kelman (1958) は 追 徒(Compliance)､ 内 在 化

(internalization)､ 同 一 化(identification) の3 つ に 分 類 し たo 　 追 従 と は､ 個 人

が報酬の獲得や罰の回避などメリットを得るために影響源の立場に追従するこ

とである｡内在化とは､個人の価値観や目標が影響源の立場と一致したときに

起こるものであるo　同一化とは､個人が影響源の立場を認めると､その影響源

グループとの関係を結ぶことから､類似の行動パターンが生じることである

(Ryan, Lynch, Vansteenkiste, and Deci, 2011; Tsai and Bagozzi, 2014)0
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図表3-6　合理的行動理論

暮 . _ _ _ . _ _ _ _ _ . _ . _ _

>　影響

一 一 一 一 ト 　 フ ィ ー ド バ ッ ク

出 所) Fishbein and Ajzen (1975), p.16

(2)TAM

TAM はDavis(1985) が 提 出 し た モ デ ル で あ り､ こ の モ デ ル は ユ ー ザ ー に よ る

様々な情報システムの採択･使用行動を科学的に解釈することを目的としてい

る｡モデルの導出について､ Davis(1985)は従来のユーザーによる情報システム

の採択に関する研究をレビューし､それらの研究からユーザーによる情報シス

テムの採択に関する要因として､知覚された有用性､知覚された使用容易性､

態度､行動意図､実際の行動という5つの基本概念を提出した｡そしてTAMに

お け る 各 要 因 の 関 係 に つ い て､ Davis(1985) は､ FishbeinandAjzen(1975) の 合 理

的行動理論のフレームワークを参照し､ユーザーによる情報システムの採択行

動を説明するために､従来の合理的行動理論を調整して､新しい理論的フレー

ムワークを構築した｡また､ Davis etal. (1989)は合理的行動理論における信念

と い う 概 念 を 引 用 し､ 外 部 変 数(externalvariables) と い う 変 数 を 加 え て､ 人 の

態度及び行動意図の形成に影響を与えるものとしている(図表3-7参照)0
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図 表3-7 　 技 術 受 容 モ デ ル(TechnologyAcceptance Model, TAM)

出 所) Davis et aI. (1989), p.985

TAM　の各要因において も重要なのは知覚された有用性と知覚された使用

容易性である｡知覚された有用性とは､ある情報コンテキストにおいて､特定

のアプリケーション･システムの利用が仕事のパフォーマンスを向上させると

期待するユーザーの主観的な見込みである｡知覚された使用容易性とは､対象

となるシステムについて､利用努力が必要ないとユーザーが期待する程度であ

る(Daviseta1., 1989)｡ ユ ー ザ ー の 行 動 意 図 に 対 す る 影 響 に つ い て､ 合 理 的 行 動

理論と同じく､態度が1つの決定要因として挙げられた｡そして知覚された有

用性が新しい要因として行動意図に影響を与えている｡なぜなら､組織メンバ

ー(e.g.,会社の社員)が情報システムの使用を通して仕事のパフォーマンスを

向上させれば､給与の増加や昇格などメリットが得られるからである(Victor,

1964)｡多くの情報システムの採択に関する実証研究では､ユーザーの態度が行

動意図に与える直接的な影響(e.g., swanson, 1982)､及びユーザーによる知覚さ

れ た 有 用 性 が 行 動 意 図 に 与 え る 直 接 的 な 影 響(e.g., DeSanctis, 1983; Swanson,

1987)が確認された｡

TAMによれば､ユーザーの情報システムに対する知覚された有用性と知覚さ

れた使用容易性がシステム使用の態度に影響を与えているという｡知覚された

有 用 性 が 態 度 に 与 え る 影 響 に つ い て､ FishbeinandAjzen(1975) は､ 個 人 に よ る

行動-の信念が態度の形成に影響すると指摘している｡ TAMでは､ユーザーに

よるシステム使用は仕事のパフォーマンスを向上させるという信念(知覚され

た有用性)が行動意図に影響しているとされるため､その信念(知覚された有
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用性)はユーザーの態度にも影響すると考えられる｡知覚された有用性が態度

を介して行動意図に影響する理論的理由は､学習(learning)と感情･認知

(affective-cognitive) の 一 貫 性 で 解 釈 す る こ と が で き る｡ す な わ ち､ ユ ー ザ ー に

よる情報システムの有用性-の評価は奨励の獲得という側面から行動意図に影

響するが､奨励が 終的に獲得できるか否かは行動自体で決められる｡したが

って行動-の態度はユーザーによる知覚された有用性との間に一貫性があり､

両方とも情報システムの使用行動に影響するという(Bagozzi, 1981)｡他の情報

シ ス テ ム の 採 択 に 関 す る 研 究 で も(e.g., Barrett, Thornton, and Cabe, 1968)､ 知 覚

された有用性が人の態度に影響することが確認されている｡

また､ユーザーによる知覚された使用容易性が態度に与える影響については､

自 己 効 力 感(self-efficacy) と 手 段(instrumentality) と い う 　2 つ が 挙 げ ら れ る

(Daviseta1.,1989)｡ 自 己 効 力 感 か ら の 影 響 と し て､ ユ ー ザ ー が 対 象 シ ス テ ム の

使い方を簡単に理解すると､対象システムに対する効力感及びコントロール感

が 高 く な る(Bandura, 1982; Lepper, 1985)0 Bandura(1982) に よ れ ば､ 自 己 効 力 感

は 個 人 の 内 的 動 機(intrinsicmotivation) を 向 上 さ せ､ 行 動- の ポ ジ テ ィ ブ な 態

度の形成を促進している.また手段からの影響として､ユーザーが短時間で対

象システムを理解すると､残りの時間を使って他の仕事に従事することができ

る｡したがって､知覚された使用容易性は知覚された有用性を通して､態度に

間接的な影響を与えている｡

さらに､合理的行動理論によれば､個人が行動に対して持つ信念は態度に影

響している｡ TAMでは､個人が持っ情報システムの使用行動-の信念を知覚さ

れた有用性と知覚された使用容易性という2つに分類した｡ Davis etal. (1989)

によれば､知覚された有用性は外部変数と知覚された使用容易性の両方に影響

を受けるため､知覚された使用容易性と比べて態度に与える影響が強いと指摘

されている｡例えば､ユーザーは使用容易性が同程度である情報システムAと

情報システムBがある場合､機能が比較的優れている情報システムの有用性へ

の評価が高くなる.一方､知覚された使用容易性は外部変数に影響される｡そ

れに関する解釈について､情報システムのデザインに関する要素(e.g.,インタ

ーフェース､アイコン､タッチパネル)はユーザーによる知覚された使用容易

性 に 影 響 を 与 え て い る(Bewley,Roberts, Schroit,andVerplank, 1983)｡ そ の 他､ 情
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報システムを容易に使えるようになるためのトレーニングや専門家からのサポ

ートも知覚された使用容易性に影響を与えている(Daviseta1., 1989)0

後に､ TAMは合理的行動理論と異なり､主観的規範が理論的フレームワー

クに取り入れられていない｡その原因について､TAMは組織コンテキストにお

いてユーザーによる情報システムの採択行動を説明するモデルであり､このよ

うな環境では､ユーザーは自分の信念に従ってシステムの使用を決定するだけ

ではなく､上司の指示に従って情報システムを使用する場合もある｡ (Davis et

a1.,1989)0 Warshaw(1980) に よ れ ば､ 個 人 に よ る 追 従 行 動 に 対 し て､ 主 観 的 規 範

は同一化と内在化を区別できないという欠点があることが指摘されている｡す

なわち､組織メンバーが単純に指示に従って情報システムを利用するのか(同

一化)､或は自発的にそのシステムの使用が重要だと考えているのか(内在化)

という2つの動機づけは主観的規範を通しては弁別できないのである0

(3)TAM2

VenkateshandDavis(2000) に よ れ ば､ 組 織 コ ン テ キ ス ト に お い て､ メ ン バ ー

は上司の指示に従って情報システムを利用するよりも､社会的影響と目標達成

を目的とする情報システムの使用のほうがモチベーションが高いと指摘した｡

それ故､彼らはTAMの理論的フレームワークを拡張し､社会的影響のプロセ

ス(social influence processes) と 認 知 的 手 段 プ ロ セ ス(Cognitive instrumental

processes)に関する各要因を整理し､ TAM2と名付けたモデルを再提出した(図

表3-8 参 照)0

TAM2 　 に お け る 社 会 的 影 響 の プ ロ セ ス に は､ 主 観 的 規 範､ 自 発 性

(voluntariness)､ イ メ ー ジ(image) と い う3 つ の 概 念 が 挙 げ ら れ て い る｡ 主 観

的規範は元々合理的行動理論から引用された概念であり､個人の行動意図に直

接的な影響を与えている｡情報システムの採択に関する先行研究において､主

観的規範が行動意図に与える影響に関して異なる結論が存在する｡例えば､

Taylor and Todd (1995)は主観的規範が行動意図に与える影響は顕著であると検

証したが､ Mathieson (1991)はその影響が顕著ではないという結論を下した｡

Davis et al. (1989)は主観的規範による行動意図-の影響が顕著ではないため､

主観的規範の概念を　TAMから取り下げたが､情報システムの利用環境に合わ
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せて主観的規範と行動意図の関係を再検討することを提唱した｡そのため､

Venkatesh and Davis (2000)は主観的規範と行動意図の関係に自発性という条件

を 付 け て 検 討 を 行 っ た｡ 具 体 的 に､ HartwickandBarki(1994) に よ れ ば､ 情 報 シ

ステムが強制的に利用される環境では､主観的規範が行動意図に与える影響は

顕著であるが､情報システムが自発的に利用される環境では､主観的規範が行

動 意 図 に 与 え る 影 響 は 顕 著 で は な い と 検 証 し た｡ venkatesh and Davis (2000) は

この強制的一自発的な利用環境を自発性という概念に設定し､調節変数として

主観的規範と行動意図の関係に取り入れ､強制的な利用環境のみにおいて主観

的規範が行動意図に与える影響が顕著であることを確認した｡

そして強制的･自発的な利用環境と関係なく､主観的規範は内在化のプロセ

スを通して人の行動に影響している｡例えば上司､同僚など組織の関係者が対

象システムの有用性を高く評価すると､自分もそのシステムが実際に役に立つ

と確信し､利用意図を形成することになる｡このような内在化のプロセスは､

個人が他者からの情報によって､現実状況に対する認知に影響を受けているこ

と を 示 し て い る(Deutsch and Gerald, 1955)0 Venkatesh and Davis (2000) のTAM2

では､主観的規範が知覚された有用性を通して行動意図に間接的な影響を与え

ることを示している｡

主観的規範は一方的に個人の行動に影響を与えるだけではなく､個人が主観

的規範に応じることによって､組織での地位やイメージを向上させるという目

的も存在する(Kelman, 1958)｡情報システム分野におけるイメージの定義とは､

組織メンバーがイノベーションの使用を通して､組織での地位を向上させる程

度 で あ る(Gary C. Moore and Benbasat, 1991)0 Venkatesh and Davis (2000) に よ れ

ば､主観的規範はイメージにポジティブな影響を与えると指摘した｡なぜなら､

組織のリーダーは他のメンバーに1つの情報システムを利用させたい場合､他

のメンバーがリーダーの意見に従い､そのシステムを利用すれば組織での地位

向上に役立つからである(Blau,1964)｡このようなイメージの向上によって､組

織メンバーの権力が拡大し､社会的交換(socialexchange)や資源の配分(resource

aHocation)などのプロセスにおいて優位に立っことになる｡こうした主観的規

範が持っイメージに対するポジティブな影響は主観的規範の同一化類型を反映

し て い る(Blau,1964;Kelman,1958)｡ ま た､ イ メ ー ジ は 知 覚 さ れ た 有 用 性 に 直 接
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的な影響を与えている｡その原因について､ Pfeffer (1981)は､個人が組織にお

けるイメージを向上させることによって､他のメンバーから支持を獲得し､よ

り大きな目標を実現することが可能になることを指摘した｡venkateshandDavis

(2000)によれば､地位や権力の獲得は組織メンバーによる仕事のパフォーマン

ス向上に貢献できると指摘されている｡

主観的規範が行動意図に与える影響に関して､ユーザーによる情報システム

の利用時間の増加によって､その影響力は徐々に弱くなる｡例えばHartwickand

Barki(1994)の調査によれば､ユーザーが新しく開発された情報システムを利用

する際､主観的規範が行動意図に与える影響は顕著だったが､ 3　ケ月の利用期

間が過ぎた後､その影響は顕著ではなかった｡その理由として､ユーザーが

初に情報システムを利用する際には､そのシステム-の理解が低いため､他者

の評価やオピニオンに依存しなければならないからである｡また､ Agarwaland

Prasad (1997)によれば､情報システムが強制的に利用される環境において､主

観的規範はユーザーによる情報システムの利用意図に影響するが､利用時間の

増加によってその影響が徐々になくなることを指摘した｡また､主観的規範が

知覚された有用性に与える影響においても､利用時間の増加によって影響力が

弱くなる｡なぜなら､ユーザーが 初に情報システムを利用する際には､他者

の情報に強く依存するが､使用経験の増加によって自ら情報を獲得することが

で き る か ら で あ る(DollandAjzen,1992)｡ こ の よ う な シ ス テ ム 利 用 時 間 の 累 積 か

ら も た ら さ れ る 影 響 を 明 ら か に す る た め に､ Venkatesh and Davis (2000) は シ ス

テム利用時間の累積を経験(experience)という概念として設定し､主観的規範､

行動意図､知覚された有用性という3者の関係-の調節効果を検討した｡具体

的には､情報システムが強制的に利用される環境において､システム使用経験

の増加によって､主観的規範が行動意図に与える影響は弱くなる｡また､強制

的･自発的な利用環境とは関係なく､システム使用経験の増加によって､主観

的規範が知覚された有用性に与える影響が弱くなる｡

TAM2 に お け る 認 知 的 手 段 プ ロ セ ス に は､ 仕 事 関 連 性(job relevance)､ 出 力

品 質(outputquality)､ 結 果 の 実 現 可 能 性(resultdemonstrability)､ 知 覚 さ れ た 使

用容易性という4つの概念が含まれる｡この中､知覚された使用容易性が人の

行動に与える影響は既に検討されているため､以下では仕事関連性､出力品質､
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結果の実現可能性という3つの概念だけを検討していく｡

まず仕事関連性とは､個人による情報システムの使用と職務との適合度を指

す｡ こ の 概 念 は､ 仕 事 の 重 要 度(job-determined importance) ､ 関 与(involvement) ､

業 務 一 技 術 適 合 度(task-technologyfit)､ 認 識 適 合 度(cognitive fit) な ど の 概 念

と関連付けられる｡仕事関連性はユーザー自身の認識に基づいて情報システム

の使用行動に影響を与えており､ユーザーによる知覚された有用性に直接的な

影 響 を 与 え て い る(Venkatesh and Davis, 2000)0

次に出力品質とは､ユーザーが対象情報システムに対して､そのシステムが

職務目標の達成にどれだけ役に立っかという評価である｡ユーザーが複数の情

報システムから選択する際､出力品質が も良いシステムを選ぶ傾向がある

(Venkatesh and Davis, 2000)0 Davis, Bagozzi, and Warshaw (1992) に よ れ ば､ ユ ー

ザーに対し情報システムの出力品質は､知覚された有用性に直接的な影響を与

えていると指摘されている｡

後の結果の実現可能性とは､ユーザーが1つのイノベーションに対し､そ

の 使 用 結 果- の 感 知 で あ る(MooreandBenbasat, 1991)｡ す な わ ち､ l つ の 情 報 シ

ステムのパフォーマンスが高くても､ユーザーがこのシステムの使用によって

職務上のメリットを得られないと判断する場合､そのシステムを利用しない傾

向がある｡それに対して､情報システムの機能性と利用結果の可視性がうまく

繋げられれば､ユーザーがそのシステムの有用性を高く評価することになる

(AgarwalandPrasad,1997)｡ し た が っ て､ 結 果 の 実 現 可 能 性 は､ 知 覚 さ れ た 有 用

性に直接的な影響を与えている｡
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図 表318 　TAM2 モ デ ル(Extension of the TechnologyAcceptance Model)

出 所) venkatesh and Davi 舌 (2000), p.188

2.取引不確実性に関する理論的背景

(1) 信 頼

人間は他人の行動を理解したいと望むが､個々の性格や考え方はそれぞれで

あり､非常に複雑である｡このような複雑さは人々の行動意図を抑制している

(Gefen,2000)｡例えば国政選挙の際に､国民は略歴､選挙期間の行動､政策綱領

などを通して理想の候補者を選ぶことが困難であるため､投票の意向が低くな

ることがある｡しかしながら､他人の行動を予測することは複雑であっても､

人は他人とのインターアクションが必要であり､人間は様々な方法を用いてこ

のような複雑さを低減させている｡それらの方法の中､信頼は1つの有効な方

法である｡特に無規則のインターアクションにおいて､信頼はインターアクシ

ョ ン に よ る 複 雑 さ の 減 少 に も 役 立 っ て い る(Fukuyama, 1995; Luhmann, 1979)0

信頼とは､裏切られる可能性があるにもかかわらず相手が裏切らないと主観
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的 に 確 信 す る こ と で あ る(Mayer, Davis, and Schoorman, 1995)｡ 個 人 は こ の よ う

な信念(他人による悪い行動や不幸な結果に関する予測を放棄する)を通して､

複 雑 な イ ン タ ー ア ク シ ョ ン を 個 々 の 理 解 し や す い ユ ニ ッ ト(comprehensible

units)に変換することができ､これから発生することに対する不公平な信念を

公 平 な 信 念 に 変 化 さ せ る こ と が で き る(LewisandWeigert, 1985;Luhmann, 1979)0

すなわち､信頼は他人の行動を予測することではなく､他人とのインターアク

ションを容易にすることに役立っている｡したがってLuhmann(2000)は信頼が

社会生活の基本的事実(basic fact)であり､人々の行動に影響を与えていると

指摘した｡

信頼は､人間のインターアクションによる複雑さを低減させているが､それ

に対して人間のインターアクションは信頼を決定づけている｡例えばLuhmann

(1979)によれば､他人とのインターアクションに強く依存する人は信頼を非常

に重視していると指摘した｡そして信頼の内容とは､個人がインターアクショ

ンの対象に対して､その対象が約束した行動を完全に履行できるという信念で

ある(Blau,1964)｡こうした信頼の内容は､ビジネス環境における信頼の内容と

一致している｡すなわち､ビジネスのような高リスクの環境では､取引の成功

が他の取引相手の道徳､誠実さ､約束などと強く関連している(Rousseau,Sitkin,

Burt, and Camerer, 1998).

また､信頼は効率的なビジネス関係の構築に貢献している｡なぜなら､取引

パートナーとの間の信頼が形成されると､取引相手-の交渉や規則の締結など

が 省 け る こ と に な る(Fukuyama, 1995)｡ そ れ 以 外 に､ 信 頼 は 取 引 リ ス ク の 減 少

(Morgan andHunt, 1994)､ 取 引 コ ス ト の 減 少(Fukuyama, 1995)､ 日 和 見 主 義 的 な

取引行為の減少(Williamson, 2007)にも貢献している｡

以上の検討から､信頼は商取引効率の向上や取引動機の促進に多大な貢献を

果たしている｡特に電子商取引の環境では､商品の売り手と買い手は基本的に

非対面取引を行い､取引の時間も短いため､一般の社会交換活動よりリスクが

より高くなると考えられる(Hong,2015)｡このような取引環境の不確実性を削減

するために､消費者による取引相手-の信頼は非常に重要な要素であると考え

ら れ る(Lu, Fan, and Zhou, 2016)0
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(2)信頼と技術受容性の関係

伝統的商取引と比べてB2C電子商取引では､新規顧客の獲得と維持が比較的

難 し い(Reichheld and Schefter, 2000)｡ 小 売B2C ･ EC サ イ ト の 出 店 者 に と っ て､

如何に新規顧客を獲得するか､またどのように既存顧客の購買意欲を促進させ

るかについて､先行研究では様々な側面から検討が行われているが(e.g.,信頼､

技術､デモグラフィック､ライフスタイル)､その中､信頼は極めて重要な要因

として挙げられる(Gefeneta1.,2003b).なぜなら､信頼は各種の人間関係の中心

概 念 で あ る か ら で あ る(Morgan and Hunt, 1994)｡ ま た､ B2C 電 子 商 取 引 は 主 に

B2C･ECサイトを通してビジネスを展開している｡そのため､消費者がE-ベン

ダ と の イ ン タ ー ア ク シ ョ ン(e.g., 商 品 の 購 買､ 問 い 合 わ せ) を 行 う 際 に､ E- ベ

ン ダ に 対 す る 信 頼 だ け で は な く､ B2C･ EC サ イ ト の 技 術 的 属 性(technological

attributes)も評価しながら､そのB2C･ECサイトを続けて利用するか否かを決

定する｡

個人が1つの情報システムの技術的属性に与える評価に関して､前節(2.技

術受容性に関する理論的背景)で述べたように､ TAMは情報システムの有名な

理論として､幅広い領域で応用されている｡ Gefenetal.(2003b)は消費者のネッ

トショッピングを検討する際に､初めて信頼要因を　TAMに取り入れ､信頼と

TAM の 統 合 モ デ ル(Combined Trust-TAM､ 以 下: C-TRUST-TAM) を 提 出 し た

( 図 表3-9 参 照). 以 下､ 信 頼 とTAM の 各 要 因(i.e., 知 覚 さ れ た 有 用 性､ 知 覚

された使用容易性､行動意図)との関係をそれぞれ説明する｡

図 表3-9 　 　C-TRtJSTITAM モ デ ル

∴丁　∴
出 所) Gefen et aL (2003b), p.53
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まず､信頼は人の行動意図に影響を与えている｡ B2C電子商取引の場合､消

費 者 がB2C･EC サ イ ト を 通 し てE- ベ ン ダ と イ ン タ ー ア ク シ ョ ン す る 際 に､ 信

頼はそのインターアクションによる複雑さの減少に役立っている｡すなわち､

消費者によるB2C･ECサイトに対する信頼が形成されると､主観的にそのB2C･

EC　サイトの出店者による詐欺や個人情報の不正利用など潜在的リスクを排除

し､ B2C･EC サ イ ト と の イ ン タ ー ア ク シ ョ ン や 取 引 の 発 生 を 促 進 す る(Gefenet

a1., 2003b)0

次に､信頼は知覚された有用性に影響を与えている｡消費者がB2C･ECサイ

トの有用性に対する評価は主に2つの点から構成されている｡ lつ目は､ B2C･

ECサイト利用中の有用性(e.g.,商品の検索)に対する評価である｡ 2つ目は､

B2C･ECサイト利用後の有用性(e.g.,ネットで注文した商品が家に届く)に対

す る 評 価 で あ る(Gefeneta1.,2003b)｡ こ の2 つ の 有 用 性 の 中､ 信 頼 は 主 にB2C･

EC サ イ ト 利 用 後 の 有 用 性 に 影 響 を 与 え て い る(ReichheldandSchefter,2000)｡ な

ぜなら､消費者がB2C･ECサイトを利用する際､そのサイトの有用性に対する

評価は主に技術的属性(e.g.,商品検索エンジンの効率性)の評価であり､それ

に対して消費者によるB2C･ECサイト利用後の有用性-の評価は主にE-ベン

ダがどれほど取引契約を履行するかによるからである(e.g.,注文された商品が

約束通りに消費者の手に届く)｡こうした信頼がB2C･ECサイトの有用性に与

える影響は伝統的商取引と類似し､いわゆる取引不確実性を低減させるための

信 念 で あ る(Fukuyama, 1995)0

後に､知覚された使用容易性が信頼に影響を与えている｡その理由は､ E-

ベンダがわかりやすいB2C･ECサイトのインターフェースを通して､委託され

たことをきちんと遂行したいというメッセージを消費者に伝えることを表すか

らである｡それに対して､消費者がB2C･ECサイトの使い方がわかりにくいと

判断すると､そのサイトを運営しているE-ベンダの能力や誠実さに疑いを持つ

こ と に な る(Gefeneta1., 2003b)0

(3) セ キ ュ リ テ ィ

B2C電子商取引の発展において､セキュリティは1つの重要な要因として挙

げ ら れ て い る(Furnell and Karweni, 1999)｡ な ぜ な ら､ ネ ッ ト 上 の 消 費 者 の 個 人
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情 報 は 第3 者 に 盗 用 さ れ る 可 能 性 が あ る か ら で あ る(Jones,Wilikens,Morris,and

Masera,2000). B2C 電 子 商 取 引 に お け る セ キ ュ リ テ ィ の 定 義 に つ い て､ Flavian

andGuinaliu(2006) は､ セ キ ュ リ テ ィ と は､ 消 費 者 が 自 分 の 個 人 情 報( プ ラ イ バ

シーと取引データ)を不法な事業者に利用されていないという主観的信念であ

るとしている｡また､消費者によるB2C･ECサイトのセキュリティに対する評

価 の 内 容 と し て は､ 主 に シ ス テ ム の 完 壁 性(integrity)､ デ ー タ の 機 密 性

(confidentiality) ､ 身 分 の 認 証(authentication)､ 取 引 の 不 承 認(non-recognition

of transactions) と い う4 つ が あ る｡ シ ス テ ム の 完 壁 性 と は､ 無 関 係 の 事 業 者 が

システムに保存されたデータにアクセス･変更することの不可能性を指す｡デ

ータの機密性とは､ユーザーがデータにアクセスする際に､権限が要求される

ことである｡身分の認証とは､ユーザーの身分が識別された後に取引が実行で

きることである｡取引の否認不可性とは､取引の発生後に､消費者またはE-ベ

ンダが一方的にその取引を否定できないことである(e.g.,E-ベンダが勝手に注

文 を キ ャ ン セ ル で き な い) (Flavian andGuinaliu, 2006)0

(4)信頼とセキュリティの関係

MorganandHunt(1994) は､ リ レ ー シ ョ ン シ ッ プ･ マ ー ケ テ イ ン グ の 諸 概 念 を

レビューし､成功した取引関係においては約束と信頼の2つが必須要因である

と指摘した｡そして彼らは約束と信頼という2つの概念を媒介変数に設定し､

自動車タイヤの小売企業-の調査を通して､約束･信頼とリレーションシップ･

マ ー ケ テ イ ン グ の 諸 概 念 と の 関 係 を 検 証 し た( 図 表3-10 参 照)｡MorganandHunt

(1994) が 開 発 し た 理 論 は､ 約 束 一 信 頼 理 論(Commitment-trust theory) と 呼 ば れ

ている｡
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図表3-10　約束一信頼理論のモデル

日和見主義
的な行動

′

′

′

′

′ ヽ

ヽ

ヽ

ヽ

ヽ

不確実僧

>　ポジティブな影響

一一一一ト　ネガティブな影響

注: 約 束 一 信 頼 理 論 の モ デ ル はKMV モ デ ル(keymediatingvariablemodel) と も

呼ばれる

出 所) Morgan and Hunt (1994), p.22

図 表3-9 か ら 見 る と､ 信 頼 の 決 定 要 因 に は 共 有 価 値(shared values)､ コ ミ ュ

ニ ケ ー シ ョ ン､ 日 和 見 主 義 的 な 行 動(opportunisticbehavior) の3 つ が あ る｡ 共

有価値とは､取引の参加者が取引行動､目標､政策に対して持つ共通の信念で

あ る(MorganandHunt,1994)｡ コ ミ ュ ニ ケ ー シ ョ ン と は､ 取 引 の 参 加 者 が 互 い に

有意義かつタイムリーな情報を公式的･非公式的にシェアリングする行動であ

る(AndersonandNarus, 1990)｡ 日 和 見 主 義 的 な 行 動 と は､ 取 引 の 参 加 者 が 取 引 規

則 に 違 反 す る､ 或 は 取 引 情 報 を 歪 曲 す る(information distortion) 程 度 で あ る

(Mukherjee and Nath, 2003)o 　 こ の3 つ の 決 定 要 因 に お い て､ 共 有 価 値 と コ ミ ュ
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ニケ-ションは信頼に対してポジティブな影響を与えているが､日和見主義的

な行動は信頼に対してネガティブな影響を与えている｡

し か し な が ら､ MorganandHunt(1994) の 約 束 一 信 頼 理 論 に は2 つ の 欠 点 が 存

在 す る｡ l つ 目 と し て､ 約 束 一 信 頼 理 論 は ビ ジ ネ ス･ パ ー ト ナ ー(e.g., 小 売 業

者とサプライヤー)との関係を検討しているが､一般消費者とビジネス事業者

の関係を決定する要因は検討されていない点がある｡ 2　つ目に､約束一信頼理

論は伝統的商取引におけるパートナーとの関係を説明する理論であり､ B2C電

子商取引の環境では必ずしも適用できないことである｡例えばHoffman,Novak,

andPeralta(1999) は､ 伝 統 的 商 取 引 と 比 べ て､ 消 費 者 に よ るB2C 電 子 商 取 引 の

セ キ ュ リ テ ィ- の 関 心 が 高 ま っ て い る こ と を 指 摘 し た｡ changandChen(2009)

によれば､消費者によるオンライン取引のセキュリティ-の配慮はB2C･ECサ

イ ト の 利 用 を 阻 碍 し て い る と さ れ て い る｡ そ の た め､ MukherjeeandNath(2007)

は消費者の視点から､従来の約束一信頼理論を再検討し､修正された約束一信

頼 理 論(re-examination ofthecommitmenHrusttheory､ 以 下: 良-CTT) を 提 出 し

た｡この理論では､セキュリティが新たな要因として信頼に影響を与えている｡

3.データ分析のプロセス

(1)理論的フレームワークの構築

本論では､ ｢技術受容性｣と｢取引不確実性｣という2つの視点から消費者によ

るB2C･ECサイトの採択行動を検討するために､過去の理論を参照し､新しい

理論的フレームワークを構築する｡以下､理論的フレームワークの構築につい

て説明する｡

まず｢技術受容性｣視点からの検討について､第2節では合理的行動理論､TAM､

TAM2という　3つの理論を取り上げた｡この3つの理論の関係について､合理

的行動理論はTAMと　TAM2の基礎理論であり､個人の行動に対する信念､態

度､行動意図及び実際の行動との関係について検討している｡そして　TAM　と

mM2は個人による情報システムの採択行動に焦点を当て､合理的行動理論の

概念をさらに発展させている(例えばTAM　は合理的行動理論の信念という概

念を知覚された有用性と知覚された使用容易性という　2　つの概念に発展させ

た)｡本節は｢技術受容性｣の側面から消費者によるB2C･ECサイト(i.eリー種
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の情報システム)の採択行動を説明するために､ TAM2　を用いることにする｡

なぜなら､ TAM2は合理的行動理論とTAMから発展した理論であり､個人によ

る情報システムの利用意図-の解釈力が過去の理論より高いからである｡

次に､ ｢取引不確実性｣視点からの検討について､第3節では信頼と技術受容

性の関係を説明したC-TRUST-TAMモデル､信頼とセキュリティの関係を説明

したR-CTTモデルを検討した｡この2つのモデルはTAM2との理論的関連性

が あ る た め､ 本 節 の 理 論 的 フ レ ー ム ワ ー ク はTAM2､ C-TRUST-TAM､ 良-CTT と

い う3 つ の モ デ ル で 構 成 し て い る( 図 表3-11 参 照)0

図表3-11　理論的フレームワーク

注: TAM2 の 部 分 はVenkatesh and Davis (2000), p.188､ C-TRUST-TAM の 部 分 は

Gefen et al. (2003b), p.53､ R-CTT の 部 分 はMukherjee and Nath (2007), p.1183 を

参考に筆者作成

出所)筆者作成

(2)文献の収集

消費者による　B2C･EC　サイトの使用行動に関する各変数間の関係を明らか

にするために､本章は総合的学術データベース､学術誌データベース､学位論

文のデータベース､電子図書館を利用して広範囲な検索を行った｡初回の検索
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において､ 224本の文献が抽出された｡具体的に､総合的学術データベースの

検 索 結 果 に はInderscience Publishers (3)､ Emerald Insight (31)､ Sciencedirect

(65)､ PubMed (2)､ Education Resources Information Center (1)､ DBpia (1)､

Journal Storage(9) ､ EBSCO Discovery Service (4) ､ Taylorand Francis Online(25) ､

Macrothinklnstitute (1)､ SemanticScholar (2)､ questia (1)､ KoreaScience (I)､

CiteSeerX (1) ､ Scientific Electronic Library Online (1) ､ TuwheraOpenAccess (1) ､

SAGEJournal (I) が あ る｡ 学 術 誌 デ ー タ ベ ー ス に はTheResearchJournalofthe

Costume Culture (I) ､ International Business Research (I) ､ International Journal of

Management Research and Business Strategy ( 1 ) ､ Jordan Journal of Business

Administration (1) ､ ModernApplied Science (1) ､ Journal ofUniversal Computer

Science (1) ､ Journal ofElectronic Commerce Research (I) ､ ComputerEngineering

and lntelligent Systems (I) ､ Journal of American Science (I) ､ International Journal

of Engineering innovation and Management ( 1) ､ Journal of Theoretical and Applied

Information Technology ( 1) ､ International Proceedings of Economics Development

and Research (I) ､ international Journal of Business and Management (1) ､ Journal

oflnternetBusiness (1)､ AfricanJournalofBusinessManagement (1) が あ る｡ 図

書 デ ー タ ベ ー ス に は､ IGIglobal (3)JBIMApublishing (2)､ WileyOnlineLibrary

(5) ､ INFORMSPubsOnline (2) ､ Springer (8) ､ IEEEXploreDigital Library (9)､

ACM Digital Library (9) ､ AIS electronic library (5) ､ Central and EasternEuropean

Online Library (1) ､ AIRCC Publishing (1) ､ Transf わrming Data with Intelligence

(1) が あ る｡ 学 校 の デ ー タ ベ ー ス の 検 索 結 果 に は､UniversitiUtaraMalaysia(1)､

CovenantUniversity (1)､ SyracuseUniversity (1)､ BaruchCollege (1) ､ Eindhoven

University (1) ､ Charles SturtUniversity (1) ､ University ofTwente (I) ､ International

BurchUniversity (1) が あ る｡

(3)文献の抽出とデータのコーディング

メタ分析用文献の抽出について､ Rosenthal(1995)は､収集された文献からメ

タ分析用の文献を抽出する際に､文献抽出の採用基準(criteria for Inclusion)

を設定することが必要であると述べた｡そのため､本章は文献抽出の組み入れ

基準を以下の3つに設定している｡ ①文献がB2C･ECサイトの使用行動に焦
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点を当てていること､ ②研究方法は定量的研究であり､ B2C･ECサイトの利

用者は消費者であること､⑨知覚された有用性､知覚された使用容易性､信頼､

社会的影響､セキュリティという要因のいずれかを取り込んで検討されている

こと､である｡以上の3つの基準に従い､本章ではB2C･ECサイトの使用行動

に関する　224本の文献から　77本の文献が抽出された｡メタ分析用文献の抽出

プロセス及びデータのコーディングは図表3-12と図表3-13に示す｡

図表3-12　文献抽出のプロセス
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(4)メタ分析

メタ分析とは､いくつか複数の量的な研究結果を統合して､全体としての効

果を検討する統計的分析手法である(水本･竹内,2008)｡メタ分析を行う際に使

用する効果量は､同じ指標に統一しなければならない｡効果量は､各種統計量

を一種類の効果量に変換し､それらを結合して評価するための測度である｡効

果量の種類は､グループごとの平均値の差を標準化したdfamilyと変数間の関

係の強さを示すrfamilyに分けることができる(水本･竹内,2008)o　本章は消費

者によるB2C･ECサイトの採択行動に関する各変数の関係を検討するために､

rfamily効果量の中のピアソンの積率相関係数を用いることにする｡

効果量を統合する際に､各研究のピアソンの積率相関係数を直接に統合する

ことはできない｡なぜならば､ピアソンの積率相関係数は研究の標本分布

(distributionofsample) に 強 く 影 響 さ れ て い る か ら で あ る｡ そ の か わ り に､ フ

ィッシャーのZ (Fisher'sZ)という統計量を用いれば､研究の標本分布が対称

になり､データの統合ができるようになる(Card,2015)｡効果量の統合に関する

具体的なプロセスについて､まず抽出された研究のピアソンの積率相関係数を

フィッシャーのZに変換し､フィッシャーのZを用いて効果量の統合を行う｡

そして統合されたフィッシャーのZの値を用い､統合のピアソンの積率相関係

数を計算する(図表3-14参照)0

図表3-14　効果量の統合プロセス

ピアソンの積率相関係数 Fisher's Z

出 所) Borenstein, Hedges, Higgins, and Rothstein (2009), p.42.

117



各研究のピアソンの積率相関係数をフィッシャーのZに変換するプロセスは

フ ィ ッ シ ャ ー のZ 変 換(fisher-sztransformation) と 呼 ば れ､ そ の 統 計 数 式 は 以

下 の 通 り で あ る(Card,2015)0

Fisher ′Z = 0.5 ×ln

そして各研究のフィッシャーの　Z　を統合するプロセスについて､本章は

ReviewManager5.3 と い う ソ フ ト ウ ェ ア を 用 い､ 逆 分 散(GenericlnverseVariance)

方法を通してデータの統合を行う｡データの統合に際して､各研究のフィッシ

ャ ー のZ 以 外 に､ フ ィ ッ シ ャ ー のZ の 標 準 誤 差(standarderror) が 必 要 で あ る｡

標準誤差の計算数式は以下の通りである(Card,2015)0

1

vFisher,Z- ㌃ 巧(VFisher･Z は フ ィ ッ シ ャ ー のZ の 分 散 で あ る)

sEFisher,Z - JGG 1

㌃巧(SEFisher,ZはフィッシャーのZの標準誤差である)

後 に､ 統 合 さ れ た フ ィ ッ シ ャ ー のZ( 以 下: 統 合Fisher'sZ) が 算 出 し た 後､

統合されたピアソンの積率相関係数(以下:統合r)を計算することである｡統

合Fisher'sZから統合rに変換する統計数式は以下の通りである｡

e2 ×FisherJz - 1

r=

e2xFisher'Z + 1

メタ分析の結果は図表3-15の通りである｡

図表3-15　メタ分析の結果

相 関 関 係 佰ｩ|ｨ,ﾉI}ﾙH987h8ｹHｺ8ﾘtf"w5ｩmXﾘw)mXﾘytﾈｲ66RĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀ

P I J - B Ⅰ   鉄 s # # c 緜 經 C 偵 ヨ ｨ ｨ ｢ Ā Ā Ā Ā Ā Ā Ā Ā Ā Ā

P E O U - B I   鉄 S # 3 # 紊 紊 S B R ｢ ｢ ｢ Ā Ā Ā Ā Ā Ā

P E O U - P t J   田 3 # C 涛 s 緜 經 C b 紊 い ｢ ｢ Ā Ā Ā Ā Ā

T R - P t J   s s S 經 紊 c C R 繝 r ｢ ｢ ｢ Ā Ā Ā Ā Ā Ā

T R - P E O U  C c s 經 3 紊 湯 纉 弔 ｢ ｢ Ā Ā Ā Ā Ā Ā

T R - B I   s s 3 s 貳 S C 縱 ｢ Ā Ā Ā Ā Ā Ā Ā Ā Ā
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S Ⅰ - S E   c s c S 縱 ｢ ¢ Ā Ā Ā Ā Ā Ā Ā

S T - P E O U  C S s # c s r R ｢ ｢ ｢ Ā Ā Ā Ā Ā Ā Ā

S I - P U   C c # # c S 偵 3 ｢ ｢ ｢ Ā Ā Ā Ā Ā Ā Ā Ā

S 1 - T R   鼎 c C C s c " 緜 B ｢ ｢ Ā Ā Ā Ā Ā Ā

S Ⅰ - 8 1   # C S S ゅ S X ｩ 8 ﾈ Ā Ā Ā Ā Ā Ā Ā Ā Ā Ā Ā

S E - P U   鉄 C # # 2 R ｢ ｢ Ā Ā Ā Ā Ā Ā Ā Ā

S E - P E O U   鉄 C 3 3 2 ｢ ｢ ｢ Ā Ā Ā Ā Ā Ā Ā Ā Ā

S E - T R   塔 c 緜 經 C ゅ r ｢ ｢ ｢ Ā Ā Ā Ā Ā Ā

S E - J l l   都 # S 鼎 R 紊 B ｢ ｢ ｢ Ā Ā Ā Ā Ā Ā Ā

注1:各相関関係の詳細なデータについて､附表を参照

注2 : '-p<0.1 *'-p<0.01 '**-p<0.001

出所)筆者作成

(5)パス解析

前 節((4) メ タ 分 析) で は､ メ タ 分 析 を 通 し て､ 消 費 者 に よ るB2C･EC サ イ

トの｢技術受容性｣と｢取引不確実性｣に関する各要因間の相関関係を明らかにし

た｡本節は要因間の因果関係を解明するために､メタ分析の結果をベースに､

構造方程式パス解析の方法を用い､本章の理論的フレームワーク(図表3-10参

照)を検証していく｡

具体的に､まず｢技術受容性｣と｢取引不確実性｣に関する各要因(i.e.,知覚さ

れた有用性､知覚された使用容易性､信頼､社会的影響､セキュリティ､行動

意 図) の 相 関 マ ト リ ッ ク ス を 作 成 す る( 図 表3-16 参 照)｡ 次 に､ LISREL8.80 と

いう統計ソフトウェアを用い､要因間のパス解析を実施した｡パス解析のサン

プ ル サ イ ズ は､ ViswesvaranandOnes(1995) で 提 示 さ れ た 方 法 に 従 い､ 各 要 因 間

の標本数による全体の調和平均数(n-2655)をモデルのサンプルサイズとした｡

また､モデルの適合度においては､主に以下の指標がある｡ AGFI､ CFIにつ

いては経験的に0.9以上､ 1に近いほど適合度が良いモデルとされ(Bagozziand

Yi, 1988)､ RMSEA は0.08 以 下 で あ れ ば 適 合 度 が 良 い モ デ ル と さ れ る(Browne

and Cudeck, 1993)｡ 本 章 の モ デ ル の 適 合 度 指 数 は､ AGF1-0.96､ CFI-0.99､

RMSEA-0.077 と な っ た｡ モ デ ル の 適 合 度 は 良 好 と 言 え る( 図 表3-17 参 照)0
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図表3-16　要因間の相関係数マトリックス

B I   D ｢ P E O U   髭 " S Ⅰ   R Ā Ā Ā Ā Ā

BI     

PU  經B#ﾂ1.00   ĀĀĀĀĀĀĀĀ

PEOU 紊R3#ｒ0.54 (24997)   ĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀ

TR 經Bピ3s鋳0.46 ($375) 紊ツr1.00  ĀĀĀĀĀĀĀĀĀ

S Ⅰ  0 . 2 5  r 0 . 2 6   

(4155)  茶c#"(5726)  茶cCBĀĀĀĀ

SE 0.22 20.54 R1.00 ĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀ

(2594)  茶B(1924)  茶 辰b(679) ĀĀĀĀ

注:括弧内は各要因間の累積サンプルサイズである｡

出所)筆者作成

図表3-17　パス解析の結果

R2-0.46

注:  ★-p<0.05 **-p<0.01 **'-p<0.001

出所)筆者作成

4. 結 論

前節の分析を通して､消費者によるB2C･ECサイトの採択に関する技術受容

性の要因(i.e.,知覚された使用容易性､知覚された有用性､社会的影響)と取
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引不確実性の要因(i.e.,信頼､セキュリティ)の関係が解明された.以下でパ

ス解析の検証結果を踏まえて､各変数間の因果関係を検討する｡

まず､技術受容の要因が消費者によるB2C･ECサイトの行動意図に与える影

響について､本章ではTAM2モデルをベースとして､要因間の因果関係を検討

した｡その結果､知覚された有用性が行動意図に与えるポジティブな影響

(β-0.31､p<0.001)､知覚された使用容易性が行動意図に与えるポジティブな影

響(β-0.31､ p<0.001)､知覚された使用容易性が知覚された有用性に与えるポジ

ティブな影響(β-0.40､ p<0.001)､社会的影響が知覚された有用性に与えるポジ

ティブな影響(β-0.08､ p<0.05)､社会的影響が行動意図に与えるポジティブな

影 響( β-0.11､ p<0.01) が 確 認 さ れ た｡ こ れ ら の 検 証 結 果 を 見 る と､ TAM2 は 消

費者によるB2C･ECサイトの採択行動を解釈するためのモデルとして､応用価

値が高いと言える.すなわち､今後の研究では　TAM2　を用いて消費者による

B2C･ECサイトの採択行動を予測すれば､成功率が高いと考えられる｡

次に､取引不確実性の要因が技術受容性の要因及び行動意図に与える影響に

つ い て､ 本 章 はC-TRUST-TAM とR-CTT モ デ ル を 根 拠 と し て､ 取 引 不 確 実 性 に

関 す る2 要 因(i.e., 信 頼､ セ キ ュ リ テ ィ) をTAM2 に 導 入 し た｡ ま た､ 本 章 は

過去の研究のデータを用い､パス解析の検証を通して取引不確実性の要因と

TAM2の因果関係を確認した｡その結果､知覚された使用容易性が信頼に与え

るポジティブな影響(β-0.42､ p<0.001)､信頼が知覚された有用性に与えるポジ

ティブな影響(β-0.24､ p<0.001)､信頼が行動意図に与えるポジティブな影響

( β-0･32､ p<0.001)､ セ キ ュ リ テ ィ が 信 頼 に 与 え る ポ ジ テ ィ ブ な 影 響( β-0.48､

p<0.001) が 確 認 さ れ た｡ こ の 検 証 を 通 し てGefenetal.(2003b) のC-TRUST-TAM､

Mukherjee and Nath (2007) のR-CTT､ Venkatesh and Davis (2000) のTAM2 と い う

3つのモデルが1つのモデルに統合できるようになった｡

5. 小 括

本章では､消費者によるB2C･ECサイトの採択行動を明らかにするために､

伝統的商取引と比較し､ ｢技術受容性｣と｢取引不確実性｣という2つの視点から

検討を行った｡その結果､ ｢技術受容性｣と｢取引不確実性｣に関する理論的モデ

ルをレビューし､先行研究のデータを用いてモデルの各要因が行動意図に与え
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る影響要因を定量的に明らかにした｡

また､本章では消費者によるB2C･ECサイトの採択行動に焦点を当て､TAM2､

C-TRUST-TAM､R-CTT と い う3 つ の モ デ ル を 統 合 し た｡ こ の よ う な 試 み は 従 来

の 技 術 受 容 理 論(i.e.,TAM､ TAM2) を ベ ー ス と し た 法 則 定 立 的 ネ ッ ト ワ ー ク

(nomologicalnetwork) を さ ら に 拡 張 し､ 消 費 者 に よ るB2C･EC サ イ ト の 採 択･

使用行動-の説明力を向上させるという点に貢献した｡

後に､本章ではmM2を技術受容性の代表的なモデルとして取り上げたが､

TAM2には大きく　2つの欠点があるo　第1に､ TAM2は元々組織メンバーによ

る情報技術の採択行動を予測するためのモデルであるため､一般消費者による

情報技術の採択行動を適切に説明するには､消費者使用コンテキストに関する

要因を付け加えて検討することが必要である｡第2に､ TAM2は社会的影響の

プロセスと認知的手段プロセスという2つの側面からユーザーによる情報技術

の採択行動を説明しているが､この2つの側面以外に､技術の使用に関する客

観 的 条 件(Triandis, 1979) や ユ ー ザ ー の ス キ ル(Icek Ajzen, 1991)､ 動 機 づ け

(EdwardLDeci, 1972)など他の要因も情報技術の採択行動に影響している｡その

ためTAM2はユーザーによる情報技術の採択行動を全面的には説明していない

と い う 欠 点 が あ る｡ 実 際 に､ 近 年 で はVenkatesh,Morris,Davis,andDavis(2003)

が情報技術の受容性に関する代表的な理論を統合し､UTAUTという統合された

技術受容モデルを提出している｡さらに､ Venkateshetal.(2012)は消費者使用コ

ンテキストに関する要因をUTAUTモデルに導入し､これまでにユーザーによ

る技術受容性-の説明力が も高いUTAUT2モデルを公表している｡しかしな

がら､UTAUT2モデルを用いて消費者によるB2C･ECサイトの採択行動を検討

す る 研 究(e.g., Agudo-Peregrina, HernandezIGarcia, and Acquila-Natale, 2015;

Tandon, Kiran, and Sah, 2016; Tandon, Kiran, and Sah, 2017) は 幾 つ が あ っ た が､

技術受容性と取引不確実性を結合して　B2C･EC　サイトの採択行動を説明する

ことはほぼ皆無であった｡

したがって次章では､消費者使用コンテキストという新たな視点から本章の

理論的フレームワークを拡張し､中国の消費者によるB2C･ECサイトの採択行

動を検討することにしたい｡
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*本章は､専修大学経営研究所平成27年度研究助成｢オムニチャネルにおける

ネット上のタッチポイントとオンラインチャネルの選択に関するメタ分析｣の

研究成果の一部である.また､本章の研究成果の一部は､日本流通学会が2018

年6月に発行した『流通No.42』に掲載されている｡記して感謝申し上げる｡
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